
令和６年度予算概算要求 主要事項 

⽂部科学省総合教育政策局 



 

⽬  次 
 

○令和６年度予算概算要求 主要事項＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿_ １ 
 
１．教師⼈材の確保強化＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿      ２ 
 
２．GIGA スクール構想の着実な推進と学校 DX の加速化＿＿＿   ７ 
 
３．⽇本⼈学⽣の留学派遣、外国⼈留学⽣の受⼊れ・ 

定着、教育の国際化の推進＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿_１２ 
 

４．⽣涯を通じた障害者の学びの推進__________________１８ 
 
５．⽇本語教育・外国⼈児童⽣徒等への教育等の充実________２２ 
 
６．海外で学ぶ⽇本⼈児童⽣徒の教育機会の充実_________４０ 
 
７．地域と学校等の連携・協働による地域の教育⼒の向 
   上や体験活動の充実、学校安全体制の整備の推進______ ４３ 
 
８．リ・スキリングを含めたリカレント教育等社会⼈の学び直 
   しの機会の拡充______________________________６２ 
 

 



R6要求額 ( R5予算額 )

1
( 1 ) ⼤学・⺠間企業等と連携した教師⼈材の確保強化推進事業 519 ( 0 )
( 2 ) 地域教員希望枠を活⽤した教員養成⼤学・学部の機能強化 1,702 ( 0 )

2
( 1 ) 教育DXを⽀える基盤的ツールの整備・活⽤ 1,590 ( 580 )
( 2 ) 教育データサイエンス推進事業 157 ( 86 )

3
( 1 ) 社会総がかりで⾏う⾼校⽣国際交流促進事業 519 ( 141 )
( 2 ) アジア⾼校⽣架け橋プロジェクト＋ 456 ( 176 )

4
( 1 ) 学校卒業後における障害者の学びの⽀援推進事業 152 ( 141 )

5
( 1 ) 外国⼈材の受⼊れ・共⽣のための地域⽇本語教育推進事業 631 ( 600 )
( 2 ) 資格の整備等による⽇本語教育の⽔準の維持向上 450 ( 191 )
( 3 ) 条約難⺠及び第三国定住難⺠等に対する⽇本語教育 396 ( 128 )

( 4 ) 外国⼈児童⽣徒等への教育の充実 1,238 ( 1,196 )

6
( 1 ) 在外教育施設の機能強化（教師派遣、プログラム⽀援等） 18,243 ( 17,927 )

7

( 1 ) 学校を核とした地域⼒強化プラン 8,881 ( 7,650 )
( 2 ) 体験活動等を通じた⻘少年⾃⽴⽀援プロジェクト 104 ( 79 )
( 3 ) 読書活動総合推進事業 56 ( 45 )
( 4 ) 社会教育デジタル活⽤等推進事業 78 ( 49 )

( 5 ) 学校安全推進事業 373 ( 343 )
( 6 ) 地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業 338 ( 338 )

8
( 1 ) 新時代の産学協働リカレント教育モデル開発⽀援事業 716 ( 0 )
( 2 ) 専⾨職業⼈材の最新技能アップデートのための専修学校リカレント教育（リ・スキリング）推進事業 402 ( 402 )
( 3 ) ⼤学等における価値創造⼈材育成拠点の形成 80 ( 80 )
( 4 ) ⼥性の多様なチャレンジに寄り添う学びと社会参画⽀援事業 29 ( 21 )
( 5 ) 放送⼤学学園補助⾦ 7,609 ( 7,392 )

( 6 ) 地域ニーズに応える産学官連携を通じたリカレント教育プラットフォーム構築⽀援事業 290 ( 0 )
( 7 ) ⾃律的なキャリア形成⽀援とリカレント教育普及促進に向けた実証研究事業 77 ( 0 )
( 8 ) リカレント教育の推進に向けた環境整備事業 220 ( 30 )

海外で学ぶ⽇本⼈児童⽣徒の教育
機会の充実

● 在外教育施設の戦略的な機能の強化

地域と学校等の連携・協働による地
域の教育⼒の向上や体験活動の充
実、学校安全体制の整備の推進

● コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の⼀体的な取組の推進、

● 学校安全体制の整備

リ・スキリングを含めたリカレント教育
等社会⼈の学び直しの機会の拡充

● ⼤学・専⾨学校・⾼専等を活⽤した社会⼈向けの実践的なプログラムの開発・拡充

● リカレント教育推進のための学習基盤の整備

⻘少年教育施設の機能強化等による体験活動や読書活動の推進、
家庭教育⽀援等

● ⽇本⼈の留学促進、G7・ASEAN・インド等の外国⼈留学⽣の受⼊れ等

⽇本語教育・外国⼈児童⽣徒等へ
の教育等の充実

● 外国⼈等に対する⽇本語教育の推進

⽇本⼈学⽣の留学派遣、外国⼈留
学⽣の受⼊れ・定着、教育の国際化
の推進

⽣涯を通じた障害者の学びの推進 ● 学校卒業後における障害者の⽣涯学習の推進

● 学校等における⽇本語指導体制等の充実や外国⼈の⼦供の就学促進等

GIGAスクール構想の着実な推進と
学校DXの加速化

●

● 教師⼈材の確保強化

教育DXを⽀える基盤的ツールの整備・活⽤、教育データ分析の推進

教師⼈材の確保強化

令 和 ６ 年 度 予 算 概 算 要 求　　主 要 事 項
（単位︓百万円）

事項 主な事業
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１． 
教師⼈材の確保強化 
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（１）⼤学・⺠間企業等と連携した教師⼈材の確保強化 
推進事業 

（ 新   規 ） 

令和６年度要求額  ５１９，３４０千円  

 

１．趣 旨 

各学校の実際の教員配置数が、各自治体が設定している学校に配置する予定の教員数（配

当数）を満たしていない「教師不足」については、令和３年度始業日時点で 2,558 人（５月

１日時点：2,065 人）であり、令和４年度当初の各都道府県・指定都市教育委員会の状況は

令和３年度に比べ、悪化 40、同程度 22、改善３、令和５年度当初の状況は令和４年度に比

べ、悪化 29、同程度 28、改善 11 となっており、教師不足の状況は地域により差はあるもの

の依然として深刻な状況が続いている。 

現在の教師不足は、近年の大量退職・大量採用により若年層の教師が増加し、産休・育休

取得者が急増したこと及び、特別支援学級が見込み以上に増加したことなどにより臨時講

師の需要が増加した一方で、大量採用により臨時講師の正規教員としての採用が進んでお

り、臨時講師のなり手が不足する構造的な要因によるものである。 

現下の教師不足の解消のためには、臨時講師のなり手を確保する必要があり、各教育委員

会においても現職以外の教員免許保持者向け説明会・研修の実施などの取組を行っている

が、それらの取組を行った上でも教師不足が発生している状況にあるところ、現在声掛けを

している採用選考受験者や管理職等の伝手に留まらず、大学、PTA、民間企業等と協力し、

新たな領域へ踏み出して教師のなり手を発掘することが必要となっている。 

 

２．事業内容   

・大学・民間企業等と連携した教師人材の確保強化推進 

教師のなり手発掘のため、大学、PTA、民間企業等と連携・協働し、教師の仕事の価値や

やりがいについて、地域社会全体に魅力を発信する取組及び、教員免許保有者を始めとした

新たな外部人材の学校現場への入職支援の実施にあたり必要となる事業実施費用、システ

ム構築費等を支援する。 

本事業を受ける教育委員会、外郭団体は、当地の教員養成を担う大学、PTA、民間企業等

とともに、教職志望者を発掘、リスキリングのための研修等を担い、また、学校現場への入

職を希望する者に対し入職を促す。 
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○
教
師
の
な
り手

発
掘
の
た
め
、大

学
、P

TA
、民

間
企
業
等
と連

携
・協
働
し、
教
師
の
仕
事
の
価
値
や
や
りが
い
に
つ
い
て
、地

域
社
会
全
体
に
魅
力
を
発
信
す
る
取
組
及
び
、教

員
免
許
保
有
者
を
始
め
とし
た
新
た
な
外
部
人
材
の
学
校
現
場
へ
の
入
職
支
援
の
実
施
に
あ
た
り必

要
とな
る
事
業
実
施
費
用
、シ
ス
テ
ム
構
築
費
等
を
支
援
。

○
本
事
業
を
受
け
る
教
育
委
員
会
、外

郭
団
体
は
、当

地
の
教
員
養
成
を
担
う大

学
、P

TA
、民

間
企
業
等
とと
も
に
、教

職
志
望
者
を
発
掘
、リ
ス
キ
リン
グ
の
た
め
の
研
修
等
を
担
う。

ま
た
、学

校
現
場
へ
の
入
職
を
希
望
す
る
者
に
対
し、
例
え
ば
、以

下
の
パ
ター
ンで
の
入
職
を
促
す
。

パ
ター
ン(

1)
：
教
員
免
許
保
有
者
の
場
合
、入

職
の
た
め
の
事
前
研
修
を実

施
し、
学
校
とマ
ッチ
ング
し入

職
。

パ
ター
ン(

2)
：
教
員
免
許
保
有
者
で
教
職
の
経
験
が
な
い
場
合
、入

職
の
た
め
の
事
前
研
修
後
、ま
ず
、非

常
勤
の
ス
タッ
フ等

とし
て
学
習
指
導
に
携
わ
り、
その
後
、適

性
を判

断
した
うえ
で
、臨

時
講
師
等
とし
て
入
職
。

パ
ター
ン(

3)
：
免
許
を
保
有
して
い
な
い
者
の
場
合
、入

職
の
た
め
の
事
前
研
修
後
、ま
ず
、非

常
勤
の
ス
タッ
フ等

とし
て
学
習
指
導
に
携
わ
り、
適
性
を
判
断
した
上
で
、臨

時
免
許
状
や
特
別
免
許
状
を
活
用
し入

職
。

○
本
事
業
を
受
け
る
教
育
委
員
会
・外
郭
団
体
は
以
下
の
活
動
・業
務
を
実
施


民
間
企
業
や
大
学
、P

TA
等
と連

携
・協
働
し、
教
職
の
魅
力
に
つ
い
て
広
報
・啓
発


広
報
活
動
等
を
通
じ、
元
教
師
や
企
業
等
の
退
職
者
を
は
じめ
、広

く臨
時
講
師
等
の
な
り手

を
募
集

（
ア
ス
リー
トや
ア
ー
テ
ィス
ト等

の
多
様
な
専
門
性
を
持
つ
人
材
を
含
む
）


民
間
企
業
等
か
ら期

限
付
き
で
の
学
校
現
場
派
遣
の
可
能
性
の
把
握
・働
き
か
け


学
校
現
場
へ
の
入
職
に
あ
た
り基

礎
的
知
識
を
身
に
付
け
る
た
め
の
研
修
コー
デ
ィネ
ー
ト


臨
時
講
師
・非
常
勤
ス
タッ
フ等

募
集
の
学
校
側
ニー
ズ
を
集
約
お
よ
び
学
校
現
場
との
マ
ッチ
ング

大
学
・民
間
企
業
等
と連

携
し
た
教
師
人
材
の
確
保
強
化
推
進
事
業

背
景
・課
題

【教
師
不
足
の
状
況
】

・令
和
３
年
度
始
業
日
時
点

 2
,5

58
人
（

5月
1日

時
点

 2
,0

65
人
）

・令
和
４
年
度
当
初
の
各
都
道
府
県
・指
定
都
市
教
育
委
員
会
の
状
況
：

令
和
３
年
度
に
比
べ
、悪

化
40
、同

程
度

22
、改

善
6

・令
和
５
年
度
当
初
の
各
都
道
府
県
・指
定
都
市
教
育
委
員
会
の
状
況
：

令
和
４
年
度
に
比
べ
、悪

化
29
、同

程
度

28
、改

善
11

（
「教
師
不
足
」に
関
す
る
実
態
調
査
（
令
和
３
年
度
）
、文

部
科
学
省
調
べ
）

【民
間
企
業
等
出
身
者
の
割
合
】

・令
和
４
年
度
教
員
採
用
選
考
試
験
に
お
け
る
民
間
企
業
等
勤
務
経
験
を
有
す
る

者
の
採
用
者
に
占
め
る
割
合

3.
6％

。
（
令
和
４
年
度

教
員
採
用
選
考
試
験
の
実
施
状
況
調
査
）

事
業
内
容

 令
和
６
年
度
要
求
・要
望
額

5億
円

（
新
規
）

○
件
数
・単
価
：
【補
助
事
業
】

24
箇
所

 ×
 2

,1
46
万
円
（
上
限
）
＝

5.
2億

円
※
シ
ス
テ
ム
構
築
費

1,
50

0万
円
、広

報
発
信
・研
修
実
施
等
事
業
費
用

64
6万

円
（
それ

ぞ
れ

1/
2ま
で
補
助
、上

限
）

○
支
援
対
象
：
教
師
の
任
命
権
を
持
つ
都
道
府
県
・指
定
都
市
教
育
委
員
会
、人

事
協
議
会
お
よ
び

公
益
財
団
法
人
な
どの
外
郭
団
体

事
業
ス
キ
ー
ム
の
イメ
ー
ジ
（
一
例
）

○
各
学
校
の
実
際
の
教
員
配
置
数
が
、各

自
治
体
が
設
定
して
い
る
学
校
に
配
置
す
る
予
定
の
教
員
数
（
配
当
数
）
を

満
た
して
い
な
い
「教
師
不
足
」に
つ
い
て
は
、令

和
3年

度
始
業
日
時
点
で

2,
55

8人
（

5月
１
日
時
点
：

2,
06

5
人
）
な
ど大

変
憂
慮
す
べ
き
状
況
。

⇒
現
下
の
教
師
不
足
の
解
消
の
た
め
に
は
、採

用
選
考
受
験
者
や
管
理
職
等
の
伝
手
に
止
ま
らな
い
、新

た
な
領
域
へ

踏
み
出
して
教
師
の
な
り手

を
開
拓
す
る
こと
が
必
要

○
また
、昨

年
12
月
に
出
され
た
中
央
教
育
審
議
会
答
申
で
も
、学

校
教
育
が
抱
え
る
様
々
な
課
題
に
対
応
し、
質
の
高

い
教
育
を実

現
す
る
た
め
に
は
、教

職
員
集
団
の
多
様
性
を
高
め
る
こと
の
重
要
性
に
指
摘
有
り。

⇒
民
間
企
業
や
大
学
等
の
団
体
か
ら学

校
現
場
に
短
期
間
の
入
職
ル
ー
トを
創
出
し、
学
校
現
場
の
多
様
性
を
確
保
。

新
た
な
外
部
人
材
の
入
職
ス
キ
ー
ム
を
創
出
、
多
様
な
教
職
員
集
団
の
実
現

臨
時
講
師
等

と
し
て
配
置

※
適
性
を
判
断

非
常
勤
ス
タ
ッ
フ

等
と
し
て
活
動

公
立

学
校

学
校
現
場
と
の

マ
ッ
チ
ン
グ

入
職
希
望
者

入
職
前
の
事
前
研
修
の
実
施

外
郭
団
体

講
師
登
録
希
望
者
の

シ
ス
テ
ム
管
理

人
材
募
集
ニ
ー
ズ
登
録

教
師
人
材
の
発
掘

民
間
企
業

（
地
元
企
業
）
等

大
学
等

PT
A等

教
育
委
員
会

入
職
希
望
者
の

シ
ス
テ
ム
登
録

教
職
の
魅
力
発
信

（
担
当
：
総
合
教
育
政
策
局

 教
育
人
材
政
策
課
）
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（２）地域教員希望枠を活⽤した教員養成⼤学・学部の 
機能強化 

 

（ 新   規 ） 

令和６年度要求額  １，７０２，４８６千円 

 

１．趣 旨 

子供たちへの質の高い教育を担う教師には、志ある優れた人材を得ることが必要であり、

「教員養成は大学、採用・研修は教育委員会」というこれまでの垣根を越えた連携強化が求

められている。 

 本事業においては、大学と教育委員会が連携・協働し 

 ・大学入試における「地域教員希望枠」の導入 

 ・当該学生への地域課題に対応したコース・カリキュラムによる教育 

 ・高校生に対する特別プログラムの導入 

など、大学入学前から教員採用に至るまでの一貫した取組を促進し、地域や現場ニーズに対

応した質の高い教師を継続的・安定的に養成し、確保するための取組に対して支援を行う。 

 

２．事業内容   

・地域教員希望枠を活用した教員養成大学・学部の機能強化 

 全国 35 箇所において、教育委員会と大学を結ぶコーディネーター教員が中核となり、

「地域教員希望枠」の導入・拡充等の入試改革、離島・へき地、特別支援教育、不登校等

の地域課題や特定分野に強み・専門性を有する教師等の地域ニーズに対応したコース・カ

リキュラムの構築を行う。 

 また、高校生に対する教職セミナー等の高大接続事業、教員採用における特別選考等も

併せて検討し、大学と教育委員会の連携・協働のもと、地域が求める質の高い教師を継続

的・安定的に養成し、確保する体制を構築する。 
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地
域
教
員
希
望
枠
を
活
用
し
た

教
員
養
成
大
学
・学
部
の
機
能
強
化

 令
和
６
年
度
要
求
・要
望
額

17
億
円

（
新
規
）

背
景
・課
題

事
業
内
容

○
件
数
・単
価
：
【単
独
事
業
】

 2
5箇

所
 ×

 4
,0

00
万
円
（
上
限
）
＝

10
.0
億
円

 
【複
数
大
学
連
携
事
業
】 

10
箇
所

 ×
 7

,0
00
万
円
（
上
限
）
＝

  7
.0
億
円

○
補
助
期
間
：
令
和
６
年
～
令
和

10
年
（
最
長
５
年
）
、事

業
３
年
目
に
中
間
評
価
を実

施
○
支
援
対
象
：
教
職
課
程
を置

く各
国
公
私
立
大
学

①
離
島
・へ
き
地
、特

別
支
援
教
育
、不

登
校
対
応
、日

本
語
教
育
等
、特

色
あ
る
実
習
校
に
お
け
る
早
期
か
らの
学
校
体
験
活
動
の
充
実
等
、地

域
課
題
に

対
応
した
教
員
養
成
カリ
キ
ュラ
ム
の
構
築

②
特
定
分
野
に
強
み
や
専
門
性
を
有
す
る
教
員
養
成
プ
ログ
ラム
の
構
築
（
教
育

D
X、
教
育
デ
ー
タの
利
活
用
、心

理
・福
祉
、社

会
教
育
等
）

③
教
員
養
成
段
階
に
お
け
る
留
学
の
促
進
や
海
外
大
学
と連

携
した
教
育
課
程
の
構
築

④
新
しい
学
校
づ
くり
の
有
力
な
一
員
とな
り得

る
高
度
人
材
養
成
の
た
め
の
５
年
一
貫
プ
ログ
ラム
の
開
発
等
、学

部
・教
職
大
学
院
の
連
携
・接
続
の
強
化

⑤
採
用
者
数
や
免
許
状
保
持
者
が
少
な
い
免
許
種
等
に
関
す
る
、広

域
的
な
養
成
機
能
・体
制
構
築

等

＜
地
域
課
題
に
対
応
した
コー
ス
・カ
リキ
ュラ
ム
構
築
の
例
＞

文
部
科
学
省

教
職
課
程
を置

く
各
国
公
私
立
大
学

教
育
委
員
会

補
助

連
携

補
助
イメ
ー
ジ

○
子
供
た
ち
へ
の
質
の
高
い
教
育
を担

う教
師
に
は
、志

あ
る
優
れ
た
人
材
を得

る
こと
が
必
要
。

○
近
年
、公

立
学
校
の
教
員
採
用
倍
率
は
低
下
傾
向
。

○
大
学
の
教
員
養
成
段
階
か
ら地

域
の
教
育
委
員
会
と連

携
・協
働
し、
地
域
や
現
場
ニ
ー
ズ
に
対
応
した
質
の
高
い

教
師
を、
継
続
的
・安
定
的
に
養
成
し、
確
保
す
る
こと
が
重
要
。

・
教
員
採
用
に
お
い
て
大
学
推
薦
等
に
よ
る

特
別
選
考
の
実
施

・
教
職
セ
ミ
ナ
ー
等
の
高
大
接
続
事
業
の
展
開

・
大
学
入
試
に
お
い
て
総
合
型
選
抜
等
を
活
用
し
た

「
地
域
教
員
希
望
枠
」の

適
切
な
設
定

・
現
場
課
題
に
即
し
た
育
成
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
展
開

・
学
校
体
験
活
動
、
現
場
体
験
の
充
実

大
学
入
学
前
か
ら教

員
採
用
に
至
る
まで
の

一
貫
した
取
組
イメ
ー
ジ

○
全
国
的
な
教
育
水
準
の
維
持
・向
上
に
資
す
る
教
師
養
成
を
ミッ
シ
ョン
とす
る
教
員
養
成
学
部
・大
学
と教

育
委
員
会
が

連
携
・協
働
した
教
員
養
成
の
取
組
強
化
に
係
る
経
費
を一

定
期
間
支
援
。

○
大
学
入
学
者
選
抜
に
お
け
る
【地
域
教
員
希
望
枠
】の
導
入
や
地
域
課
題
に
対
応
し
た
コー

ス
・カ
リキ
ュラ
ム
構
築
、

高
校
生
に
対
す
る
特
別
プロ
グ
ラム
構
築
・拡
充
し、
大
学
に
お
け
る
地
域
貢
献
機
能
を充

実
。

※
複
数
の
大
学
が
連
携
・参
画
し申

請
す
る
こと
も
可

大 学

教 育 委 員 会
【申
請
要
件
等
（
予
定
）
】

○
申
請
に
当
た
って
は
大
学
単
独
で
は
な
く教
育
委
員
会
と協

議
体
を形

成
す
る
等
、相

互
に
連
携
・協
働
す
る
体
制
を構

築
す
ると
とも
に
、

学
校
現
場
で
の
実
務
経
験
を有

し、
教
育
委
員
会
と大

学
を
結
ぶ
コー
デ
ィネ
ー
タが
中
核
とな
り、
地
域
課
題
に
対
応
した
コー
ス
・カ
リキ

ュラ
ム
を
構
築
す
る
こと
。

○
附
属
学
校
や
教
職
大
学
院
等
も
活
用
し
な
が
ら、
実
務
家
教
員
を
輩
出
す
る
サ
イク
ル
等
の
キ
ャリ
ア
パ
ス
を
構
築
し、
教
育
委
員
会
との

連
携
協
定
を事

業
3年
目
の
中
間
評
価
時
ま
で
に
締
結
す
る
こと
。

○
「地
域
教
員
希
望
枠
」の
取
組
を踏

まえ
た
学
部
全
体
へ
の
波
及
や
改
革
に
つ
い
て
計
画
す
る
こと
。

➡
大
学
入
学
前
か
ら教

員
採
用
に
至
る
まで
の
一
貫
した
取
組
を促

進
➡
地
域
課
題
に
対
応
した
教
員
養
成
プロ
グ
ラム
の
構
築
に
より
、単

な
る
大
学
の
機
能
強
化
に
とど
まら
ず
、

「令
和
の
日
本
型
学
校
教
育
」の
牽
引
役
とし
て
、成

果
を社

会
全
体
還
元
して
社
会
的
イン
パ
クト
を創

出
す
る
とと
も
に
、

地
域
の
公
教
育
の
質
を確

保

（
担
当
：
総
合
教
育
政
策
局

 教
育
人
材
政
策
課
）

○
新
規
学
卒
の
受
験
者
数
（
小
中
高
）

H
25
：

48
,1

10
人

⇒
R4
：

39
,6

51
人

○
教
員
採
用
倍
率

・小
学
校

12
.5
倍
（

H
12
）
→

2.
5倍

（
R4
）

・中
学
校

17
.9
倍
（

H
12
）
→

4.
7倍

（
R4
）

出
典
：
令
和

4年
度
（
令
和

3年
度
実
施
）
公
立
学
校
教
員
採
用
選
考
試
験
の
実
施
状
況

○
国
立
教
員
養
成
大
学
・学
部
の
教
員
就
職
率

R4
.3
卒
業
者
：

66
.9
％

（
進
学
者
・保
育
士
就
職
者
除
く）

出
典
：
文
部
科
学
省
「国
立
の
教
員
養
成
大
学
・学
部
及
び
国
私
立
の
教
職
大
学
院
の
卒
業
者
及
び
修
了
者
の
就
職
状
況
等
」

6



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２． 
GIGA スクール構想の着実な推進と 

学校 DX の加速化 
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（１）教育 DX を⽀える基盤的ツールの整備・活⽤ 

 

（前 年 度 予 算 額    ５７９，９１６千円） 

令和６年度要求額  １，５８９，９６４千円 

 

１．趣 旨 

教育 DX の推進のため、必要な共通ルールとツールを整備し、データを活用していく観点

から、以下に集中的に取り組む。 

① 文部科学省が開発した CBT システム（MEXCBT：メクビット）の改善・活用推進 

② 文部科学省 WEB 調査システム（EduSurvey：エデュサーベイ）の開発・活用促進        

③ 教育データの利活用の推進 

 

２．事業内容 

① 文部科学省 CBT システム（MEXCBT）の改善・活用推進 1,178,427 千円（419,340 千円） 

令和６年度の全国学力・学習状況調査の生徒質問調査等の確実な実施、地方自治体独自 

の学力調査等の実施拡大を行う。さらに、令和７年度の全国学力・学習状況調査の悉皆実 

施に必要な機能拡充等を実施する。 

 

② 文部科学省 WEB 調査システム（EduSurvey）の開発・活用促進  

  124,827 千円（58,676 千円） 

文部科学省から教育委員会や学校等を対象とした業務調査において活用する、集計の 

迅速化、教育委員会等の負担軽減にも資するシステムを運用する。さらに、調査実施者や 

回答者のニーズを踏まえた機能改善により実施調査の拡大を図る。 

 

③ 教育データの利活用の推進             286,710千円（101,900千円） 

教育データの利活用を推進し新たな知見を創出するため、データ標準化の推進や自治

体におけるデータ分析の実施促進、教育データ利活用にあたり留意すべき点の整理、web

上の学習コンテンツの充実等を行う。 
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教
育

D
Xを
支
え
る
基
盤
的
ツ
ー
ル
の
整
備
・活
用

背
景
・課
題

事
業
内
容

令
和

6年
度
要
求
・要
望
額

1,
59

0百
万
円

（
前
年
度
予
算
額

58
0百

万
円
）


国
全
体
で
教
育

D
Xに
よ
る
学
び
の
環
境
を
実
現
す
る
に
は
、教

育
デ
ー
タの
利
活
用
に
必
要
な
知
見
や
成
果
を
共
有
す
る
こと
が
で
き
る
基
盤
的
な
ツ
ー
ル
を
文

部
科
学
省
が
整
備
す
る
必
要
が
あ
る
。


ま
た
、基

盤
的
な
ツ
ー
ル
の
活
用
に
よ
り蓄

積
され

た
デ
ー
タが
効
率
的
・効
果
的
に
活
用
され

る
た
め
に
は
、教

育
デ
ー
タ
の
相
互
運
用
性
を
確
保
す
る
た
め
の

ル
ー
ル
の
整
備
、教

育
デ
ー
タ
の
利
活
用
を
行
う際

の
安
全
・安
心
の
確
保
、そ
して
、国

や
自
治
体
に
よ
る
デ
ー
タ
分
析
と分

析
に
基
づ
くア
ク
シ
ョン
の
実
行
を

並
行
して
実
践
して
い
くこ
とが
重
要
で
あ
る
。


文
部
科
学
省

CB
Tシ
ス
テ
ム
（

M
EX

CB
T：

メ
ク
ビ
ット
）
を
、希

望
す
る
全
国
の
児
童
生
徒
・学
生
等
が
、オ
ン
ラ
イ
ン
上
で
学
習
・ア

セ
ス
メ
ン
ト
で
き
る
公
的
な

CB
Tプ
ラ
ット
フォ
ー
ム
とし
て
提
供
し、
デ

ジ
タル
な
らで
は
の
学
び
を
実
現
。

※
令
和
２
年
か
ら開

発
を
実
施
。令

和
５
年
８
月
時
点
、

約
25

,0
00
校
、8

00
万
人
が
登
録
。


令
和
６
年
度
の
全
国
学
力
・学
習
状
況
調
査
の
生
徒
質
問
紙
等
に

お
い
て
活
用
予
定
。ま
た
、令

和
７
年
度
の
教
科
調
査
の
悉
皆
実
施

に
向
け
て
必
要
な
機
能
の
拡
充
を
実
施
。


地
方
自
治
体
独
自
の
学
力
調
査
等
の

CB
T化

に
つ
い
て
、令

和
５

年
度
は
約

16
自
治
体
で
実
施
予
定
。令

和
６
年
度
は
さ
ら
な
る
量

的
拡
大
及
び
調
査
内
容
の
質
の
向
上
を
図
る
。

（
３
）
教
育
デ
ー
タ
の
利
活
用
の
推
進
（

28
7百

万
円
）


教
育
デ
ー
タ利

活
用
に
不
可
欠
な
デ
ー
タ
標
準
化
の
推
進
や

M
EX

CB
Tの
解
答
結
果
等
を
活
用
した
自
治
体
に
お
け
る
デ
ー
タ
分
析
の
実
施
促
進
・分
析
フォ
ー
マ
ット
（
仮
称
）

の
活
用
支
援
、安

全
・安
心
の
確
保
に
向
け
た
個
人
情
報
保
護
な
どの
教
育
デ
ー
タ
利
活
用
に
あ
た
り留

意
す
べ
き
点
の
整
理
、デ
ジ
タル
学
習
環
境
の
窓
口
とな
る
学
習

eポ
ー
タ

ル
の
適
合
性
評
価
の
仕
組
み
の
運
用
、w

eb
上
の
学
習
コ
ン
テ
ン
ツ
の
充
実
・活
用
促
進
や
オ
ー
プ
ン
バ
ッジ
（
学
習
履
歴
の
デ
ジ
タ
ル
証
明
）
を
活
用
し
た
ネ
ット
ワ
ー
ク
の
構
築

に
関
す
る
調
査
研
究
を
行
い
教
育
現
場
へ
の
フィ
ー
ドバ
ック
や
新
た
な
知
見
の
創
出
を
図
る
。

（
２
）
文
部
科
学
省

W
EB
調
査
シ
ス
テ
ム
（

Ed
uS

ur
ve

y）
の
開
発
・活
用
促
進
（

12
5百

万
円
）


文
部
科
学
省
か
ら教

育
委
員
会
や
学
校
等
を
対
象
とし
た
業
務
調
査
に
お
い
て
、調

査
集
計
の
迅
速
化
、教

育
委
員
会
等
の
負
担
軽
減
に
も
資
す
る
シ
ス
テ
ム
を
開
発
し、
令
和
４
年
度
か
ら試

行
。


調
査
結
果
の
自
動
集
約
や
即
時
的
な
可
視
化
等
が
可
能
な
こと
か
ら、
学
校
現
場
や
教
育
委
員
会
か
ら
も
利

活
用
の
ニ
ー
ズ
が
高
い
。


令
和
５
年
度
は
、約

80
の
調
査
を
実
施
予
定
。令

和
６
年
度
は
、調

査
実
施
者
や
回
答
者
の
ニ
ー
ズ
を
踏

ま
え
た
機
能
の
改
善
を
実
施
し
、約

12
0の
調
査
を
実
施
予
定
。

学
校
か
ら

自
宅
か
ら

（
１
）
文
部
科
学
省

CB
Tシ
ス
テ
ム
（

M
EX

CB
T）

の
改
善
・活
用
推
進
（

1,
17

8百
万
円

運
用

82
0百

万
円

/開
発

34
8百

万
円
）
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（２）教育データサイエンス推進事業

（前 年 度 予 算 額 

令和６年度要求額 

 ８６，４５０千円）  

１５６，８８７千円 

１．趣 旨 

教育分野の政策立案・実施にあたり、これまではデータによる現状把握、それを踏まえた

効果検証が十分ではない状況にある。GIGA スクール構想の進展により、教育データの利活

用の可能性が広がる中、教育においてもデータの分析結果を効果的に反映できる環境を整

備することが必要である。 

 「デジタル社会の実現に向けた重点計画」（令和５年６月閣議決定）において、教育分野

に関するプラットフォームの取組の推進が盛り込まれており、「教育再生実行会議第十二次

提言」（令和３年６月）においても、公的な教育データプラットフォームの必要性が提言さ

れている。 

このような状況を踏まえ、教育データサイエンスセンターにおいて、教育データを活用し

た研究の拠点（ハブ）として、教育データサイエンス普及のための基盤整備及び教育データ

利活用に係る研究・支援を実施するものである。 

２．事業内容 

（１）公教育データ・プラットフォームの構築       119,838 千円（59,950 千円） 

国の教育分野の調査データや研究成果等を集約する公教育データ・プラットフォーム（試

行版）の運用保守及び機能拡充 

・令和４年度に構築した「公教育データ・プラットフォーム（試行版）」について、教

育委員会等のニーズを踏まえ、教育データの見える化等の機能拡充を行う。

（２）教育データを活用した分析・研究の推進  37,049 千円（26,500 千円） 

教育分野のデータ駆動型分析・研究の推進  

モデルケースとなり得る先進的な研究（公募型）を実施し、教育分野のデータ駆動型の分

析・研究を戦略的に推進 

・令和５年度開始の公募型研究に加え、利用データやテーマを追加し、データ駆動型教

育の推進に資する研究を実施する。
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プラ
ット
フォ
ー
ム
アク
セ
ス
件
数

（
運
用
状
況
を踏

まえ
設
定
）

公
教
育
デ
ー
タ・
プラ
ット
フォ
ー
ム

（
試
行
版
）
の
追
加
デ
ー
タ

教
育
デ
ー
タ
サ
イ
エ
ン
ス
推
進
事
業

令
和

6年
度
要
求
・要
望
額

15
7百

万
円

（
前
年
度
予
算
額

86
百
万
円
）

担
当
：
国
立
教
育
政
策
研
究
所
教
育
デ
ー
タサ
イエ
ンス
セ
ンタ
ー

構
築
・運
用
す
るプ
ラッ
トフ
ォー
ム

（
総
数
（
予
定
）

1件
）

ア
ウ
ト
プ
ット
（
活
動
目
標
）

公
教
育
デ
ー
タ・
プ
ラッ
トフ
ォー
ム
（
試
行
版
）
概
要

短
期
ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

長
期
ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

国
が
実
施
した
教
育
分
野
の
自
治
体
・学
校
等
の
状
況
に
関
す
る
調
査
デ
ー
タ
や
研
究
成
果
・取
組
事
例
を
集
約
す
る
プ
ラ
ット

フォ
ー
ム
を
構
築
し、
デ
ー
タに
よ
る
現
状
把
握
や
そ
れ
を
踏
ま
え
た
政
策
・実
践
の
改
善
・充
実
、新

た
な
知
見
の
創
出
に
つ
な
が
る

研
究
の
活
性
化
を図

る
。

公
教
育
デ
ー
タ
・プ
ラ
ット
フォ
ー
ム

文
科
省
・国
研
等
の

各
担
当
部
署
が

実
施
した

調
査
デ
ー
タ等

教
育
再
生
実
行
会
議
第
十
二
次
提
言
（
令
和

3年
6月

）
等
に
示
され

た
デ
ー
タ駆

動
型
の
教
育
を
実
現
し
、さ
らな
る
教
育
の
質
向
上
を
図
る
た
め
、教

育
デ
ー
タを
効
果
的
に
収
集
・

分
析
し、
その
結
果
の
活
用
を促

進
す
る
た
め
の
環
境
整
備
等
が
求
め
られ
て
い
る
。

そ
れ
を
踏
ま
え
、国

立
教
育
政
策
研
究
所
教
育
デ
ー
タサ
イエ
ン
ス
セ
ン
ター
に
お
い
て
、我

が
国
の
教
育
デ
ー
タ分

析
・研
究
、成

果
共
有
の
拠
点
（
ハ
ブ
）
とし
て
、教

育
デ
ー
タや
取
組
を

共
有
す
る
た
め
の
基
盤
整
備
、教

育
デ
ー
タ分

析
・研
究
の
推
進
等
を実

施
す
る
。

現
状
・課
題

事
業
内
容

公
教
育
デ
ー
タ
・プ
ラ
ット
フォ
ー
ム
の

構
築
・運
用 12

0百
万
円
（

R5
予
算

:6
0百

万
円
）


国
の
教
育
分
野
の
調
査
デ
ー
タや
研
究
成
果
等
を
集
約

す
る
公
教
育
デ
ー
タ・
プラ
ット
フォ
ー
ム
（
試
行
版
）
の
運

用
保
守
及
び
デ
ー
タ
可
視
化
に
係
る
機
能
の
拡
充

 等

教
育
デ
ー
タ
を
活
用
し
た

分
析
・研
究
の
推
進

37
百
万
円
（

R5
予
算

:2
7百

万
円
）


モ
デ
ル
ケ
ー
ス
とな
り得

る
先
進
的
な
研
究
（
公
募
型
）

を
実
施
し、
教
育
分
野
の
デ
ー
タ駆

動
型
の
分
析
・研
究

を戦
略
的
に
推
進

等

1 2

国
の
研
究
成
果
や
自
治
体
の
取
組
事

例
等
に
つ
い
て
、政

策
や
実
践
で
効
果

的
に
活
用
で
き
る
よ
う検

索
可
能
な
形

で
分
か
りや
す
く掲
載

研
究
成
果
・事
例
検
索
シ
ス
テ
ム

研
究
の
活
性
化
を
図
る

政
策
・実
践
の
改
善
・充
実


デ
ー
タ
カ
タ
ロ
グ
に
掲
載

さ
れ
て
い
る
デ
ー
タ
を
整

理
し
、グ
ラ
フ
や
マ
ッピ
ン

グ
で
可
視
化


そ
れ
に
よ
り詳

細
デ
ー
タ

の
利
活
用
を
促
進

デ
ー
タ
可
視
化

機
能
拡
充


文
科
省
等
が
実
施
す
る
各
種
調
査
の

結
果
等
を
検
索
可
能
な
形
で
一
覧
化


研
究
者
等
に
貸
与
可
能
な
調
査
の
手

続
等
を
掲
載

デ
ー
タ
カ
タ
ロ
グ

研
究
成
果
・事
例
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス

各
種
調
査
等
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
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３． 
⽇本⼈学⽣の留学派遣、外国⼈留学⽣の

受⼊れ・定着、教育の国際化の推進 
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（１）社会総がかりで⾏う⾼校⽣国際交流促進事業 
 

（前 年 度 予 算 額   １４１，４００千円） 

    令和６年度要求額  ５１９，４７８千円  

               

１．趣 旨 

グローバル化する社会の持続的な発展に向けて、グローバルな視野で活躍するための資

質・能力の育成が求められており、コロナ禍で激減した日本人生徒の海外留学や、より若年

段階からの国際的な交流活動の推進、外国人留学生の受入れ環境、国際理解教育の推進など

を図っていく必要がある。 

 また、新たな「教育振興基本計画」（令和５年６月 16 日閣議決定）においては、日本人

高校生の海外留学生数を 2033 年までに 12 万人にするという目標が掲げられており、新型

コロナウイルス感染症の影響により大幅に減少した高校生の海外留学生数を伸ばしていけ

るよう、取組みの強化を図っていく必要がある。 

 このため、今後、国、都道府県、学校等社会総がかりで高校生の国際交流促進のための取

組みを推進し、留学生の派遣、受入れの強化や、教育の国際化の推進等に必要な取組を速や

かに進め、初等中等教育段階を通じたグローバル人材の育成を図る。 

 

２．事業内容 

（１）国費高校生留学促進事業    419,206千円（92,857千円） 

 高校生の国際交流は、異文化理解や友好親善を促進するものであり、特に留学については、

外国語（英語）運用能力の強化、コミュニケーション能力の向上等、グローバル人材の育成

に効果があることから、自治体や学校等が主催する原則 10 日以上１か月未満の海外派遣プ

ログラムに、学校教育活動の一環として参加する生徒を対象に、都道府県を通じて支援する。 

 なお、派遣前の語学学習、オリエンテーション及び帰国後のフォローアップを十分に行う

ことを条件とし、学校単位での応募を原則とする。 

支援金額（派遣）： 10 万円（６万円） 

対象人数（派遣）： 4,120 人（1,500 人） 

 

（２）グローバル人材育成の基盤形成事業   100,272千円（48,543千円） 

 初等中等教育段階から、異文化体験や同年代の外国人との相互コミュニケーション、学校

教育における国際交流等を通じて、多様な価値観に触れる機会を確保することにより、高校

生に国際的な視野を持たせ、自らが主体的に行動できるようなグローバル人材の基盤を形

成するため、以下の取組を支援する。 

①異文化理解ステップアップ事業（経協係）   52,563 千円（ 29,939 千円） 

  日本語を学ぶ外国人高校生を、高校生の留学・国際交流を扱う民間団体を通じて、日本 

の高等学校に短期招致（約６週間）することにより、受入先の高校生の異文化体験や相互 

13



コミュニケーション、学校教育における国際交流等の機会を確保する。 

対象人数（受入）： 200 人（115 人） 

②国際交流・留学環境整備事業（文科係）       47,709 千円（18,604 千円） 

  高校生留学を推進するための啓発活動やオンラインの国際交流などを都道府県が主体 

的に実施し、国際交流や留学への関心を喚起することで留学等への機運を醸成するとと 

もに、都道府県内に留学支援員を配置し、啓発活動の実施に向けた関係機関の調整や、留 

学に関する各種相談に応じる。 

   支援箇所数： 17 自治体（10 自治体） 
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留
学
環
境

整
備

社
会
総
が
か
りで
行
う高

校
生
国
際
交
流
促
進
事
業

令
和

6年
度
要
求
・要
望
額

51
9百

万
円

(前
年
度
予
算
額

  1
41
百
万
円

)

事
業
内
容

背
景
・

課
題

○
グ
ロー
バ
ル
化
の
一
層
の
進
展
が
予
想
され
る
中
、グ
ロー
バ
ル
に
活
躍
す
る
人
材
の
育
成
が
重
要
。

【政府
目
標
】新
た
な
教
育
振
興
基
本
計
画

「2
03

3(
令
和

15
)年
ま
で
に
日
本
人
高
校
生
の
海
外
留
学
生
数

 1
2万

人
」

○
日
本
人
高
校
生
の
海
外
留
学
実
績
：

4.
7万

人
（
平
成

29
年
度
）

0.
3万

人
（
令
和

3年
度
）

○
留
学
した
い
と思

う高
校
生
：

36
.8

%
（
平
成

29
年
度
）

34
.7

%
（
令
和

3年
度
）

○
日
本
の
高
校
生
の
外
国
へ
の
関
心
は
日
米
中
韓
で
最
も
低
い
（
令
和
元
年
度
）

新
型
コロ
ナ
ウイ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
で
、高

校
生
の
国
際
交
流
が
大
きな
打
撃
を受

け
る
中
、

高
校
生
の
留
学
機
運
向
上
の
た
め
、留

学
支
援
等
の
取
組
を強

化
して
い
く必
要
が
あ
る
。

【国
際
交
流
・留
学
環
境
整
備
事
業
】
（
令
和

2年
度
～
）

48
百
万
円

(前
年
度

:1
9百

万
円

)

高
校
生
留
学
を推

進
す
る
た
め
の
啓
発
活
動
や
研
修
等
を各

都
道
府
県
で
開
催
し、
留
学
機
運
の
醸
成
を図

る
。


中
学
・高
校
段
階
に
お
け
る
オ
ンラ
イン
等
を利

用
した
国
際
交
流
活
動
を推

進
し、
留
学
に
興
味
をも
つ
機
会
の
提
供
を図

る
。

■
支
援
件
数
：
都
道
府
県

(1
7か
所
を予

定
)

■
支
援
内
容
：
各
都
道
府
県
の
事
情
に
応
じ、
啓
発
活
動
や
研
修
、留

学
支
援
員
の
配
置
、姉

妹
校
提
携
の
促
進
な
どを
組
み
合
わ
せ
る
こと
で
、効

果
的
に
施
策
を推

進
。

【異
文
化
理
解
ス
テ
ップ
ア
ップ
事
業
】
（
平
成

26
年
度
～
）

53
百
万
円

(前
年
度

:3
0百

万
円

)

日
本
語
を学

ぶ
外
国
人
高
校
生
を、
民
間
団
体
を通

じて
日
本
の
高
等
学
校
に
短
期
招
致
。


受
入
先
高
校
で
の
国
際
交
流
を通

じ、
高
校
生
の
国
際
的
視
野
の
涵
養
を図

る
。

■
事
業
規
模
：

20
0人

（
6週

間
程
度
）
■
支
援
件
数
：
民
間
団
体

(2
件
を予

定
)
■
支
援
経
費
：
渡
航
費
、選

考
や
受
入
等
に
要
す
る
経
費
等
。

【国
費
高
校
生
留
学
促
進
事
業
】
（
平
成

26
年
度
～
）

41
9百

万
円

(前
年
度

:9
3百

万
円

)

自
治
体
、学

校
等
に
よる
短
期
留
学
プロ
グ
ラム
へ
の
参
加
に
係
る
留
学
経
費
を支

援
し、
保
護
者
負
担
を軽

減
。

■
事
業
規
模
：

4,
12

0人
■
支
援
金
額
：
一
人

10
万
円

■
支
援
対
象
：
短
期

(原
則

10
日
以
上

1か
月
未
満

)

高
校
生
の
留
学
機
運
の
醸
成
・留
学
促
進

派
遣
事
業

受
入
事
業

背
景
・課
題

留
学
の
派
遣
、受

入
れ
の
強
化
や
卒
業
後
の
活
躍
に
向
け
た
環
境
整
備
、教

育
の
国
際
化
の
推
進

等
に
必
要
な
取
組
を
速
や
か
に
行
う。

高
校
段
階
か
らの
留
学
促
進
を
図
る
。留

学
生
獲
得
に
向
け
た
戦
略
的
な
取
組
を
進
め
る
。中

高
生

に
つ
い
て
も
、中

長
期
的
に
支
援
の
拡
充
を
図
る
こと
を
目
指
す
。

「新
しい
資
本
主
義
の
グ
ラン
ドデ
ザ
イン
及
び
実
行
計
画
」(
令
和

5年
6月

16
日
閣
議
決
定

)(
抄

)

「経
済
財
政
運
営
と改

革
の
基
本
方
針

20
23
」(
令
和

5年
6月

16
日
閣
議
決
定

)(
抄

)

・高
校
段
階
か
ら大

学
院
段
階
ま
で
を
通
じた
日
本
人
学
生
の
派
遣
を
推
進

・「
ア
ジ
ア
架
け
橋
プ
ロジ
ェク
ト」
や
対
日
理
解
促
進
交
流
プ
ログ
ラム
の
充
実
強
化
、姉

妹
校
連
携
や

留
学
コー
デ
ィネ
ー
ター
の
配
置
促
進
等
を
通
じた
国
際
交
流
の
促
進

「未
来
を
創
造
す
る
若
者
の
留
学
促
進
イニ
シ
ア
テ
ィブ
」

教
育
未
来
創
造
会
議

第
二
次
提
言
（
令
和

5年
４
月

27
日
）
（
抄
）

担
当
：
総
合
教
育
政
策
局
国
際
教
育
課

ア
ウ
ト
プ
ット
（
活
動
目
標
・指
標
）

長
期
ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

・
国
の
留
学
経
費
の
支
援
を受

け
て
留
学
した

生
徒
の
数

短
期
ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

・
将
来
留
学
した
い
と思

う高
校
生
の
増
加

20
33
年
まで
に

・
日
本
人
高
校
生
の
海
外
留
学
生
数
を1

2万
人
に
す
る

・
高
校
段
階
で
の
外
国
人
留
学
生
数
を

2万
人
に
す
る
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（２）アジア⾼校⽣架け橋プロジェクト＋

（前 年 度 予 算 額  １７６，０３４千円） 

令和６年度要求額 ４５６，４１７千円  

１．趣 旨 

 平成 29 年の安倍元総理大臣スピーチを受けて、アジア諸国で日本語を学ぶ優秀な高校生

を日本全国の高校に招聘し、日本人高校生との国際交流を深める「アジア高校生架け橋プロ

ジェクト」を平成 30 年度から令和４年度にかけて実施してきた。 

 新型コロナウイルス感染症の影響が拡大する中、５年間で 21 か国、974 名の高校生を招

聘し、直接的な交流機会を通した、日本人高校生のコミュニケーション能力の向上や異文化

理解の促進、外国人高校生の日本社会や文化への理解促進など、我が国のグローバル人材育

成において大きく貢献し成果を上げている。 

 グローバル化が加速する社会経済において、留学生の派遣、受入れの強化や、教育の国際

化の推進等に必要な取組を速やかに進めることは重要である。 

このため、これまでの事業の成果を生かし、アジア諸国を中心に新たに G7 など先進国も含

め日本語を学ぶ優秀な高校生を、日本全国の高校に招聘し、日本人高校生との国際交流を深

めるプロジェクトを実施するとともに、本プロジェクトにおいて招聘した留学生と日本人

高校生が交流する「国際交流キャンプ」を開催し、国際的に活躍できる人材育成を推進する。 

２．事業内容 

アジア諸国を中心に新たに G7 など先進国も含め日本語を学ぶ優秀な高校生を日本全国

の高校に招聘する。日本各地でホームステイや寮生活をしながら、日本の高校生と共に学

び合い、国際交流を深める。より多くの日本人高校生が海外の高校生との国際交流を経験

するとともに、海外の高校生が日本の教育、文化を経験する。 

 また、招聘した優秀な留学生と日本人高校生とが国際社会での現実に即した英語交渉な

どを通じて交流する「国際交流キャンプ」を開催し、より効果的に国際交流体験を推進す

る。 

 これにより、日本の高校生の留学意欲や国際的素養が向上するとともに、当該事業の国

際交流を通して、日本とアジアを中心とした世界の高校ネットワークの構築や、互いの国

に精通したリーダー、架け橋となるような人材の育成を目指す。 

令和６年度は、250 名を７か月招聘する。 
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ア
ジ
ア
高
校
生
架
け
橋
プ
ロ
ジ
ェク
ト

 ＋
令
和

6年
度
要
求
・要
望
額

45
6百

万
円

 (
前
年
度
予
算
額

 1
76
百
万
円

)

背
景

事
業
内
容

背
景
・

課
題

背 景 ・ 課 題 
アジ
ア諸

国
を中

心
に
日
本
語
を学

ぶ
優
秀
な
高
校
生

25
0人

を7
か
月
程
度
、日

本
全
国
の
高
校
に
招
聘
。


全
国
各
地
で
ホ
ー
ム
ス
テ
イや
寮
生
活
をし
な
が
ら日

本
の
高
校
生
と共

に
学
び
合
い
、国

際
交
流
を深

め
る
。


文
化
体
験
、地

域
交
流
、国

内
企
業
で
の
体
験
学
習
や
視
察
等
を実

施
。


留
学
生
と日

本
人
生
徒
が
参
加
す
る
国
際
交
流
キ
ャン
プを
実
施
し、
英
語
交
渉
や
文
化
発
信
を含

む
、高

度
で
効

果
的
な
国
際
交
流
を促

進


実
施
団
体
：

民
間
団
体
等


事
業
期
間
：

５
年
間
（
令
和
５
年
度
～
令
和
９
年
度
）


支
援
内
容
：

招
聘
生
の
選
考
・研
修
に
係
る
経
費
、渡

航
費
、高

校
や
ホ
ス
トフ
ァミ
リー
で
の
受
入
に
係
る
経
費

国
際
交
流
キ
ャン
プの
実
施
に
伴
う経

費
等

○
平
成

29
年
の
安
倍
晋
三
元
総
理
大
臣
の
ス
ピー
チ
を受

け
て
平
成

30
年
度
か
ら令

和
４
年
度
に
か
け
て

日
本
語
を学

ぶ
アジ
アの
優
秀
な
高
校
生
を半

年
か
ら1

0か
月
程
度
日
本
に
招
致
す
る
事
業
を実

施
。

○
５
年
間
で

1,
00

0人
の
目
標
に
対
し、

97
4名

の
招
聘
を実

現
。

【成
果
】（
１
期
～
５
期
）

  ・
留
学
生
が
帰
国
後
、日

本
へ
の
印
象
が
良
くな
った
との
回
答
が

91
％

・帰
国
生
が
国
費
留
学
生
な
ど日

本
の
大
学
等
へ
進
学

9.
2％

・日
本
人
高
校
生
の
留
学
生
の
出
身
国
に
対
す
る
理
解
や
関
心
の
高
まり

90
.9
％

・日
本
人
高
校
生
の
語
学
習
得
に
対
す
る
意
識
の
変
化

70
.8
％

【課
題
】

・新
型
コロ
ナウ
イル
ス感

染
症
の
影
響
によ
り、
対
面
で
の
地
域
交
流
・体
験
学
習
等
が
十
分
に行

えな
か
った
。

・学
校
内
の
取
組
か
ら留

学
生
との
地
域
的
な
交
流
機
会
を促

進
し留

学
機
運
の
更
な
る
醸
成
が
必
要
。

【方
向
性
】

○
アジ
ア諸

国
を中

心
に
、よ
り効

果
的
な
国
際
交
流
の
仕
組
み
を構

築
しつ
つ
、招

聘
事
業
を実

施
○
留
学
生
と日

本
人
生
徒
が
共
同
生
活
を行

い
、国

際
理
解
を深

め
る
機
会
を創

出

世
界
各
国
か
ら
日
本
へ
優
秀
な
留
学
生
を
受
入

地
域
交
流

文
化
体
験

ホ
ー
ム
ス
テ
イ

寮
生
活

各
高
校
で
の

交
流

国
際
交
流
キ
ャン
プ
へ
参
加

国
際
交
流
プラ
ット
フォ
ー
ム
の
構
築

異
文
化
理
解
・架
け
橋
とな
る
人
材
育
成

持
続
的
な
留
学
機
運
の
醸
成

留
学
の
派
遣
、受

入
れ
の
強
化
や
卒
業
後
の
活
躍
に
向
け
た
環
境
整
備
、教

育
の
国
際
化
の
推
進
等
に
必
要
な
取
組
を
速
や
か
に
行
う。

「経
済
財
政
運
営
と改

革
の
基
本
方
針

20
23
」(
令
和

5年
6月

16
日
閣
議
決
定

)(
抄

)

ア
ジ
ア
高
校
生
架
け
橋
プ
ロジ
ェク
トな
ど、
学
生
の
流
動
性
を
高
め
る
奨
学
金
・交

流
プ
ログ
ラム
に
対
す
る
日
本
政
府
の
継
続
的
支
援
を
高
く評
価
す
る
。

第
5回

AS
EA

N
+

3教
育
大
臣
会
合
及
び
第

5回
EA

S（
東
アジ
ア首

脳
会
議
）
教
育

大
臣
会
合
（
令
和

3年
10
月
）

★
グ
ロー
バ
ル
社
会
に
お
け
る
我
が
国
の
未
来
を
担
う人

材
育
成

★
互
い
の
国
に
精
通
した
リー
ダー
、架

け
橋
とな
る
人
材
の
育
成

★
諸
外
国
との
国
際
交
流
、相

互
交
流
、友

好
親
善
を促

進

「未
来
を創

造
す
る
若
者
の
留
学
促
進
イニ
シ
アテ
ィブ
」

教
育
未
来
創
造
会
議

第
二
次
提
言
（
令
和
５
年
４
月

27
日
）

(抄
)

外
国
人
留
学
生
の
受
入
れ
を
進
め
る
こと
は
、引

き
続
き
重
要

イン
ド世

界
問
題
評
議
会

総
理
政
策
ス
ピー
チ

 (
令
和
５
年

3月
20
日

)

ア
ジ
ア
高
校
生
架
け
橋
プ
ロジ
ェク
トな
ど各

種
交
流
プ
ログ
ラム
を
強
化
し、
次
世

代
を
担
う「
若
者
」を
つ
な
ぎ
ま
す
。

ア
ウ
ト
プ
ット
（
活
動
目
標
・指
標
）

長
期
ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

・
事
業
に
より
、日

本
に
招
聘
した
高
校
生
数

短
期
ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

・
学
生
・社
会
人
とし
て
日
本
に
再
来
日
を希

望
す
る

外
国
人
高
校
生
の
増
加

・
将
来
留
学
した
い
と思

う高
校
生
の
増
加

20
33
年
まで
に

・
高
校
段
階
で
の
外
国
人
留
学
生
数
を

2万
人
に
す
る

・
日
本
人
高
校
生
の
海
外
留
学
生
数
を1

2万
人
に
す
る

担
当
：
総
合
教
育
政
策
局
国
際
教
育
課
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４． 
⽣涯を通じた障害者の学びの推進 
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（１）学校卒業後における障害者の学びの⽀援推進事業 

（前 年 度 予 算 額  １４１，４１２千円） 

令和６年度要求額  １５１，８２４千円  

 

１．趣 旨 

 平成 26 年の障害者権利条約の批准や平成 28 年の障害者差別解消法の施行等も踏まえ、

学校卒業後の障害者が生涯を通じて学ぶことができる、共に学び、生きる共生社会の実現に

向けた取組を推進することが急務である。「障害者の生涯学習の推進方策について（報告）」

（平成 31 年３月 学校卒業後における障害者の学びの推進に関する有識者会議）でも、目

指す社会像として「誰もが、障害の有無にかかわらず共に学び、生きる共生社会」を掲げ、

その実現に向けて、障害者本人の主体的な学びの重視や、学校教育と卒業後の学びの接続の

円滑化、障害に関する社会全体の理解の向上等の推進が求められている。 

これらを踏まえて、障害者の生涯学習を推進するため、（１）調査研究により現状分析、課

題の整理を行うとともに、（２）多様な主体や手法による学びのプログラムに取り組む実践

研究を通じて、先進的な学びの好事例やノウハウ、持続可能な実施体制の構築モデルを蓄積

する。特に大学等の専門性を活かした生涯学習プログラムの拡充に努める。さらに、（３）

これらの成果を全国に展開するためのコンファレンス等を行い、普及啓発を推進する。その

際、学びの基盤となる情報保障に関する読書バリアフリー法、障害者情報アクセシビリテ

ィ・コミュニケーション施策推進法等の成立も踏まえ、全国読書バリアフリー推進フォーラ

ムを実施し、全国規模の意識啓発を図る。 

 

２．事業内容 

「障害の有無にかかわらず共に学び、生きる共生社会」の実現に向け、障害者の持続的な

学びの基盤を整備する。 

（１）生涯学習を通じた共生社会の実現に関する調査研究  3,332 千円（3,332 千円） 

障害者が生涯学習活動に参加する際の阻害要因・促進要因を発達段階や障害種に 

応じて把握する調査等を実施する。 

（２）地域における持続可能な学びの支援に関する実践研究112,920 千円（115,730 千円） 

①地域コンソーシアムによる障害者の生涯学習支援体制の構築（持続的な体制整備） 

都道府県（指定都市）が中心となり、大学や特別支援学校、社会福祉法人、地元企 

業等が参画する障害者の生涯学習のための「地域コンソーシアム」を形成し、持続的 

な連携体制を構築する（10 箇所）。 

②地域連携による障害者の生涯学習機会の拡大促進（生涯学習プログラム開発・実施） 

障害者の生涯学習のノウハウが乏しい市区町村が、実績のある民間団体等と組織 

的に連携し、主に公民館等の社会教育施設を活用した学習プログラムや重度重複障 
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害者向けの訪問型学習プログラム、ICT 等を活用など障害当事者のニーズに応じた学 

習プログラムを開発・実施する。（30 箇所） 

③大学・専門学校等における生涯学習機会創出・運営体制のモデル構築（生涯学習プ

ログラム開発・実施） 

大学・専門学校等が、物的・人的資源や専門性を活用し、参集型や訪問型などニー 

ズや障害種に対応した多様な学習プログラムや学生の参画による若年層への障害理 

解を推進する学習プログラムを開発・実施する。（９箇所）。 

 

（３）普及・啓発活動の強化    35,572 千円（22,350 千円） 

地域別・テーマ別のコンファレンスを実施し、事業成果の水平・垂直展開を図る 

とともに障害当事者等の参画も得て「障害理解啓発フォーラム」を実施する。また、 

読書バリアフリーを含む障害者の学びの場における情報保障に関する知識を深め、 

障害/障害者の学びに関する理解を拡げる機会を創出するため「全国読書バリアフ 

リー推進フォーラム」を実施する。 
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1

学
校
卒
業
後
に
お
け
る
障
害
者
の
学
び
の
支
援
推
進
事
業

現
状
・課
題

１
．
生
涯
学
習
を
通
じ
た
共
生
社
会
の
実
現
に
関
す
る
調
査
研
究
３
百
万
円
（
３
百
万
円
）

テ
ー
マ
別
の
調
査
研
究
を
実
施
し、
障
害
者
の
生
涯
学
習
に
関
す
る
現
状
分
析
、課

題
整
理
を
行
う。

例
：
地
方
公
共
団
体
及
び
障
害
者
本
人
を
対
象
とし
た
実
態
調
査
（

R4
）
、重

度
重
複
障
害
児
者
等
の
生
涯
学
習
に
関
す
る
実
態
調
査
（

R3
）
な
ど

事
業
内
容

令
和

6年
度
要
求
・要
望
額

1.
52
億
円

（
前
年
度
予
算
額

1.
41
億
円
）

２
．
地
域
に
お
け
る
持
続
可
能
な
学
び
の
支
援
に
関
す
る
実
践
研
究

11
2百

万
円
（

11
6百

万
円
）

 課
題
解
決
に
資
す
る
実
践
研
究
を
実
施
。都

道
府
県
レ
ベ
ル
の
持
続
的
な
体
制
整
備
、市

区
町
村
と民

間
団
体
等
との
連
携
及
び
大
学
等
に
よ
る
多
様
な
プ
ログ
ラム
の
開
発
・実
証

を
支
援
し、
好
事
例
や
ノウ
ハ
ウを
蓄
積
す
る
。

・障
害
当
事
者
に
とっ
て
、生

涯
学
習
機
会
が
少
な
い
。ど
の
よ
うな
学
習
が
あ
る
か
知
らな
い
。

・自
治
体
に
お
け
る
障
害
者
の
生
涯
学
習
活
動
の
た
め
持
続
可
能
な
体
制
が
整
って
い
な
い
。

・障
害

/障
害
者
の
学
び
に
関
す
る
理
解
を
深
め
て
い
くこ
とが
必
要
。

・「
合
理
的
配
慮
」の
義
務
化
（
改
正
差
別
解
消
法
）
、「
情
報
保
障
」の
確
保
の
法
制
化
（
情
コミ
ュ法

・読
書
バ
リア
フリ
ー
法
）

３
．
普
及
・啓
発
活
動
の
強
化

36
百
万
円
（

22
百
万
円
）

「誰
も
が
、
障
害
の
有
無
に
か
か
わ
ら
ず
共
に
学
び
、
生

き
る
共
生
社
会
」を

実
現
す
る
。

（
３
）
大
学
・
専
門
学
校
に
お
け
る
生
涯
学
習
機
会
創
出
・
運
営
体
制
の
モ
デ
ル
構
築

・
大

学
等
に
お
け
る
専
門
性
を
活
用
し
た
学
習
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
研
究
・
開
発

・
学

生
の
参
画
に
よ
る
、
若
年
層
へ
の
障
害
理
解
を
推
進
す
る
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
施

単
価
：
1
5

0
万
円

/
件

件
数
：
９
箇
所

対
象
：
大
学
、
専
門
学
校

（
２
）
地
域
連
携
に
よ
る
障
害
者
の
生
涯
学
習
機
会
の
拡
大
促
進

・
市

区
町
村
と
民
間
団
体
等
の
連
携
に
よ
る
多
様
な
学
習
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
開
発
・
実
施

・
重

度
重
複
障
害
者
向
け
の
訪
問
型
学
習
プ
ロ
グ
ラ
ム
も
対
象

単
価
：
1
3

0
万
円

/
件

件
数
：
3

0
箇
所

対
象
：
市
区
町
村
、
民
間
団
体
等

②
自
治
体
へ
の
調
査

障
害
者
の
生
涯
学
習
に
関
す
る
コ
ー

デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
が
い
る
。

*
都
道
府
県

 4
6.

3%
市
区
町
村

 1
6.
１

%

＊
参
考
：
平
成

29
年
度
調
査

都
道
府
県

 2
.9

%
 市
区
町
村

 4
.2

%

①
障
害
当
事
者
の
声
（
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
）

・生
涯
学
習
機
会
が
「十
分
に
あ
る
」・
「あ
る
程
度
あ
る
」

38
.２

%
*

・現
在
生
涯
学
習
に
取
り組

ん
で
い
る

 2
0.

7%
・生
涯
学
習
に
取
り組

ん
で
い
な
い
理
由
：

どの
よう
な
学
習
が
あ
る
の
か
、知

らな
い

＊
参
考
：
平
成

30
年
度
調
査
：
「と
て
も
あ
る
」「
あ
る
」

34
.3

%

55
.8

%

「
障

害
者

の
生

涯
学
習
活
動
に
関
す
る
実
態
調
査
～
地
方
公
共
団
体
及
び
障
害
者
本
人
を
対
象
と
し
た
実
態
調
査
～

」
（
令

和
４
年

度
）

合
理

的
配

慮
/情

報
保

障
に
よ
る

学
習

プ
ロ
グ
ラ
ム
の

実
証

も
実

施

生
涯
学
習
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
開
発
・
実
施

（
１
）
地
域
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
に
よ
る
障
害
者
の
生
涯
学
習
支
援
体
制
の
構
築

・
都
道
府
県
（
指
定
都
市
）に

お
け
る
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
形

成
。
都

道
府
県

（指
定

都
市

）が
中
心
と
な
り
、
大
学
や
特
別

支
援

学
校
、
社

会
福

祉
法
人

、
地

元
企
業

等
が
連

携
構
築

単
価
：
6

2
0
万
円

/
件

件
数
：
1
0
箇
所

対
象
：
都
道
府
県
、
指
定
都
市

ゴ
ー
ル

担
当
：
男
女
共
同
参
画
共
生
社
会
学
習
・安
全
課

実
践
研
究

現
状
分
析
・

課
題
整
理

障
害
者
の
生
涯
学
習
活
動
を
拡
げ
る
た
め
、1

.の
調
査
結
果
や

2.
の
実
践
研
究
の
成
果
を
発
信

/水
平
・垂
直
展
開
す
る
コン
ファ
レ
ンス
を
実
施
す
る
とと
も
に
、ア
ドバ
イザ
ー
の
派
遣
を
行
う。

(
3)
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
派
遣

全
国

に
お
け
る
障

害
者

の
生

涯
学

習
の

活
動

を
支

援
す
る
た
め
、

新
た
に
取

組
を
実

施
・検

討
し
よ
う
と
す
る
団

体
等

に
対

し
て
、
要

請
に
応

じ
て
、
障

害
者

の
生

涯
学

習
推

進
に
関

す
る
様

々
な
知

見
を
有

す
る
人

材
を
ア
ド
バ
イ
ザ

ー
と
し
て
現

地
派

遣
等

を
行

う
。

(
1)
全
国
読
書
バ
リ
ア
フ
リ

ー
推

進
フ
ォ

ー
ラ

ム
読

書
バ
リ
ア
フ
リ
ー
の

重
要

性
・必

要
性
に
つ
い
て
、
広

く
一
般
の

理
解

を
得

る
た
め
、
さ
ら
に
は
、
地

方
自
治

体
に
お
け
る
計
画

策
定

促
進

や
国

の
第

２
期

基
本

計
画

策
定
に
向
け
た
課
題
の

洗
い
出

し
の

た
め
、
自

治
体

職
員

や
関

係
省

庁
、
関
係

団
体
、
一
般
人

も
参
画

し
討

論
す
る
フ
ォ
ー
ラ
ム
を
開

催
。

新
規

普
及
・啓
発

拡
充

(
2)
地
域

別
・
テ

ー
マ
別

コ
ン
フ

ァ
レ
ン
ス

拡
充 障

害
者
の
学
び
の
場
の
充
実
を
目
指
し
、
障
害

者
本

人
に
よ
る
学

び
の

成
果
発
表
等
や
学
び
の
場
づ
く
り
に
関
す
る
好
事

例
の

共
有

、
障

害
者

の
生
涯
学
習
活
動
に
関
す
る
研
究
協
議
を
行
う
「
共

に
学

び
、
生

き
る
共

生
社

会
コ
ン
フ
ァ
レ
ン
ス
」を

全
国

1
0
ブ
ロ
ッ
ク
で
開
催

。
来

年
度

よ
り
、
障

害
種
別
や
実
施
主
体
別
等
の
テ
ー
マ
型
コ
ン
フ
ァ
レ
ン
ス
を

開
催

。

新
た
な
課

題
と

テ
ー
マ
の

発
掘

持
続

的
な
体

制
整

備
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５． 
⽇本語教育・外国⼈児童⽣徒等への 

教育等の充実 
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現
状
・課
題

令
和

6年
度
要
求
・要
望
額

20
.7

7億
円

（
前
年
度
予
算
額

13
.9

5億
円
）

事
業
内
容

ア
ウ
ト
プ
ット
（
活
動
目
標
）

短
期
ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

中
期
ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

長
期
ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

・地
域
日
本
語
教
育
の
全
国
展
開

・日
本
語
教
育
の
人
材
の
質
を高

め
る
取
組
の
展
開

日
本
語
学
習
者
の
増

（
日
本
語
教
育
環
境
の
整
備
）

・日
本
語
教
育
の
質
の
維
持
及
び
向
上

・外
国
人
との
共
生
社
会
へ
の
寄
与

外
国
人
等
に
対
す
る
日
本
語
教
育
の
推
進

我
が
国
の
在
留
外
国
人
は
令
和
４
年
末
で
約

30
8万

人
。過

去
30
年
で
約

3倍
に
増
加
し、
日
本
語
学
習
者
も
令
和
元

年
で
約

27
万
人
で
あ
る
。新

型
コロ
ナ
ウ
イル
ス
感
染
症
の
影
響
の
入
国
規
制
等
で
在
留
外
国
人
数
の
伸
び
は
鈍
化
した
が
、

令
和

4年
度
か
ら回

復
傾
向
に
あ
る
こと
か
ら、
以
後
、外

国
人
労
働
者
や
留
学
生
数
は
拡
大
す
る
見
込
み
。

政
府
とし
て
、外

国
人
等
との
共
生
社
会
の
実
現
に
向
け
、「
外
国
人
材
の
受
入
れ
・共
生
の
た
め
の
総
合
的
対
応
策
」（
令

和
５
年
度
改
訂
）
等
や
円
滑
な
コミ
ュニ
ケ
ー
シ
ョン
が
で
き
る
環
境
を
整
備
す
る
た
め
の
「日
本
語
教
育
の
推
進
に
関
す
る
法

律
」等
、さ
らに
令
和
５
年

5月
に
成
立
した
日
本
語
教
育
機
関
認
定
法
に
よ
る
日
本
語
教
育
機
関
の
認
定
制
度
や
登
録
日

本
語
教
員
の
資
格
制
度
創
設
を
踏
ま
え
、日

本
語
教
育
の
環
境
整
備
を
計
画
的
に
推
進
。

日
本
語
教
育
の
全
国
展
開
・

学
習
機
会
の
確
保
が
必
要

日
本
語
教
育
の
質
を
維
持
向
上

さ
せ
る
た
め
の
施
策
が
必
要

１ ２

①
外
国
人
材
の
受
入
れ
・
共
生
の
た
め

の
地
域
日
本
語
教
育
の
推
進

(拡
充

)

〇
地
域
日
本
語
教
育
の
中
核
を
担
う
都
道
府

県
・
政
令
指
定
都
市
が
、
市
町
村
や
関
係
機

関
と
連
携
し
教
育
環
境
を
強
化
す
る
た
め
の

総
合
的
な
体
制
づ
く
り
を
支
援
。

〇
令
和

6年
度
に
は

58
自
治
体
（
全
体
の
約

９
割
）
ま
で
支
援
を
拡
充
。

B1
レ
ベ
ル
の
体

系
的
な
日
本
語
教
育
に
は
補
助
率
を
加
算
。

②
日
本
語
教
室
空
白
地
域
解
消
の

推
進
強
化

○
日
本
語
教
室
空
白
地
域
の
市
区
町
村
に

対
し
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
を
派
遣
、
日
本
語
教
室

の
開
設
・
安
定
化
に
向
け
て
支
援
。

○
IC

Tを
活
用
し
た
日
本
語
学
習
教
材
の

開
発
・
提
供
。
「
日
本
語
教
育
の
参
照
枠
」

に
基
づ
く
動
画
コ
ン
テ
ン
ツ
や
新
た
な

言
語
を
追
加
開
発
。

③
「
生
活
者
と
し
て
の
外
国
人
」

の
た
め
の
特
定
の
ニ
ー
ズ
に
対
応

し
た
日
本
語
教
育
事
業

(拡
充

)

N
PO
法
人
、
公
益
法
人
、
大
学
等
が
行
う
、

広
域
で
共
通
す
る
「
特
定
の
課
題
に
対
す
る

学
習
ニ
ー
ズ
（
特
定
の
ニ
ー
ズ
）
」
に
対
応

し
た
先
進
的
な
取
組
を
創
出
。
（
障
害
を
有

す
る
外
国
人
に
対
す
る
日
本
語
教
育
、
文
字

学
習
中
心
の
日
本
語
教
育
等
）

②
日
本
語
教
師
の
養
成
及
び
現
職
日

本
語
教
師
の
研
修
事
業

日
本
語
教
師
の
養
成
に
必
要
な
「
日
本
語

教
育
人
材
の
養
成
・
研
修
の
在
り
方
に
つ
い

て
（
報
告
）
改
定
版
」
（
平
成

31
年
）
及
び

登
録
日
本
語
教
員
の
資
格
創
設
を
踏
ま
え
、

‣
現
職
日
本
語
教
師
研
修
プ
ロ
グ
ラ
ム
普
及
、

‣
日
本
語
教
師
養
成
・
研
修
推
進
拠
点
整
備
、

‣
日
本
語
教
師
の
学
び
直
し
・
復
帰
促
進

ア
ッ
プ
デ
ー
ト
研
修
を
実
施
。

⑤
日
本
語
教
育
に
関
す
る
調
査
及
び

調
査
研
究

日
本
語
教
育
を
推
進
す
る
た
め
の
課
題
に
対

応
し
た
調
査
研
究
を
実
施
（
実
態
調
査
、
総
合

的
な
調
査
研
究
）
。

③
資
格
の
整
備
等
に
よ
る
日
本
語
教
育

の
水
準
の
維
持
向
上
（
拡
充
）

日
本
語
教
育
機
関
認
定
法
の
実
施
に
必
要

な
環
境
整
備
を
図
る
。

‣
日
本
語
教
員
試
験
の
実
施

‣
日
本
語
教
育
機
関
認
定
法
ポ
ー
タ
ル
の

構
築
・
運
用

‣
現
職
日
本
語
教
師
へ
の
講
習
実
施

（
経
過
措
置
）

①
「
日
本
語
教
育
の
参
照
枠
」
を
活
用

し
た
教
育
モ
デ
ル
開
発
事
業

令
和
３
年
度
に
策
定
さ
れ
た
「
日
本
語
教

育
の
参
照
枠
」
の
活
用
を
促
進
す
る
た
め
、

令
和
４
年
度
か
ら
計
画
的
に
生
活
・
留
学
・

就
労
の
分
野
で
の
教
育
の
内
容
・
方
法
等
の

モ
デ
ル
や
教
材
等
の
開
発
・
普
及
を
実
施
。

令
和
６
年
度
は
令
和
５
年
度
に
開
発
さ
れ

た
モ
デ
ル
の
普
及
（
活
用
促
進
）
を
促
進
。

条
約
難
民
等
に
対
す
る
日
本
語
教
育

（
拡
充
）

〇
条
約
難
民
及
び
第
三
国
定
住
難
民
等
に

対
す
る
日
本
語
教
育
を
実
施
。

〇
改
正
入
管
法
に
よ
り
創
設
さ
れ
た
補
完

的
保
護
対
象
者
に
対
す
る
日
本
語
教
育
を

実
施
（
条
約
難
民
と
同
様
の
支
援
）
。

63
1百

万
円
（

60
0百

万
円
）

15
3 百

万
円
（

15
3百

万
円
）

30
百
万
円
（

24
百
万
円
）

39
6百

万
円
（

12
8百

万
円
）

25
0百

万
円
（

25
0百

万
円
）

28
百
万
円
（

28
百
万
円
）

45
0 百

万
円
（

19
1百

万
円
）

14
百
万
円
（

14
百
万
円
）

１ ２

日 本 語 教 育 の 全 国

展 開 ・ 学 習 機 会 の

確 保

日 本 語 教 育 の 質 の

向 上 等

④
日
本
語
教
育
機
関
認
定
法
等
の

施
行
事
務
に
必
要
な
経
費
（
新
規
）

日
本
語
教
育
機
関
の
認
定
、
日
本
語
教
員
の

登
録
、
実
践
研
修
・
養
成
機
関
の
登
録
等
の
円

滑
な
手
続
に
必
要
な
経
費
を
計
上
。

79
百
万
円
（
－
百
万
円
）

日
本
語
学
習
者
の
増

（
日
本
語
教
育
環
境
の
整
備
）

※
合
計
要
求
・要
望
額
に
は
上
記
の
ほ
か
審
議
会
経
費

40
百
万
円
を含

む

担
当
：
総
合
教
育
政
策
局
（
令
和
６
年
度
よ
り文

化
庁
国
語
課
か
ら総

合
教
育
政
策
局
へ
移
管
）
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（１）外国⼈材の受⼊れ・共⽣のための地域⽇本語教育
推進事業

（前 年 度 予 算 額  ６００，１４４千円） 

令和６年度要求額 ６３０，７１１千円 

１．趣 旨 

この事業は、外国人を日本社会の一員として受け入れる社会包摂を念頭に置き、外国人が

生活等に必要な日本語能力を身に付けられるよう、地方公共団体が関係機関等と有機的に

連携しつつ行う日本語教育環境を強化するための総合的な体制づくり等を行う事業に対し

て、当該事業を実施するために必要とする経費の一部を補助することにより、「生活者とし

ての外国人」日本語学習機会の確保を図ることを目的としている。 

２．事業の内容 

（１）企画評価会議の実施 6,515 千円（6,515 千円） 

当該プログラムの選考を行うとともに、当該実施団体に対する指導助言を行う。

（２）地域日本語教育の総合的な体制づくり推進への補助 590,969 千円（560,402 千円）

外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策及び日本語教育推進法・国の基本方

針を踏まえ、総合的な体制づくりと地域における日本語教育の実施による日本語教育 

の推進の全国展開に向けて着実に実施するために補助事業の実施個所数を増加させ 

る。 

①広域での総合的な体制づくり

都道府県・政令指定都市が、関係機関と連携して行う地域日本語教育の環境強化

するための体制づくりを推進する。 

・体制づくりのための取組への補助

都道府県・政令指定都市が、域内に日本語教育を行き渡らせるための体制づく

りのための取組（域内の計画策定や関係機関との連絡調整、各地域への指導助言 

等を行い域内の司令塔機能を担う総括コーディネーター及び地域内の日本語教室 

への指導・助言を行う地域日本語教育コーディネーターの配置、日本語教育施策 

の協議、総合調整を行う有識者会議（総合調整会議）の設置等）に対し、その推 

進を図る観点から、国として補助を行う。 

②地域の日本語教育水準の維持向上

都道府県・政令指定都市が、整備した体制のもとに、日本語教育人材を活用しつ

つ、関係機関と連携して地域日本語教育の実施（ICT の活用、教材作成、研修等を 

含む）を推進する。 

・域内への普及・啓発のための先導的な日本語教育の実施

24



・外国人が「自立した言語使用者」として生活していく上で必要となる日本語能

力を身に付け、日本語で意思疎通を図り生活できるようにする必要があることか 

ら、以下のような「生活」に関する日本語教育プログラムの提供を目的とした取 

組を行う都道府県・政令指定都市を支援する。 

 ⅰ「日本語教育の参照枠」に基づく「生活 Can do」を参照した質の高い日本 

語教育 

ⅱ「地域における日本語教育の在り方について（報告）」で示されるレベ 

ル・時間数に応じた体系的な日本語教育

このような取組を行う団体に対しては、事業の補助率を最大 2/3 とする。 

③地域における日本語教育の実施への補助（間接補助）

日本語教育の以下の取組に対し、その推進を図る観点から、国として補助を行

う。 

・市町村が、都道府県を始めとする関係機関と連携して行う日本語教育、日本

語教育の重要性の理解を促進する住民向けセミナー等の広報活動等 

【日本語教育の推進に関する施策を総合的かつ効果的に推進するための 

基本的な方針】（令和 2 年 6 月 23 日閣議決定） 

 第２章 日本語教育の推進の内容に関する事項 

   １ 日本語教育の機会の拡充 

（１）国内における日本語教育の企画の拡充

オ 地域における日本語教育

【具体的施策例】 

・都道府県及び指定都市が行う、総合調整会議や統括コーディネーター

の設置、日本語教室の実施、行政職員や地域住民に対するやさしい日本

語の研修等の地域日本語教育の総合的な体制づくりを支援するとともに、

ノウハウの提供、地方公共団体の日本語教育担当者との情報交換による

日本語教育の状況把握及び地方公共団体間の情報交換の機会の提供等

に取り組み、全国において地域日本語教育を推進する。

【我が国における「持続可能な開発のための教育（ESD）」に関する実施計画】 

（令和 3 年 5 月 31 日持続可能な開発のための教育に関する関係省庁連絡会議） 

・ＳＤＧ４に資する各政策分野におけるＥＳＤの推進

政府は、（略）生活者としての外国人に対する日本語教育の推進（後略）

教育機関の内外を問わず、ＳＤＧ４の実現に資する様々な政策分野におい 

てＥＳＤの取組を推進する。 

【ＳＤＧｓアクションプラン２０２３】（2023 年 3 月ＳＤＧｓ推進本部） 

施策名：外国人に対する日本語教育の推進 

日本語教育の推進は、国内に居住する外国人が日常生活および社会生 

活を国民と共に円滑に営むことができる環境整備に資することから、地 

域における日本語教育の推進のため、日本語教育の全国展開・学習機会 

の確保及び質の向上等のための施策を講じる。 
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【外国人との共生社会の実現に向けたロードマップ（令和５年度一部変更）】 

（令和 5 年 6 月 9 日外国人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議決定） 

第４ 重点事項に関する中長期的に取り組む施策 

１ 円滑なコミュニケーションと社会参加のための日本語教育等の 

取組（重点事項１） 

（３）具体的な取り組み

ア 外国人が生活のために必要な日本語等を取得できる環境の整備

都道府県・指定都市が、域内に日本語教育を行き渡らせるための体

制づくりのための取組（域内の日本語教育の総合的な体制づくり推進 

事業実施計画策定や日本語教育機関や企業等の関係機関との連絡調整、 

各地域の日本語教室への指導・助言等を行い域内の日本語教育に関す 

る司令塔機能を担う総括コーディネーターの配置、日本語教育施策の 

協議、総合調整を行う有識者会議（総合調整会議）の設置等に対し、 

その推進を図る観点から、国として補助を行う。 

【外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策（令和５年度改訂）】 

（令和 5 年 6 月 9 日外国人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議決定） 

１ 円滑なコミュニケーションと社会参加のための日本語教育等の 

取組（重点事項１） 

（２）具体的施策

ア 外国人が生活のために必要な日本語等を習得できる環境の整備

（略）また、都道府県等が、日本語教育機関、企業、民間支援団体

等の関係機関と有機的に連携し、日本語教育環境を強化するため 

の総合的な体制づくりを着実に推進するとともに、市区町村が都 

道府県等と連携して行う日本語教育を含めて支援する。 

【経済財政運営と改革の基本方針 2023】（令和 5 年 6 月 16 日閣議決定） 

第２章新しい資本主義の加速 

４．包摂社会の実現 

（共生、共助社会づくり） 

また、外国人との共生社会の実現に向け、「外国人材の受入れ・共生のた

めの総合的な対応策」等に基づき、（略）地域の日本語教育の体制づくり、

（後略）等に取り組む。 

【成長戦略等のフォローアップ】（令和 5 年 6 月 16 日閣議決定） 

Ⅱ．「ＧＸ・ＤＸ等への投資」関連のフォローアップ 

３．「科学技術・イノベーション」関連 

（外国人向け教育の充実） 

・（略）引き続き、地域の日本語教育の体制づくりへの支援を行う。 
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（３）地域日本語教育の推進の全国展開に向けた連携強化 33,227 千円（33,227 千円） 

・日本語教育推進法・国の基本方針及び外国人との共生社会の実現に向けたロードマ

ップを踏まえ、上記の取組の優良事例の普及、各地が抱える日本語教育の様々な課題 

とその取組状況についての情報を共有・流通し、課題解決のために連携強化及びネッ 

トワーク化を図るための場として、全都道府県・政令指定都市の日本語教育担当者に

よる日本語教育推進のための連絡会議を全国３地域に分けて開催するとともに、補助 

事業の全実施団体が配置した総括コーディネーターの協議会を開催する。 

併せて、都道府県・市町村において日本語教育を推進する担当職員を対象として、 

日本語教育推進法で明記された責務遂行のための日本語教育に関する企画立案能力等 

の向上を図る都道府県・市区町村等日本語教育担当者研修を開催する。 
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（２）資格の整備等による⽇本語教育の⽔準の維持向上

（前 年 度 予 算 額  １９１，１８５千円） 

令和６年度要求額 ４４９，８９９千円 

１．趣 旨 

在留外国人等が増加し、日本語教育に対するニーズの多様化が進んでいることに伴い、日

本語教育の専門的な知識及び技能を有する指導者の不足等が課題となっている。こうした

現状をふまえ、一定の基準を満たす日本語教育機関の認定制度や、認定を受けた日本語教育

機関で日本語教育を行う教員の資格制度等を定める「日本語教育の適正かつ確実な実施を

図るための日本語教育機関の認定等に関する法律」が令和５年６月に公布され、令和６年４

月より施行される。 

これを受け、法律に規定され認定日本語教育機関についての多言語での情報発信、「日本

語教員試験」（国家試験）の実施、経過措置期間の経験者講習の実施など、新たな制度を確

実に実行するための環境整備を進める。 

２．事業の内容 

（１）日本語教員試験の実施に向けた試行試験実施業務  51,084 千円（167,189 千円） 

  日本語教員試験の実施に向けて、試験問題及び試験運営の検証を行う施行試験を実施 

する。 

（２）日本語教員試験実施業務             188,024 千円（ 新 規 ） 

  日本語教育機関認定法に基づく日本語教員試験を実施する。 

（３）日本語教育機関認定法ポータルの構築及び運用・保守業務

120,263 千円（22,169 千円） 

  日本語教育機関認定法に定められている文部科学大臣による認定日本語教育機関の多 

言語での情報発信や、認定日本語教育機関、登録実践研修機関及び登録日本語教員養成機 

関の認定・登録の新規申請や変更申請等の機能を掲載する。  

また、登録日本語教員の資格登録に係る申請手続機能とともに、国家資格取得後に様々 

な場面で資格を持った日本語教員が活躍できるよう、希望に応じて研修履歴等を蓄積し、 

情報発信を行う。 

（４）登録日本語教員の経過措置に係る経験者講習実施業務  63,151 千円（ 新 規 ） 

  登録日本語教員の経過措置に係る経験者講習を実施する。本講習の修了をもって、国家
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試験である日本語教員試験の一部または全部が免除される。経過措置期間は５年、対象者

は現職日本語教員や大学教員など約１万人程度を想定。講習は、LMS 等を活用したオンデ

マンド型の授業と単元確認テスト、講習修了認定試験等で構成する。

（５）審査委員会の開催等   27,377 千円（1,827 千円） 

  入札における事業者選定のための審査委員会の開催のほか、試験問題作成のために有 

識者で構成する試験委員会等を開催する。 
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講
習
の
修
了
を
も
って
、国

家
試
験
で
あ
る
日
本
語
教
員
試
験
の
一
部
また
は
全
部
が
免
除
され
る
。経

過
措
置
期
間
は
５
年
、対

象
者

は
現
職
日
本
語
教
員
や
大
学
教
員
な
ど約

１
万
人
程
度
を想

定
。講

習
は
、L

M
S等

を
活
用
した
オ
ン
デ

マン
ド型

の
授
業
と単

元
確
認
テ
ス
ト、
講
習
修
了
認
定
試
験
等
で
構
成
す
る
。

・
法
律
の
施
行
に
必
要
な
環
境
の
整
備

１
．
日
本
語
教
員
試
験
実
施
業
務

要
求
・要
望
額
：

26
7百

万
円

日
本
語
教
育
機
関
認
定
法
に
基
づ
く日
本
語
教
員
試
験
（
国
家
試
験
）
を実

施
す
る
。ま
た
、日

本
語
教
員
試
験
の
実
施
に
向
け
、試

験
問
題
及
び
試
験
運
営
の
検
証
を
行
う試

行
試
験
を

1,
00

0名
程

度
の
規
模
で
実
施
す
る
。

在
留
外
国
人
等
が
増
加
し、
日
本
語
教
育
に
対
す
る
ニー
ズ
の
多
様
化
が
進
ん
で
い
る
こと
に
伴
い
、日

本
語
教
育
の
専
門
的
な
知
識
及
び
技
能
を有

す
る
指
導
者
の
不
足
等
が
課
題
とな
って
い
る
。

こう
した
現
状
をふ
ま
え
、一

定
の
基
準
を満

た
す
日
本
語
教
育
機
関
の
認
定
制
度
や
、認

定
を受

け
た
日
本
語
教
育
機
関
で
日
本
語
教
育
を
行
う教

員
の
資
格
制
度
等
を
定
め
る
「日
本
語
教
育
の

適
正
か
つ
確
実
な
実
施
を図

る
た
め
の
日
本
語
教
育
機
関
の
認
定
等
に
関
す
る
法
律
」（
令
和
５
年
法
律
第

41
号
）
が
令
和
５
年
６
月
に
公
布
され
、令

和
６
年
４
月
より
施
行
され
る
。

これ
を受

け
、法

律
に
規
定
され
る
認
定
日
本
語
教
育
機
関
等
に
つ
い
て
の
多
言
語
で
の
情
報
発
信
、「
日
本
語
教
員
試
験
」（
国
家
試
験
）
の
実
施
、経

過
措
置
期
間
の
経
験
者
講
習
の
実
施

な
ど、
新
た
な
制
度
を確

実
に
実
行
す
る
た
め
の
環
境
整
備
を進

め
る
。

２
．
日
本
語
教
育
機
関
認
定
法
ポ
ー
タ
ル
の
構
築
及
び
運
用
・保
守
業
務

要
求
・要
望
額

：
12

0百
万
円

日
本
語
教
育
機
関
の
認
定
・日
本
語
教
員
の
登
録
・実
践
研
修
／
教
員
養
成
機
関
の
登
録
に
係
る

新
規
申
請
・変
更
等
各
種
手
続
き
の
電
子
申
請
受
付
や
、日

本
語
教
育
機
関
認
定
法
に
定
め
られ

た
認
定
日
本
語
教
育
機
関
の
多
言
語
で
の
情
報
公
表
等
を円

滑
に
実
施
す
る
た
め
の
ポ
ー
タル
サ
イト
を
構

築
す
る
。認

定
日
本
語
教
育
機
関
や
登
録
日
本
語
教
員
の
活
用
促
進
の
た
め
、本

ポ
ー
タル
サ
イト
に
お

い
て
情
報
を
一
元
化
し、
日
本
語
学
習
希
望
者
や
外
国
人
就
労
者
を
受
け
て
入
れ
て
い
る
企
業
、生

活
者
とし
て
受
け
入
れ
て
い
る
地
方
自
治
体
、登

録
日
本
語
教
員
を
目
指
す
者
等
、様

々
な
日
本
語
教
育

関
係
者
へ
の
情
報
発
信
を行

う。

ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
の
イ
メ
ー
ジ

担
当
：
総
合
教
育
政
策
局
（
令
和
６
年
度
よ
り文

化
庁
国
語
課
か
ら総

合
教
育
政
策
局
へ
移
管
）
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（３）条約難⺠及び第三国定住難⺠等に対する⽇本語教育

（前 年 度 予 算 額  １２８，３４８千円） 

令和６年度要求額 ３９６，１４７千円 

１．趣 旨 

難民の保護は、国際社会の一員として我が国が果たすべき責務の一つである。平成 14 年

８月７日の閣議了解に基づき、政府は、我が国に定住を希望する難民に対して定住支援事業

を実施しており、文化庁は日本語教育を実施している。 

 条約難民に対しては、平成 15 年７月 29 日の難民対策連絡調整会議（議長：内閣官房副長

官（事務））の決定を受け、平成 18 年度から首都圏に設置された通所式による定住支援施

設（以下「定住支援施設」という。）において、日本語教育を実施するとともに、定住支援

施設外での条約難民の自主的な日本語学習を支援する取組を実施し、難民の自立促進を図

っており、引き続き必要な措置を講じる。 

 第三国定住難民に対しては、平成 22 年度から５年間のパイロットケースとしての受入れ

が終了し、新たに平成 26 年１月２４日の閣議了解により、平成 27 年度以降も政府として

受入れを継続し、タイに代わりマレーシアからの受入れ及びタイからの家族呼寄せについ

て方針が定められた。これを受け、同日、難民対策連絡調整会議で定住支援策の具体的措置

が決定された。更に平成 29 年６月 30 日の改正で、定住先については、難民対策連絡調整会

議において決定することとなった。令和元年６月 28 日の閣議了解及び難民対策連絡調整会

議決定の一部改正では、令和２年度以降の受入れ（定住支援の開始は令和３年度）から、受

け入れ対象国をマレーシアからアジア地域（21 か国）に拡大するとともに、年１回 30 人の

受入れ人数を年１～２回、計 60 人受け入れることとなった。新型コロナのウイルス感染拡

大による入国制限等の影響により、令和２年度、３年度は受け入れることができず、令和４

年度は一部入国制限の緩和により受入れ人数を 38 人とし、令和５年度から、現方針に沿っ

た年 60 人を受入れている。 

 この第三国定住難民への定住支援策として、定住支援施設において日本語教育を実施す

るとともに、定住支援施設退所後の日本語能力調査及び定住先における日本語学習支援な

ど、引き続き必要な措置を講じる。 

 さらに、令和５年６月の改正入管法により、条約難民ではない者であって、難民要件の５

つの理由（人種・宗教・国籍・特定の社会的集団の構成員・政治的意見）以外の理由（紛争

等）で迫害を受けるおそれがある者、例えばウクライナ避難民等の紛争から逃れてきた方々

等を受け入れるため「補完的保護対象者」が新たに創設され、令和５年 12 月に施行から順

次認定され、条約難民と同等の支援を行うこととされた。条約難民と異なり、数千人の規模

が対象となることが想定され、全国各地に所在していることから、オンライン等を活用した

日本語教育支援を行うこととしている。 
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２．事業の内容 

（１）条約難民に対する日本語教育（通年） 16,885 千円（16,885 千円） 

①定住支援施設における日本語教育

定住支援施設において、条約難民を対象とした日本語指導を行う。条約難民の想定人

数は 29 人、クラス編成は１クラス 10 名とし、半年単位の昼間２クラス、１年単位の夜

間 1 クラスとする。 

②日本語教育の教科書配布等

必要となる日本語教育の教科書配布等を行うとともに、条約難民に対するボランテ

ィア団体等への支援を行う。 

③条約難民に対する日本語教育相談

定住支援施設を退所した難民からの日本語教育相談を行い、難民の定住化の促進を

図る。 

（２）第三国定住難民に対する日本語教育（半年毎） 47,356 千円（47,356 千円） 

①定住支援施設における日本語教育

定住支援施設において、第三国定住難民を対象とした日本語指導を行う。第三国定住

難民の想定人数は 60 人、クラス編成は１クラス 10 名とし、半年単位の昼間３クラス 

（年６クラス）とする。 

②日本語教育の教科書配布等

第三国定住難民に対し、必要となる日本語教育の教科書配布等を行うとともに、日本

語教育活動を行うボランティア団体等への支援を行う。 

③第三国定住難民に対する日本語教育相談

定住支援施設を退所した第三国定住難民からの日本語教育相談を行い、定住化の促

進を図る。また、第三国定住難民に対する定住支援施設における日本語教育の効果につ 

いての調査・検証を行う。 

④定住後の第三国定住難民に対する日本語教育

定住支援施設を退所した第三国定住難民に対する日本語指導を定住先の自治体と連

携を図りながら実施し、自治体等が中心となった持続可能な日本語教育体制の構築を 

図る。 

（３）補完的保護対象者に対する日本語教育（通年）  331,907 千円（52,469 千円） 

①定住支援施設における日本語教育

定住支援施設において、補完的保護対象者を対象とした日本語指導を行う。補完的保

護対象者の想定人数は 922 人（出入国在留管理庁より）。クラス編成は１クラス 10 名

とし、半年単位の昼間クラス、１年単位の夜間クラスとする。定住支援施設で対面によ

る指導を行うほか、全国各地に所在していることから、オンライン等を活用した日本語

教育も行う。 
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〇令和６年２‐３月（２カ月間）昼間 419 名 令和５年度 

〇令和６年４‐７月（４カ月間）昼間 419 名 令和６年度 

令和６年 10‐令和７年３月（６カ月間）昼間 419 名  令和６年度 

令和６年４‐令和７年３月（１年間）夜間   84 名  令和６年度 

②日本語教育の教科書配布等

必要となる日本語教育の教科書配布等を行うとともに、補完的保護対象者に対する

日本語教育活動を行うボランティア団体等への支援を行う。 

③補完的保護対象者に対する日本語教育相談

定住支援施設での日本語教育修了後の日本語教育相談を行い、定住化の促進を図る。 
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条
約
難
民
及
び
第
三
国
定
住
難
民
等
に
対
す
る
日
本
語
教
育

現
状
・課
題

令
和

6年
度
要
求
額

4.
0億

円
（
前
年
度
予
算
額

1.
3億

円
）

条
約
難
民
（
※
１
）
に
つ
い
て
は
、「
難
民
対
策
に
つ
い
て
（
平
成

14
年
閣
議
了
解
）
」及
び
「条
約
難
民
に
対
す
る
定
住
支
援
策
及
び
難
民
認
定
申

請
者
へ
の
支
援
に
関
す
る
当
面
の
具
体
的
措
置
等
に
つ
い
て
」（
同
年
月
日
難
民
対
策
連
絡
調
整
会
議
決
定
）
に
基
づ
き
、平

成
18
年
か
ら難

民
認
定

者
に
対
す
る
日
本
語
教
育
支
援
を
（
年
約

30
名
）
実
施
。

第
三
国
定
住
難
民
（
※
２
）
に
つ
い
て
は
、平

成
22
年
度
か
らタ
イ・
マ
レ
ー
シ
ア
国
内
に
お
い
て
一
時
的
に
庇
護
等
され
て
い
る
ミャ
ンマ
ー
難
民
の
受
入

れ
を
行
い
、定

住
支
援
策
とし
て
日
本
語
教
育
支
援
を
実
施
（
ア
ジ
ア
地
域
か
ら年

2回
60
名
の
受
入
れ
）
（
「第
三
国
定
住
に
よ
る
難
民
の
受
入
れ
の

実
施
に
つ
い
て
（
令
和
元
年
閣
議
了
解
）
」等

補
完
的
保
護
対
象
者
（
※
３
）
に
つ
い
て
は
、令

和
５
年
６
月
に
成
立
した
改
正
入
管
法
に
よ
り、
「難
民
」の
要
件
で
あ
る
５
つ
の
迫
害
理
由
以
外
の

理
由
に
よ
り迫

害
を
受
け
る
お
それ

が
あ
る
者
（
紛
争
等
に
よ
る
避
難
民
）
を
保
護
す
る
た
め
創
設
され
た
。条

約
難
民
と同

等
の
支
援
を
行
う。

（
※
１
）
条
約
難
民
・・
・「
難
民
の
地
位
に
関
す
る
条
約
」

に
定
義
され
た
難
民
の
条
件
に
該
当
し、
「出
入
国
管
理
及

び
難
民
認
定
法
」（
入
管
法
）
に
よ
って
認
定
され
た
者
。

（
※
２
）
第
三
国
定
住
難
民
・・
・難
民
キ
ャン
プ
等
で
一

時
的
な
庇
護
を
受
け
た
難
民
を
第
三
国
定
住
に
よ
り難

民
と

して
受
け
入
れ
る
者
。

（
※
３
）
補
完
的
保
護
対
象
者
・・
・令
和
５
年

12
月
に

改
正
入
管
法
が
施
行
、認

定
申
請
開
始
。

事
業
内
容 入 国

定
住
支
援
施
設
退
所
後
の
支
援

日
本
語
教
育
相
談
員
に
よ
る
指
導
・助
言
及
び
日
本
語
学
習
教
材
の
支
援
等

申 請

日
本
語
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
（

57
2授

業
時
間
※
１
授
業
時
間
４
５
分
）

日
本
へ
の
定
住
に
必
要
とさ
れ
る
日
本
語
能
力
の
習
得

●
対
面
ま
た
は
オ
ンラ
イン
に
よ
る

6か
月
コー
ス

・1
日

6コ
マ
、昼

間
開
講
、前

後
期
に
分
け
年
２
期
実
施

・東
日
本
・西
日
本
２
拠
点
の
み
対
面

●
対
面
ま
た
は
オ
ンラ
イン
に
よ
る

1 年
コー
ス

・1
日

3コ
マ
、夜

間
開
講

認 定

（ 法 務 省 ）
日
本
語
教
育
相
談
員
に
よ
る
指
導
・助
言
及
び
日
本
語
学
習
教
材
の
支
援
等

条
約
難
民

第
三
国
定
住
難
民
（
非
識
字
者
・子
供
を
含
む
）

出 国 前 研 修 （ 外 務 省 ）

申 請 難 民 選 考 （ 法 務 省 ）

定
住
支
援
施
設
に
お
け
る
定
住
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム

難
民
の
定
住
先
の
自
治
体
と連

携
を
図
りな
が
ら

継
続
的
に
日
本
語
を
学
習
で
き
る
よ
う、
地
域
の
実
情
に

応
じた
持
続
可
能
な
日
本
語
教
育
の
支
援
体
制
を
構
築

・日
本
語
教
育
コー
デ
ィネ
ー
ター
の
配
置

・関
係
機
関
・団
体
の
ネ
ット
ワ
ー
ク会

議
・日
本
語
教
室
の
開
催
・支
援
者
の
養
成
研
修

・通
信
教
材
に
よ
る
読
み
書
き
学
習
支
援

等

日
本
語
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
（

57
2授

業
時
間
※
１
授
業
時
間
４
５
分
）

日
本
へ
の
定
住
に
必
要
とさ
れ
る
日
本
語
能
力
の
習
得

●
大
人
：

6か
月
コー
ス
（

1日
6コ
マ
、昼

間
開
講

)
●
子
供
：

6 か
月
コー
ス
（

1日
6コ
マ
、昼

間
開
講

)
教
育
の
効
果
に
つ
い
て
半
年
ご
とに
調
査
を
実
施
（
退
所
後
５
年
）

地 域 日 本 語 教 室 へ の 参 加 等 自 立 ・ 定 住 へ

定
住
支
援
施
設
に
お
け
る
定
住
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム

難
民
受
入
れ
実
績
を

有
す
る
機
関
及
び

難
民
に
対
す
る

日
本
語
教
師
（
初
任
）

研
修
修
了
教
員

に
よる
指
導

補
完
的
保
護
対
象
者

ス
ー
パ
ー
で
買
い
物
の

仕
方
を
学
習 定
住
支
援
施
設
で
の

日
本
語
の
授
業

学
習
発
表
会
の
様
子
と

教
材
一
例

ア
ウ
ト
プ
ット
（
活
動
目
標
）

短
期
ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

中
期
ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

長
期
ア
ウ
ト
カ
ム
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（４）外国⼈児童⽣徒等への教育の充実

（前 年 度 予 算 額  １，１９５，８４６千円） 

令和６年度要求額 １，２３７，８７５千円 

１．趣 旨 

我が国には外国人が令和４年６月末時点で 296 万人在留している（令和３年 12 月末に比

べ約 20 万人増加）。深刻な人手不足を踏まえ、出入国管理及び難民認定法が改正され、平

成 31 年４月から、新たな在留資格「特定技能」が創設され、また、在留期間の上限がなく、

家族滞在も可能な「特定技能２号」の対象となる分野が拡大される予定（「特定技能２号の

対象分野の追加について」（令和５年６月９日閣議決定））であるなど、今後、更なる在留

外国人の増加が見込まれており、さらに、就労する外国人は令和４年 10 月末時点で 182 万

人となり過去最高を更新している。 

こうした背景に伴い、公立学校に在籍する外国人児童生徒は令和４年５月１日現在 11 万

8,790 人であり、前年度と比べると、3,937 人増加している。また、公立の小学校、中学校、

高等学校等における日本語指導が必要な児童生徒数も、令和３年５月１日現在で５万 8,307

人と、この約 10 年で 1.8 倍と大幅に増加している。さらに、母語や文化的背景などの多様

化も進み、集住地域・散在地域でのそれぞれの課題も表面化しているが、特に、これまで外

国人児童生徒等教育への取組の実績や知見が十分でない散在地域における学校での指導体

制の構築等を進める必要がある。 

政府は、「経済財政運営と改革の基本方針 2023」（令和５年６月 16 日閣議決定）を策定

し、「関係省庁の連携により、政府の新たな重要課題である外国人材の受入れ・共生の基盤

となる日本語教育機関認定法の運用を確実に実施するために必要な日本語教育の推進体制

の大幅な強化・拡充や地域の日本語教育の体制づくり、外国人児童生徒等の就学促進等に取

り組む」を明記したことから、最重要課題として、帰国・外国人児童生徒等教育の推進支援

事業を拡充し、推進する必要がある。 

特に、日本語教育に推進に関しては、「日本語教育の適正かつ確実な実施を図るための日

本語教育機関の認定等に関する法律」（令和５年法律第 41 号）（以下「日本語教育機関認

定法」という。）が可決され、本法案の着実な施行に向けた法務省と文部科学省の一体的な

制度の運用に必要な体制の強化、登録日本語教員の学校等での活用や日本語指導の支援体

制の整備について言及されていることから、日本語教育機関認定法の施行を踏まえた児童

生徒への日本語指導の実態について調査研究を進めていく必要がある。 

また、外国人の受入れ・共生のための取組を政府一丸となって推進していくために策定さ

れた「外国人との共生社会の実現に向けたロードマップ（令和４年６月 14 日外国人材の受

入れ・共生に関する関係閣僚会議決定、令和５年６月９日一部変更）」及び「外国人材の受
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入れ・共生のための総合的対応策 （令和５年度改訂：令和５年６月９日外国人材の受入れ・

共生に関する関係閣僚会議決定）」には、補助事業である「帰国・外国人児童生徒等に対す

るきめ細かな支援事業」「外国人の子供の就学促進事業」の活用を地方公共団体に促し、学

校での日本語指導体制の構築、外国人児童生徒等教育アドバイザーの活用、高等学校におけ

るキャリア教育や進路指導の取組の充実、放課後や学校内外での居場所づくり（学習支援等

を含む。）、プレスクールの実施、地域における就学状況・就学ガイダンスの実施等の取組

を進めること等が明記されている。 

文部科学省としては、これらを踏まえ、外国人の子供たちが将来にわたって我が国に居住

し、共生社会の一員として今後の日本を形成する存在であることを前提に、就学を促進する

とともに、学校等において日本語指導を含めたきめ細かな指導を行うなど、全国的な教育機

会の確保・教育水準の確保を図るため、以下の取組を行う。 

２．事業の内容 

（１）帰国・外国人児童生徒教育等に係る研究協議会等       709 千円（709 千円）

帰国・外国人児童生徒等教育や国際理解教育の充実に資するため、都道府県・指定

都市教育委員会の担当指導主事等を対象に、必要な施策やその実施に当たっての諸課

題、地域における取組等について研究協議、実践交流、情報交換等を行う。 

（２）帰国・外国人児童生徒等教育の推進支援事業

【補助率 1/3】 1,170,555 千円（1,138,823 千円） 

Ⅰ 帰国・外国人児童生徒等に対するきめ細かな支援事業 

1,070,542 千円（1,038,810 千円） 

帰国・外国人児童生徒等の受入れから卒業後の進路までの一貫した指導・支援体制 

  を構築するため、日本語と教科の統合指導や生活指導等を含めた総合的・多面的な指 

導の充実、指導・支援体制の整備、多言語翻訳システムや遠隔指導等 ICT の活用の促 

進、外国人高校生等に対するキャリア教育をはじめとした支援の充実など、自治体の 

外国人児童生徒等の教育の充実に係る取組に対して支援する。 

＜補助対象：都道府県・市区町村（指定都市・中核市以外は間接補助）＞ 

Ⅱ 外国人の子供の就学促進事業           100,013 千円（100,013 千円） 

生活・家庭環境、国籍・言語など多様な背景・事情により、就学に課題を抱える外

国人の子供の就学を促進するため、自治体が行う就学状況の把握、就学ガイダンスや

学校外での就学につなげるための日本語指導等に係る自治体の取組に対して支援す

る。＜補助対象：都道府県・市区町村＞ 

（３）日本語指導が必要な児童生徒等の教育支援基盤整備事業

20,742 千円（20,742 千円） 

自治体等への指導・助言等を行うアドバイザリーボードの設置運営や、外国人児童

生徒等向けの学習教材・文書作成などに利用されるポータルサイト「かすたねっと」
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の整備、就学状況や学校での日本語指導に係る実態把握のための継続的な調査実施な

ど、外国人児童生徒等教育に関する支援基盤を構築する。 

（４）児童生徒の日本語能力把握の充実に向けた調査研究  35,572 千円（35,572 千円） 

「*外国人児童生徒のための*JSL 対話型アセスメント～*DLA～」を踏まえた能力記述

文（Can-Do）を作成し、検証を行うとともに、学校が日本語指導の目標や指導内容決

定する際に、能力記述文を用いた児童生徒の日本語能力の評価結果を活用できるよう

に、学校における活用方法を具体的に示した資料を作成する。 

また、散在地域において、日本語指導の対象となる児童生徒の把握が適切に行われ

るために、教育委員会と関係機関が連携したネットワークを構築し、学校において日

本語能力を含めた児童生徒等の実態把握ができる体制整備に関する研究を実施する。 

   *外国人児童生徒のための*JSL 対話型アセスメント～*DLA～： 

学校において児童生徒の日本語の能力を把握するための評価ツール 

*JSL：Japanese as a Second Language(第 2 言語としての日本語) 

 *DLA：Dialogic Language Assessment for Japanese as a Second Language 

（５）児童生徒への日本語指導の支援体制に関する調査研究     10,297 千円（新規） 

小中学校等における日本語指導の支援の実態を調査し、登録日本語教員の活用を 

含めた支援方策の具体的な検討を行う。また、学校管理職や教員、指導主事を対象 

とした日本語指導の支援等に関する研修を実施する。  
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６． 
海外で学ぶ⽇本⼈児童⽣徒の 

教育機会の充実 
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（１）在外教育施設の機能強化（教師派遣、プログラム⽀援等） 
 

（前 年 度 予 算 額   １７，９２７，０４３千円） 

令和６年度要求額   １８，２４２，６４９千円  

 

１．要旨 

海外に在留する日本人の子供に日本国内の学校教育に準じた教育を実施することを目的

として、日本人学校や補習授業校等の在外教育施設が設置されている。 

 急速な社会のグローバル化の進展に伴い、企業等の海外進出により帯同する子供の教育

環境の整備・充実も不可欠である。また、他国を尊重し、国際社会の平和と発展に寄与する

態度や、豊かな語学力・コミュニケーション能力、主体性・積極性、異文化理解の精神等を

身に付け、様々な分野で活躍できるグローバル人材の育成の推進が求められている。 

 令和４年６月に「在外教育施設における教育の振興に関する法律」（令和４年法律第 73 号）

が公布・施行され、在外教育施設における教育の振興についての法的位置付けが明確となっ

た。この法律においては、基本理念として、①在留邦人の子の教育を受ける機会の確保に万

全を期すること、②在外教育施設における教育環境と国内の学校における教育環境が同等

の水準となることが確保されることを旨とすること、そして、③在留邦人の子の異なる文化

を尊重する態度の涵養と我が国に対する諸外国の理解の増進が図られるようにすることが

定められている。これらの理念、更には、令和５年４月に策定された「在外教育施設におけ

る教育の振興に関する施策を総合的かつ効果的に推進するための基本的な方針」や「在外教

育施設未来戦略 2030」（令和３年６月）等を踏まえ、国内と同等の学びの環境整備や在外教

育施設ならではの教育の特色化支援など、在外教育施設がグローバル人材の育成や国際相

互理解の増進に寄与するための取組の推進を図る。 

 
２．事業の内容 

・在外教育施設の教育環境の改善 

国内と同等の学びの環境を整備するため、派遣教師の計画的な配置を実現し、少人数

によるきめ細かな指導体制の整備、免許外指導の縮小、特別支援教育や日本語指導の充

実を図る。 

在外教育施設派遣教師 1,361 人 → 1,387 人 

・在外教育施設ならではの教育の特色化・多様化支援 

  「選ばれる在外教育施設づくり」に向けた優れた教育プログラムの開発支援等を行う

とともに、在外教育施設の教育や運営に対して助言を行う在外教育アドバイザーの設置

等、在外ならではの特色化・多様化を推進するための支援の充実を図る。 
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【在
外
教
育
施
設
に
お
け
る
教
育
の
振
興
に
関
す
る
法
律
（
令
和

4年
法
律
第

73
号
）
に
基
づ
く総
合
的
な
施
策
の
推
進
】

１
．
国
内
同
等
の
学
び
を
確
保
す
る
た
め
の
教
育
環
境
の
改
善

２
．
在
外
教
育
施
設
な
ら
で
は
の
教
育
の
特
色
化
・多
様
化
支
援

【上
記
１
．
（
３
）
の
内
数
】

令
和

6年
度
要
求
・要
望
額

18
,2

43
百
万
円

（
前
年
度
予
算
額

17
,9

27
百
万
円
）

（
１
）
派
遣
教
師
数
の
改
善

17
,9

82
百
万
円
（

28
6百

万
円
増
）

◆
在
外
教
育
施
設
教
員
派
遣
事
業
等
（

S5
3～

）
派
遣
教
師
に
対
し、
赴
任
・帰
国
旅
費
及
び
在
勤
手
当
等
、都

道
府
県
等
に
対
し、
教
師
派
遣
に
係
る

経
費
を
交
付

☞
派
遣
教
師
数
少
人
数
に
よ
る
きめ
細
か
な
指
導
体
制
の
計
画
的
な
整
備
、免
許
外
指
導
の
縮
小
、

特
別
支
援
教
育
の
充
実
、日
本
語
指
導
の
充
実
、多

様
な
課
題
に
対
応
す
る
た
め
の
適
正
な
教
員

配
置
の
促
進

１
在
留
邦
人
の
子
の
教
育
を受

け
る
機
会
の
確
保
に
万
全
を期

す
る
こと

２
在
外
教
育
施
設
に
お
け
る
教
育
環
境
と学

校
に
お
け
る
教
育
環
境
が
同
等
の
水
準
とな
る
こと
が
確
保
され
る
こと
を旨

とす
る
こと

３
在
留
邦
人
の
子
の
異
な
る
文
化
を尊

重
す
る
態
度
の
涵
養
と我

が
国
に
対
す
る
諸
外
国
の
理
解
の
増
進
が
図
られ
る
よう
に
す
る
こと

理 念  国
内
と同

等
の
教
育
環
境
整
備
とと
も
に
、在

外
な
らで
は
の
特
色
化
・多
様
化
を推

進
す
る
た
め
の
支
援
の
充
実

 ◆
在
外
教
育
施
設
重
点
支
援
プラ
ン （

R4
～
）

 8
3百

万
円
（

13
百
万
円
増
）

・
教

育
の

高
度

化
、

健
全

な
運

営
の

た
め

の
教

育
基

盤
に

関
す

る
調

査
研

究
、

在
外

教
育

施
設

を
拠

点
と

す
る

国
際

交
流

の
促

進
に

係
る

プ
ロ

グ
ラ

ム
を

拡
充

◆
在
外
教
育
ア
ドバ
イザ
ー
の
設
置
（

R4
～
）

 1
2百

万
円

・
学

校
運

営
、

教
育

活
動

の
改

善
へ

の
支

援

◆
在
外
教
育
施
設
幼
稚
部
等
調
査
（

R2
～
）

 1
5百

万
円
（

12
百
万
円
増
）

・
就

学
前

教
育

に
係

る
実

態
調

査
の

充
実

ス
クー
ル
カウ
ンセ
ラー
派
遣
（

R1
～
）

 ／
派
遣
教
師
の
安
全
対
策
（

H
22
～
）
等

（
３
）
安
全
管
理
体
制
の
整
備
、教

育
支
援

12
3百

万
円
（

26
百
万
円
増
）

◆
派
遣
教
師
の
選
考
・研
修
（

H
1～

）
、校

長
研
究
協
議
会
の
実
施
（

H8
～
）
等

（
２
）
教
育
環
境
の
改
善

 1
37
百
万
円
（

4百
万
円
増
）

教
材
整
備
費
（

S4
2～

）
／
通
信
教
育
事
業
費
補
助
（

S4
7～

）
等

プ
ロ
グ
ラ
ム
の
拡
充

基
本
方
針
に
よ
る
法
律
を
踏
ま
え
た
対
応

・在
外
教
育
施
設
の
教
職
員
の
確
保

(法
第

8条
)

・在
外
教
育
施
設
の
教
職
員
に
対
す
る

研
修
の
充
実
等

(法
第

9条
)

・在
外
教
育
施
設
に
お
け
る
教
育
の
内
容

及
び
方
法
の
充
実
強
化

(法
第

10
条

)
・在
外
教
育
施
設
の
適
正
か
つ
健
全
な

運
営
の
確
保

(法
第

11
条

)
・在
外
教
育
施
設
の
安
全
対
策
等

(法
第

12
条

)
・在
外
教
育
施
設
を
拠
点
とす
る
国
際
的

な
交
流
の
促
進
等

(法
第

13
条

)
・調
査
研
究
の
推
進
等

(法
第

14
条

)

在
外
教
育
施
設
の
戦
略
的
な
機
能
の
強
化

派
遣
教
師
の
増
員
（

26
人
増
）

①
在
留
邦
人
の
子
の
学
び
の
保
障

②
国
内
同
等
の
学
び
の
環
境
整
備

③
在
外
教
育
施
設
な
ら
で
は
の
教
育
の
充
実

基
本
方
針

調
査
の
本
格
実
施

高
等
部
へ
の
対
応

（
担
当
：
総
合
教
育
政
策
局
国
際
教
育
課
）
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７． 
地域と学校等の連携・協働による地域の 

教育⼒の向上や体験活動の充実、 
学校安全体制の整備の推進 
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（１）学校を核とした地域⼒強化プラン 
 

（前 年 度 予 算 額    ７，６５０，２５８千円） 

 令和６年度要求額   ８，８８１，３８７千円  

               

１．趣 旨 

少子高齢化の進展、地域のつながりの希薄化、学校規模の小規模化や学校統廃合の進行等

を背景に、子供たちを取り巻く地域の教育力が衰退している。また、学校における働き方改

革、いじめ・不登校、児童虐待の増加等、学校や家庭における子供を取り巻く課題も複雑化・

困難化している。 

学校・家庭・地域が個別にこうした課題を解決していくことはもはや困難な状況であり、

学校のみならず、家庭や地域住民等が相互に連携・協働して課題解決に取り組み、地域全体

で子供たちの成長を支えることが必要不可欠なものとなっている。 

 そのため、本事業では、地域住民等の参画や地域の特色を生かした多様な教育活動の実施

を支援することにより、地域全体で未来を担う子供たちの成長を支えていく社会の実現を

目指し、学校を核とした地域の活性化に繋げる。 

 

２．事業内容 

（１）地域と学校の連携・協働体制構築事業        8,216,472 千円（7,066,480 千円） 

 各地方自治体における、コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）の導入及び

充実に向けた取組と、地域住民等の参画による学校における働き方改革に資する取組

や多様な学習支援・体験活動等をはじめとした地域学校協働活動とを一体的に支援す

る。 

 これにより、地域と学校の連携・協働を進め、自立的・継続的に課題解決が図られる

地域づくりを実現する。 

（２）地域における家庭教育支援基盤構築事業       80,934 千円（74,500 千円） 

  家庭教育支援チームの組織化による保護者への学習機会や情報の提供に加え、個別

の支援が必要な家庭に寄り添った相談対応の実施や、それに対応するためのチーム員

等に対する研修の強化への支援などを通じて、地域における家庭教育支援の取組を後

押しする。  
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（
担
当
：
総
合
教
育
政
策
局
地
域
学
習
推
進
課
）

学
校
を
核
とし
た
地
域
力
強
化
プ
ラ
ン

背
景 ・

課
題

事
業
内
容

8,
21

6百
万
円
（

7,
06

6百
万
円
）

コ
ミュ
ニ
テ
ィ・
ス
ク
ー
ル
と地

域
学
校
協
働
活
動
を
一
体
的

に
推
進
す
る
自
治
体
の
取
組
を
支
援
。地

域
と学

校
の
連
携
・

協
働
に
よる
学
校
運
営
、地

域
住
民
が
参
画
した
学
習
支
援
・

体
験
活
動
や
働
き
方
改
革
に
資
す
る
取
組
な
ど多

様
な
活
動

を推
進
。

1
地
域
と学

校
の
連
携
・協
働
体
制
構
築
事
業

81
百
万
円
（

75
百
万
円
）

家
庭
教
育
支
援
チ
ー
ム
の
組
織
化
に
よる
保
護
者
へ
の
学
習

機
会
や
情
報
の
提
供
に
加
え
、個
別
の
支
援
が
必
要
な
家
庭

に
寄
り添

った
相
談
対
応
の
実
施
や
、そ
れ
に
対
応
す
る
た
め
の

チ
ー
ム
員
等
に
対
す
る
研
修
の
強
化
に
つ
い
て
支
援
。

２
地
域
に
お
け
る
家
庭
教
育
支
援
基
盤
構
築
事
業

33
8百

万
円
（

33
8百

万
円
）

ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
・リ
ー
ダ
ー
（
防
犯
の
知
識
を
有
す
る
者
）

や
ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
（
学
校
安
全
ボ
ラ
ン
テ
ィア
）
の
活
用
等

に
よ
り、
地
域
と連

携
し
た
学
校
安
全
の
取
組
を推

進
し、
地

域
ぐる
み
で
子
供
の
安
全
を見

守
る
体
制
を整

備
。

３
地
域
ぐる
み
の
学
校
安
全
体
制
整
備
推
進
事
業

19
百
万
円
（

9百
万
円
）

就
職
や
キ
ャリ
アア
ップ
に
お
い
て
不
利
な
立
場
に
あ
る
高
校
中

退
者
等
を対

象
に
、地

域
資
源
を活

用
しな
が
ら、
高
等
学
校

卒
業
程
度
の
学
力
を身

に
付
け
させ
るた
め
の
学
習
相
談
及
び

学
習
支
援
等
を実

施
す
る
自
治
体
の
取
組
を支

援
。

４
地
域
に
お
け
る
学
び
を
通
じ
た

ス
テ
ップ
ア
ップ
支
援
促
進
事
業

12
0百

万
円
（

99
百
万
円
）

自
然
体
験
、農

山
漁
村
体
験
、文

化
芸
術
体
験
な
ど宿
泊
を

伴
う様

々
な
体
験
活
動
を通

じて
、児

童
生
徒
の
豊
か
な
人
間

性
や
社
会
性
を育

む
とと
も
に
、自

己
有
用
感
を高

め
、自

らの
役
割
を意

識
させ
る
な
ど一
人
一
人
の
キ
ャリ
ア
発
達
を
促
進
。

５
健
全
育
成
の
た
め
の
体
験
活
動
推
進
事
業

15
百
万
円
（

8百
万
円
）

キ
ャリ
ア
プ
ラ
ン
ニ
ン
グ
ス
ー
パ
ー
バ
イ
ザ
ー
を都

道
府
県
等

に
配
置
し、
地
元
企
業
等
と連

携
し
た
職
場
体
験
や
イ
ン
タ
ー

ン
シ
ップ
及
び
地
元
へ
の
愛
着
を
深
め
る
キ
ャリ
ア
教
育
を
推

進
し、
地
元
に
就
職
し地

域
を担

う人
材
を育

成
。

地
域
を
担
う人

材
育
成
の
た
め
の

キ
ャリ
ア
プ
ラ
ン
ニ
ン
グ
推
進
事
業

６

事
業

概
要
：

下
記
①
～
⑥
の
メニ
ュー
を組

み
合
わ
せ
て
実
施
す
る
自
治
体
の
取
組

を総
合
的
に
支
援
す
る
補
助
事
業

対
象

(交
付
先

)
：

都
道
府
県
・政
令
市
・中
核
市
（
以
下
「都
道
府
県
等
」）

補
助

率
：

国
1/

3、
都
道
府
県
等

1/
3、
市
区
町
村

1/
3

（
都
道
府
県
等
が
直
接
実
施
す
る
場
合
、都

道
府
県
等

 2
/3
）

件
数

・
単

価
：

各
メニ
ュー
に
よっ
て
補
助
対
象
とな
る
件
数
・単
価
は
異
な
る

➤
少
子
高
齢
化
、地

域
の
つ
な
が
りの
希
薄
化
等
に
よ
り、
子
供
を
取
り巻

く地
域
力
が
衰
退
して
い
る
。ま
た
、学

校
に
お
け
る
働
き
方
改
革
へ
の
対
応
、い
じめ
・不
登
校
、

児
童
虐
待
の
増
大
等
、学

校
や
家
庭
が
抱
え
る
課
題
も
複
雑
化
・困
難
化
して
お
り、
学
校
・家
庭
・地
域
それ

ぞ
れ
だ
け
で
の
対
応
で
は
限
界
が
生
じて
い
る
。

➤
学
校
の
み
な
ら
ず
、家
庭
や
地
域
住
民
等
が
相
互
に
連
携
・協
働
し
て
、地
域
全
体
で
子
供
た
ち
の
成
長
を
支
え
る
社
会
を
実
現
す
る
必
要
が
あ
る
。

➤
自
治
体
が
、そ
れ
ぞ
れ
の
課
題
や
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
効
果
的
な
取
組
を
実
施
で
きる
よう
、複
数
の
事
業
を
組
み
合
わ
せ
た
総
合
的
な
支
援
を
実
施
す
る
。

●
学
校
・家
庭
・地
域
の
連
携
・協
働
体
制
の
構
築

●
地
域
の
多
様
な
関
係
者
の
参
画
に
よ
る
地
域
の
特
色
を

生
か
した
教
育
活
動
の
充
実

学
校
と
地
域
が
連
携
・協
働
し
て
、自

立
的
・継
続
的

に
子
供
を
取
り巻

く課
題
を
解
決
で
き
る
環
境
の
醸
成

地
域
全
体
で
子
供
た
ち
の
成
長
を
支
え
る

社
会
の
実
現

令
和

6年
度
要
求
・要
望
額

8,
88

1百
万
円

（
前
年
度
予
算
額

7,
65

0百
万
円
）
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本
事
業
を
通
じ
て
、

子
供
を
取
り巻

く課
題
（
※
）
を

改
善
・解
決
し
た
自
治
体
の
増
加

▶
各
自
治
体
は
、課

題
に
応
じた
目
標
を
設
定
し、
事
業
年
度
ご
とに
取
組
の
成
果
分
析
を
実
施

▶
国
は
、各

自
治
体
の
評
価
を
とり
まと
め
、事

業
年
度
ご
とに
事
業
全
体
の
成
果
分
析
を
実
施

併
せ
て
、全
国
の
好
事
例
等
を
共
有
し
、各
自
治
体
の
事
業
改
善
に
繋
げ
る

第
４
章

中
長
期
の
経
済
財
政
運
営

５
．
経
済
社
会
の
活
力
を
支
え
る
教
育
・研
究
活
動
の
推
進

（
質
の
高
い
公
教
育
の
再
生
等
）

教
職
の
魅
力
向
上
等
を
通
じ、
志
あ
る
優
れ
た
教
師
の
発
掘
・確
保
に
全
力
で
取
り組

む
。教

師
が
安
心
して
本

務
に
集
中
し、
志
気
高
く誇
りを
持
って
こど
も
に
向
き
合
うこ
とが
で
き
る
よ
う、
（
略
）
コミ
ュニ
テ
ィ・
ス
ク
ー
ル
等
も

活
用
し
た
社
会
全
体
の
理
解
の
醸
成
や
慣
習
に
とら
わ
れ
な
い
廃
止
等
を
含
む
学
校
・教
師
が
担
う業

務
の
適
正

化
等
を
推
進
す
る
。 ・
・・
（
略
）

安
心
して
柔
軟
に
学
べ
る
多
様
な
学
び
の
場
の
環
境
整
備
を
強
化
す
る
。（

略
）
地
域
を
始
め
社
会
の
多
様
な

専
門
性
を
有
す
る
大
人
や
関
係
機
関
が
協
働
して
き
め
細
か
く教
育
に
関
わ
る
チ
ー
ム
学
校
との
考
え
方
の
下
、 地

域
と連

携
し
た
コミ
ュニ
テ
ィ・
ス
ク
ー
ル
の
導
入
を
加
速
す
る
とと
も
に
、・
・・
（
略
）

地
域
と学

校
の
連
携
・協
働
体
制
構
築
事
業

～
コミ
ュニ
テ
ィ・
ス
ク
ー
ル
と地

域
学
校
協
働
活
動
の
一
体
的
推
進
～

コミ
ュニ
テ
ィ・
スク
ー
ル
と地

域
学
校
協
働
活
動
を一

体
的
に
推
進
す
る自

治
体
の
取
組

に
対
す
る
財
政
支
援

事
業
内
容

（
担
当
：
総
合
教
育
政
策
局
地
域
学
習
推
進
課
）

ア
ウ
ト
プ
ット
（
活
動
目
標
）

短
期
ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

中
期
ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

長
期
ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

▶
予
測
困
難
な
これ
か
らの
社
会
に
お
い
て
は
、学
校
・家
庭
・地
域
が
連
携
・協
働
し、
社
会
全
体
で
学

校
や
子
供
た
ち
の
成
長
を
支
え
る
こと
が
重
要

▶
コミ
ュニ
テ
ィ・
ス
クー
ル
は
、子

供
を取

り巻
く課
題
の
解
決
に
向
け
て
、保
護
者
や
地
域
住
民
等
が
一
定

の
権
限
と責

任
を
持
つ
「当
事
者
」と
し
て
学
校
運
営
に
参
画
す
る学

校
運
営
協
議
会
を置

く学
校

（
R4
時
点

:1
5,

22
1校

、4
2.

9％
）

▶
コ
ミュ
ニ
テ
ィ・
ス
ク
ー
ル
と社

会
教
育
活
動
で
あ
る
地
域
学
校
協
働
活
動
を
一
体
的
に
推
進
す
る
こと
で
、

学
校
・家
庭
・地
域
が
連
携
・協
働
し
て
、自
立
的
・継
続
的
に
子
供
を
取
り巻
く課
題
を
解
決
で
き
る

地
域
社
会
の
実
現
を
目
指
す

事
業

実
施

期
間

：
平
成

27
年
度
～

交
付

先
：

都
道
府
県
・政
令
市
・中
核
市
（
以
下
「都
道
府
県
等
」）

要
件

：
①
コミ
ュニ
テ
ィ・
ス
クー
ル
の
導
入
ま
た
は
導
入
計
画
が
あ
る
こと

②
地
域
学
校
協
働
活
動
推
進
員
等
を
配
置
して
い
る
こと

補
助

率
：

国
1/

3、
都
道
府
県
等

1/
3、
市
区
町
村

1/
3

支
援

内
容

：
地
域
学
校
協
働
活
動
推
進
員
や
地
域
ボ
ラン
テ
ィア
等
に
係
る

諸
謝
金
、活

動
に
必
要
な
消
耗
品
等

現
状
・課
題

▶
地
域
学
校
協
働
活
動
推
進
員
等
の
配
置
促
進
・機
能
強
化

〇
高
校
等
へ
の
配
置
拡
充
（

1,
00

0人
増
）
、学

校
に
お
け

る
働
き方

改
革
や
放
課
後
児
童
対
策
な
ど地

域
課
題
に
応

じた
追
加
配
置
の
拡
充
（

1,
00

0人
増
）
に
より
、常

駐
的

な
活
動
を支

援
〇

相
応
しい
知
識
や
経
験
・能
力
を有

した
人
材
の
確
保

（
謝
金
単
価
の
引
上
げ
）

▶
都
道
府
県
等
教
育
委
員
会
の
伴
走
支
援
体
制
の
強
化

〇
CS
アド
バ
イザ
ー
の
配
置
促
進

〇
研
修
の
充
実

令
和

6年
度
概
算
要
求
の
ポ
イ
ン
ト

（
地
域
学
校
協
働
本
部
）

企
業
・
N

PO
保

護
者

地
域

住
民

民
生
委
員

児
童
委
員

文
化
・

ス
ポ
ー
ツ
団
体

消
防

団
PT

A

地
域
学
校
協
働
活
動

小
小

高
特

中

コミ
ュニ
テ
ィ・
ス
ク
ー
ル

幼
自 治 体 （ 教 育 委 員 会 ）

地
域
学
校
協
働
活
動
推
進
員

(学
校
と地

域
を
つ
な
ぐ
企
画
・調
整
役
）

常
駐

高

人
権
擁
護
委
員

事
業
改
善
・充
実
の
た
め
の
取
組
（

R
5～
）

ロ
ジ
ック
モ
デ
ル

す
べ
て
の
自
治
体
で
地
域
学
校
協
働
活
動
等
の

学
校
・家
庭
・地
域
が
連
携
・協
働
し
た
教
育
活
動
を
実
施

【参
考
】予
算
補
助
を受

け
る
自
治
体
数

R3
:1

,3
45
自
治
体

R4
:1

,3
56
自
治
体

R5
見
込
み

:1
,3

88
自
治
体

地
域
学
校
協
働
活
動
推
進
員
等
の
数
の
増
加

【参
考
】予
算
補
助
を受

け
る
地
域
学
校
協
働
活
動
推
進
員
等
の
人
数

R3
:2

7,
89

1人
R4

:2
8,

07
5人

R5
見
込
み

:3
0,

00
0人

コミ
ュニ
テ
ィ・
ス
ク
ー
ル
の
導
入
や

質
の
向
上
等
に
関
す
る
研
修
会
や
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
派
遣
を

実
施
す
る
自
治
体
（
都
道
府
県
・政
令
市
）
の
増
加

※
子
供
を
取
り巻

く課
題
の
類
型
例

・学
校
運
営
上
の
課
題

（
社
会
に
開
か
れ
た
教
育
課
程
の
実
現
、

学
校
に
お
け
る
働
き
方
改
革
、い
じめ
、不

登
校
な
ど）

・学
校
と地

域
の
課
題

（
地
域
の
安
全
・防
災
な
ど）

・学
校
と家

庭
の
課
題

（
放
課
後
児
童
対
策
、子

供
の
貧
困
、児

童
虐
待
な
ど）

学
校
・家
庭
・地
域
の
連

携
が
進
み
、様
々
な
課

題
に
対
し
て
協
働
し
て
取

り組
む
地
域
の
増
加

学
校
・家
庭
・地
域
が
連
携
・協
働
し

て
、自
立
的
・継
続
的
に
子
供
を
取
り

巻
く課
題
を
解
決
で
き
る
環
境
が
整

って
い
る
地
域
の
増
加

子
ど
も
会

社
会
教
育

施
設
・
団
体

令
和

6年
度
要
求
・要
望
額

8,
21

6百
万
円

（
前
年
度
予
算
額

7,
06

6百
万
円
）
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地
域
に
お
け
る
家
庭
教
育
支
援
基
盤
構
築
事
業

背
景
・課
題

事
業
内
容

 令
和

6年
度

要
求

・要
望

額
81

百
万

円
（

前
年

度
予

算
額

75
百

万
円

）

①
地
域
の
実
情
に
応
じ
た
家
庭
教
育
支
援
の
促
進
（
継
続
）

［
68

百
万

］
地

域
に

お
い

て
人

材
の

発
掘

・リ
ー

ダー
の

養
成

等
に

より
家

庭
教

育
支

援
チ

ー
ム

を組
織

化
し、

保
護

者
へ

の
学

習
機

会
や

情
報

の
提

供
等

を実
施

。
→

R ６
目

標
：

1,
00

0チ
ー
ム

②
個
別
の
支
援
が
必
要
な
家
庭
へ
の
対
応
強
化
（
継
続
）

①
に
加
え
て
、特
に
個
別
の
支
援
が
必
要
な
家
庭
に
対
し

、地
域

か
ら孤

立
しな

い
よう

、
専
門
人
材
も
活
用
し
、個
々
の
状
況
に
寄
り添

い
な
が
ら
、

●
相
談
対
応
や
情
報
提
供

を実
施

。［
11

百
万

］
●
地
域
人
材
の
資
質
向
上
の
た
め
の
研
修

の
実

施
。［

2百
万

］
→

R ６
目

標
：

10
0チ
ー
ム

児
童

福
祉

法
に

基
づ

く対
応

＜
子

育
て

家
庭

＞

＜
家

庭
教

育
支

援
チ

ー
ム

＞
学
び
の
場
や

情
報
の
提
供
等

ア
ウ
ト
リー
チ
型

支
援

４
．

包
摂

社
会

の
実

現
 

（
孤

独
・孤

立
対

策
）

日
常

の
様

々
な

分
野

で
緩

や
か

な
つ

な
が

りを
築

け
る

多
様

な
「居

場
所

」づ
くり

な
ど孤

独
・孤

立
の

「予
防

」、
アウ

トリ
ー

チ
の

取
組

、社
会

的
処

方
の

活
用

、ひ
きこ

もり
支

援
、新

大
綱

に
基

づ
く自

殺
総

合
対

策
な

ど重
点

計
画

の
施

策
を着

実
に

推
進

す
る

。 

骨
太
の
方
針

20
23

（
令

和
5年

6月
16

日
閣

議
決

定
）

イ
ン
パ
ク
ト
（
国
民
・社
会
へ
の
影
響
）

・
家

庭
・学

校
・地

域
の

連
携

・協
力

の
下

、社
会

全
体

で
子

供
た

ち
の

教
育

を支
え

る
環

境
を構

築
。

・
保

護
者

の
子

育
て

環
境

に
より

子
供

た
ち

が
家

庭
で

受
け

る
教

育
に

つ
い

て
左

右
され

る
こと

が
な

くな
り、

不
登

校
・児

童
虐

待
の

減
少

、少
子

化
の

改
善

へ
。

ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

保
護

者
の

不
安

や
課

題
等

へ
の

早
期

対
応

が
可

能
に

な
り、

身
近

な
地

域
に

家
庭

教
育

の
悩

み
を相

談
で

きる
人

が
い

る
保

護
者

の
割

合
が

改
善

す
る

。（
R３

:2
9.

9％
）

ア
ウ
ト
プ
ット
（
活
動
目
標
）

・
家

庭
教

育
支

援
チ

ー
ム

を
10

00
チ

ー
ム

設
置

。
・チ

ー
ム

の
半

数
が

ア
ウ

ト
リー

チ
型

支
援

を実
施

。

【補
助

率
】


事

業
開

始
：

平
成

27
年

度
～

国
1/

3
都

道
府

県
1/

3
市

町
村

 
1/

3

家
庭
教
育
・子
育
て
に

関
心
が
あ
る
家
庭

不
安
や
悩
み
を

抱
え
る
家
庭

福
祉
的
な
対
応

が
必
要
な
家
庭

学
校

・教
育

委
員

会
と連

携
しつ

つ
、地

域
の

多
様

な
人

材
(※

)を
活

用
して

実
施

※
元

教
員

、社
会

教
育

関
係

者
、

子
育

て
経

験
者

等
）

○
こど

も
家

庭
庁

が
設

置
され

、子
供

の
学

び
や

育
ちを

家
庭

を含
め

た
社

会
全

体
で

支
援

す
る

こと
が

求
め

られ
る

。
○

約
7割

の
保

護
者

が
子

育
て

に
悩

み
や

不
安

を抱
え

て
い

る
○

地
域

に
お

い
て

子
育

て
の

悩
み

を相
談

で
きる

人
は

約
3割

○
不

登
校

の
増

加
(約

24
万

人
)、

家
庭

の
孤

立
化

に
よる

児
童

虐
待

(約
21

万
件

)の
リス

ク増

①
身

近
な

地
域

に
お

い
て

、保
護

者
の

悩
み

・不
安

を解
消

で
きる

家
庭

教
育

支
援

チ
ー

ム
を構

築
す

る
必

要
が

あ
る

。
②

家
庭

教
育

支
援

チ
ー

ム
に

お
い

て
、３

～
４

割
が

アウ
トリ

ー
チ

型
支

援
を実

施
して

い
る

が
、

人
材

・予
算

の
確

保
が

課
題

とな
って

い
る

。

（
担

当
：

総
合

教
育

政
策

局
地

域
学

習
推

進
課

）
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（２）体験活動等を通じた⻘少年⾃⽴⽀援プロジェクト 
 

（前 年 度 予 算 額   ７８，７３１千円） 

 令和６年度要求額   １０４，４６５千円   

 

１．要旨 

 体験活動等の推進は、社会教育法等の法律に規定されているとおり、青少年の健全育成及

び人格形成のために必要不可欠なものであり、新たな「教育振興基本計画」（令和５年６月

１６日閣議決定）においては、新型コロナウイルスの影響などにより減少した青少年の体験

活動の機会の充実のため、地域・企業・青少年教育団体・学校等の連携により、様々な体験

活動の充実に取り組むことが示されている。 

 また、「経済財政運営と改革の基本方針２０２３」（令和５年６月１６日閣議決定）にお

いては、非認知能力の育成に向け、豊かな感性や創造性を育む様々な体験活動を推進するこ

とが明記されており、次代の社会を担う者として新たな価値を創造する力、対立等を克服す

る力、責任ある行動をとる力等を身に付けていくためにもリアルな体験活動が重要である。 

 一方で、少子化や核家族化、デジタル化が進む中、さらにコロナ禍で、子供たちのリアル

な体験不足に拍車がかかっている。また、体験活動に関心を示さない子供の割合も多く、体

験活動の普及啓発に取り組むことも重要である。 

 そこで、文部科学省においては、令和４年度を「体験活動推進元年」と位置づけ、同年８

月から「子供の体験活動に関する実務者会議」を開催した。本会議では、地域や企業と教育

機関の連携促進のための体制構築について議論を行い、同年１２月に青少年の体験活動推

進方策等についての論点まとめを公表し、地域や企業と連携し全ての子供に学校内外での

リアルな体験活動を推進することとしている。 

 以上を踏まえ、青少年のリアルな体験活動の機会の充実を図るため、体験活動に関する普

及啓発や調査研究、長期自然体験活動の構築、地域や企業と教育機関の連携促進のための体

制構築を図るとともに、民間企業が実施する優れた取組に対しての表彰事業を行うことで、

社会全体で体験活動を通じた青少年の自立支援を一層促進する。 

 

２．内容 

（１）全国的なリアル体験活動の普及啓発事業        10,991 千円（3,167 千円） 

家庭や企業、社会教育団体、青少年教育指導者等が体験活動への理解を深めていくた

めのフォーラムなど、体験活動等を定着させるための普及啓発事業を実施する。 

（２）青少年の体験活動の推進に関する調査研究事業     10,044 千円（4,818 千円） 

青少年の体験活動がもたらす影響など、多様な体験活動の在り方について、事例の収 

集や効果の検証を行う。 
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（３）教育的効果の高い長期自然体験活動の構築・普及事業  38,487 千円（48,744 千円） 

教育的効果の高い長期（４泊５日程度）の自然体験活動を実証を踏まえて構築し、そ

の長期自然体験活動を他の機関へ普及を行う。 

（４）企業等と連携した体験活動推進体制構築事業      34,396 千円（13,018 千円） 

子供たちのリアルな体験の機会充実のため、体験活動の推進に取り組む地域や企業 

と教育機関の連携促進のための体制構築を図る。 

 ≪事業内容≫ 

     【ポータルサイトの機能強化】  

      ・多様な主体をマッチングするポータルサイトの機能強化 

      ・体験活動に積極的な企業、教育機関の見える化 

     【各地域における推進体制の構築】  

      ・地域や企業、教育機関等、多様な主体の連携による体験活動の推進体制の構築 

      ・取組を持続的に推進していく仕組みの構築 

（５）青少年の体験活動推進企業表彰              5,020 千円（4,186 千円） 

社会貢献活動の一環として青少年を対象に優れた取組を行っている企業を表彰し、 

その取組を全国的に広く紹介する。 

（６）事業企画評価委員会の開催                 5,527 千円（4,798 千円） 
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体
験
活
動
等
を
通
じ
た
青
少
年
自
立
支
援
プ
ロ
ジ
ェク
ト

現
状
・課
題

令
和

6年
度
要
求
・要
望
額

10
4百

万
円

（
前
年
度
予
算
額

79
百
万
円
）

事
業
内
容

青
少
年
の
リア
ル
な
体
験
活
動
の
機
会
の
充
実
を
図
る
た
め
、普

及
啓
発
、調

査
研
究
、教

育
的
効
果
の
高
い
自
然
体
験
活
動
の
構
築

を図
る
とと
も
に
、多

様
な
関
係
者
と連

携
した
体
制
を整

備
す
る
。ま
た
、青

少
年
を対

象
に
優
れ
た
取
組
を行

って
い
る
企
業
を表

彰
す
る
。

１
.全
国
的
な
リア
ル
体
験
活
動
の
普
及
啓
発
事
業

11
百
万
円
（

3百
万
円
）
【委
託
：
継
続

H
23
～
】

 家
庭
や
企
業
、社

会
教
育
団
体
、青

少
年
教
育
指
導
者
等
が
体
験

活
動
へ
の
理
解
を
深
め
て
い
くた
め
の
フォ
ー
ラム
な
ど、
体
験
活
動
等
を

定
着
させ
る
た
め
の
普
及
啓
発
事
業
を実

施
す
る
。

２
.青
少
年
の
体
験
活
動
の
推
進
に
関
す
る
調
査
研
究
事
業

10
百
万
円
（

5百
万
円
）
【委
託
：
継
続

H
25
～
】

 青
少
年
の
体
験
活
動
が
も
た
らす
影
響
な
ど、
多
様
な
体
験
活
動
の
在

り方
に
つ
い
て
、事

例
の
収
集
や
効
果
の
検
証
を行

う。

件
数
・単
価

2箇
所

×
約

5百
万
円

短
期
ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

・体
験
活
動
に
参
加
す
る
保
護
者
の
意
識
の
向
上
。

・当
事
業
に
参
加
す
る子

供
の
参
加
意
欲
の
増
加
。

・体
験
活
動
の
機
会
を利

用
・提
供
す
る
主
体
の

増
加
。

長
期
ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

イ
ン
パ
ク
ト
（
国
民
・社
会
へ
の
影
響
）

当
事
業
の
成
果
の
展
開
や
、他

の
施

策
とも
相
まっ
て
、体

験
活
動
に
参
加

す
る
子
供
が
増
加
す
る
。

体
験
活
動
の
機
会
が
充
実
し、
子
供
た
ち
に

「社
会
を生

き抜
く力
」と
して
必
要
な
非
認

知
能
力
（
自
己
肯
定
感
、自

律
性
、協

調
性
、積

極
性
等
）
が
育
成
され
る
。

ア
ウ
ト
プ
ット
（
活
動
目
標
）

・体
験
活
動
の
理
解
を深

め
るた
め
の
普
及
啓
発
事

業
の
実
施
。

・長
期
自
然
体
験
活
動
の
構
築
・普
及
事
業
の
実
施
。

・企
業
表
彰
へ
の
応
募
企
業
数
、増

加
。

・多
様
な
主
体
をマ
ッチ
ング
す
る
シ
ス
テ
ム
の
構
築
。

●
次
代
の
社
会
を担

うも
の
とし
て
新
た
な
価

値
を創

造
す
る
力
、対

立
等
を克

服
す
る
力
、

責
任
あ
る
行
動
をと
る
力
等
を身

に
付
け
て
い
く

た
め
に
も
リア
ル
な
体
験
活
動
が
重
要
で
あ
る
。

●
一
方
で
、少

子
化
や
核
家
族
化
、デ
ジ
タ

ル
化
や
コロ
ナ
禍
に
より
、子

供
た
ち
の
リア
ル

な
体
験
不
足
に
拍
車
が
か
か
って
い
る
。体

験
活
動
に
関
心
を
示
さ
な
い
子
供
の
割
合
も

多
く、
体
験
活
動
の
普
及
啓
発
に
取
り組

む
こ

とが
重
要
で
あ
る
。

●
また
、青

少
年
の
体
験
活
動
の
機
会
の
充

実
の
た
め
、誰

で
も
体
験
活
動
の
情
報
が
安

易
に
入
手
で
きる
よう
に
、体

験
活
動
の
「利

用
者
」と
「提
供
者
」を
結
び
つ
け
る
仕
組
み
の

構
築
が
必
要
で
あ
る
。

●
さら
に
、「
提
供
者
」で
あ
る
企
業
や
青
少

年
団
体
等
の
参
加
イン
セ
ンテ
ィブ
の
仕
組
み

の
構
築
も
重
要
で
あ
る
。

●
令
和

4年
12
月
に
「企
業
等
と連

携
した

子
供
の
リア
ル
な
体
験
活
動
の
推
進
に
つ
い

て
」が
とり
まと
め
られ
、国
を
は
じ
め
多
様
な
関

係
者
が
連
携
し
、子
供
た
ち
の
健
や
か
な
成

長
に
欠
か
せ
な
い
リア
ル
な
体
験
活
動
を
推

進
す
る
こと
とし
て
い
る
。

３
.教
育
的
効
果
の
高
い
長
期
自
然
体
験
活
動
の
構
築
・普
及
事
業

38
百
万
円
（

49
百
万
円
）
【委
託
：
継
続

R
3～

】
 教
育
的
効
果
の
高
い
長
期

(4
泊

5日
程
度

)の
自
然
体
験
活
動
を
実

証
を
踏
ま
え
て
構
築
し、
そ
の
長
期
自
然
体
験
活
動
を
他
の
機
関
へ
普

及
を行

う。

5.
青
少
年
の
体
験
活
動
推
進
企
業
表
彰

5百
万
円
（

4百
万
円
）
【直
轄
：
継
続

H
25
～
】

 社
会
貢
献
活
動
の
一
環
とし
て
青
少
年
を対

象
に
優
れ
た
取
組
を行

っ
て
い
る
企
業
を表

彰
し、
そ
の
取
組
を全

国
に
紹
介
す
る。

4.
企
業
等
と連

携
し
た
体
験
活
動
推
進
体
制
構
築
事
業

34
百
万
円
（

13
百
万
円
）
【委
託
：
継
続

R
5～

】
 子
供
た
ち
の
リア
ル
な
体
験
の
機
会
充
実
の
た
め
、体

験
活
動
の
推
進

に
取
り組

む
地
域
や
企
業
と教

育
機
関
の
連
携
促
進
の
た
め
の
体
制
構

築
を図

る
。

≪事
業
内
容
≫

①
ポ
ー
タル
サ
イト
の
機
能
強
化

・多
様
な
主
体
をマ
ッチ
ン
グ
す
る
ポ
ー
タル
サ
イト
の
機
能
強
化

・体
験
活
動
に
積
極
的
な
企
業
、教

育
機
関
の
見
え
る
化

②
地
域
に
お
け
る
推
進
体
制
の
構
築

・地
域
や
企
業
、教

育
機
関
等
、多

様
な
主
体
の
連
携
に
よる

体
験
活
動
の
推
進
体
制
の
構
築

・多
様
な
主
体
をマ
ッチ
ング
す
る
コー
デ
ィネ
ー
ター
の
養
成

1~
4の
委
託
先

青
少
年
団
体
、企

業
、自

治
体
等

件
数
・単
価

1箇
所

×
約

10
百
万
円

件
数
・単
価

10
箇
所

×
約

3百
万
円

件
数
・単
価

①
1箇

所
×
約

10
百
万
円

②
2箇

所
×

4百
万
円

/
1箇

所
×

8百
万
円

（
担
当
：
総
合
教
育
政
策
局
地
域
学
習
推
進
課
）
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（３）読書活動総合推進事業 
 

（前 年 度 予 算 額  ４５，３３１千円） 

令和６年度要求額  ５５，５４９千円 

 

１．要旨 

 政府は、子どもの読書活動の推進に関する法律に基づき、子供の読書活動の推進に関する

施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本的方針として、第五次「子どもの読書活動

の推進に関する基本的な計画」（以下「子ども読書推進計画」という。）を策定した（令和５

年３月２８日閣議決定）。本計画に基づき、国は、子供の読書習慣の形成に向けて、子供の

読書活動に対する課題解決のための効果的な取組を講じていくとともに、本計画を広く周

知する必要がある。 

また、学習指導要領を踏まえ、学校図書館を計画的に利用しその機能の活用を図り、児童・

生徒の主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善に生かすとともに読書活動を充

実させることが求められている。加えて、地方財政措置を活用した学校図書館の計画的な整

備を定めた第６次「学校図書館図書整備等５か年計画」を策定し、本計画を踏まえた図書購

入等を促すための国の取組が必要となっている。 

本事業では、図書館・学校図書館の機能強化や活性化等に向けた特色ある先導的な取組に

関するモデル事業や司書教諭講習、「子ども読書の日」の普及啓発等の実施により、上記の

各計画を着実に実行し、全国的な読書活動の総合的な推進を図る。 

 

２．内容 

（１）図書館・学校図書館等を活用した読書活動の推進     17,399 千円（7,291 千円） 

子ども読書推進計画等に対応した読書活動や学習指導要領を踏まえた学校図書館の 

機能強化や活性化に向け、多様な関係者・機関等の連携を促進し、新たな読書活動のモ 

デルなどを構築するため、読書活動推進モデル事業を実施する。 

①発達段階などに応じた読書活動推進事業 

「子ども読書推進計画」を踏まえ、紙とデジタルの特性を活かした読書活動の先導的 

な取組や、発達段階や多様なニーズに対応した効果的な取組を行う。 

②多様な関係機関・団体等による連携体制構築事業 

図書館や学校図書館のほか、公民館や児童館、大学、民間団体等 （NPO、書店等の民 

間企業）の幅広い連携・協力体制を構築し、地域における学習資源や人的資源を共有・ 

活用して地域に根ざした子供のための読書環境醸成の取組を行う。 

③学校図書館図書の整備促進事業 

学習指導要領を踏まえた学校図書館を活用した授業を進めるため、新しいトピック 

に関連する書籍（SDGs など）、新聞、優良図書及び授業に必要な基本図書の整備状況 
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などを再点検し、計画的な図書の更新を定めた図書整備計画の策定や図書館資料を 

活用したモデル授業の実施など学校図書館図書の購入促進に向けた取組を行う。 

（２）司書教諭講習の実施                21,872 千円（21,431 千円） 

学校図書館法に基づき、学校図書館の専門的職務を掌る「学校司書教諭」の養成のた

め、47 機関（大学並びに教育委員会）に委託して講習会を実施する。また、講習会に

参加する受講者のうち、聴覚障害等配慮が必要な受講者が一定数いる実態も踏まえ、そ

のために必要な経費も計上する。 

（３）「子ども読書の日」の理解推進              4,974 千円（4,910 千円） 

国民の間に広く子供の読書活動について関心と理解を深め、子供の読書活動を推進

することを目的に、「子ども読書の日」（４月 23 日）を広く周知するとともに、特色あ

る優れた取組を行っている民間団体等を表彰する。 

（４）読書活動の推進等に関する調査研究         11,304 千円（11,699 千円） 

①子供の読書活動実態調査 

「子ども読書推進計画」を踏まえ、子供の読書活動や図書館の実態把握など諸制度の 

見直しや施策立案に必要な基礎資料を得るための調査分析等を行う。 

②公立図書館等のデジタル化推進に関する調査研究 

図書館等におけるデジタル化やＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）を推進す 

るため、学校図書館や図書館のデジタル化に向けた実務的な課題やその対応方策を 

策定するための実証的な調査研究を行う。（課題解決型調査研究）  
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・

子
ども
読
書
基
本
計
画
等
に
対
応
した
読
書
活
動
や
学
習
指
導
要
領
を踏

まえ
た
学
校
図
書
館
の
機
能
強
化
や
活
性
化
に
向
け
、多

様
な
関
係
者
・

機
関
等
の
連
携
を促

進
し、
新
た
な
読
書
活
動
の
モデ
ル
な
どを
構
築
す
る
た
め
、読

書
活
動
推
進
モデ
ル
事
業
を実

施
す
る
。

＜
委
託
事
業
：
教
育
委
員
会
等
＞

＜
取
組
内
容
＞

１
子
供
の
読
書
活
動
総
合
推
進
事
業

①
発
達
段
階
な
どに
応
じ
た
読
書
活
動
推
進
事
業

子
ども
読
書
基
本
計
画
を
踏
ま
え
、紙

とデ
ジ
タル
の
特
性
を
活
か
した
読
書
活
動
の
先
導
的
な
取
組
や
、発

達
段
階
や

多
様
な
子
供
の
ニー
ズ
等
に
対
応
した
効
果
的
な
取
組
を
行
う。

（
委
託
先
：
２
箇
所
（
小
・中
・高
等
学
校
等
、公

立
図
書
館
）

×
0.

8百
万
円
）

②
多
様
な
関
係
機
関
・団
体
等
に
よ
る
連
携
体
制
構
築
事
業

図
書
館
や
学
校
図
書
館
の
ほ
か
、公

民
館
や
児
童
館
、大

学
、民

間
団
体
等

 （
N

PO
、書

店
等
の

民
間
企
業
）
の
幅
広
い
連
携
・協
力
体
制
を
構
築
し、
地
域
に
お
け
る
学
習
資
源
や
人
的
資
源
を

共
有
・活
用
して
地
域
に
根
ざ
した
子
供
の
た
め
の
読
書
環
境
醸
成
の
取
組
を
行
う。

（
委
託
先
：
３
箇
所
（
教
育
委
員
会
、学

校
（
含
む
大
学
）
、公

立
図
書
館
、民

間
団
体
等

×
2百

万
円
）

２
学
校
図
書
館
図
書
の
整
備
促
進
事
業

学
習
指
導
要
領
を
踏
ま
え
た
学
校
図
書
館
を
活
用
した
授
業
を
進
め
る
た
め
、新

しい
トピ
ック
に
関
連

す
る
書
籍
（

SD
Gs
な
ど）

、新
聞
、優

良
図
書
及
び
授
業
に
必
要
な
基
本
図
書
の
整
備
状
況
な
どを

再
点
検
し、
計
画
的
な
図
書
の
更
新
を
定
め
た
図
書
整
備
計
画
の
策
定
や
図
書
館
資
料
を
活
用
した

モ
デ
ル
授
業
の
実
施
な
ど学

校
図
書
館
図
書
の
整
備
促
進
に
向
け
た
取
組
を
行
う。

（
委
託
先
：
４
箇
所
（
小
学
校
、中

学
校
、高

等
学
校
、特

別
支
援
学
校
等
）

×
1百

万
円
）

読
書
活
動
総
合
推
進
事
業

現
状
・課
題

「子
ども
の
読
書
活
動
に
関
す
る
基
本
的
な
計
画
」等
へ
の
対
応
の
た
め
、図

書
館
や
学
校
図
書
館
等
を活

用
した
読
書
活
動
を総

合
的
に
推
進
す
る
た
め
の
以
下
の
取
組
を行

う。

ア
ウ
ト
プ
ット
（
活
動
目
標
）

・新
た
な
読
書
、授

業
モ
デ
ル
の
構
築

・司
書
教
諭
講
習
を実

施
す
る
機
関
の
増
加

短
期
ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

・読
書
に
興
味
が
深
まっ
た
子
供
の
増
加

・学
校
図
書
館
の
活
用
に
理
解
が
深
まっ
た
教
職
員
の
増
加

・司
書
教
諭
講
習
の
修
了
者
数
の
増
加

長
期
ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

事
業
内
容
（
令
和

4年
度
～
）

○
国
の
計
画
へ
の
対
応

・第
五
次
「子
ども
の
読
書
活
動
の
推
進
に
関
す
る
基
本
的
な
計
画
」

（
R

5.
3.

28
閣
議
決
定
）

R5
年
度
か
らの

5か
年
計
画
を
踏
ま
え
、「
不
読
率
（
※
）
の
低
減
」

（
特
に
高
校
生
の
不
読
率
は
依
然
とし
て
高
い
）
、 「
多
様
な
子
ども
た
ち

の
読
書
機
会
の
確
保
」 、
「デ
ジ
タル
社
会
に
対
応
した
読
書
環
境
の
整

備
」 、
「子
ども
の
視
点
に
立
った
読
書
活
動
の
推
進
」の
た
め
の
方
策
、取

組
等
の
検
討
が
必
要
。

16
.4

8.
9

5.
0 

4.
5

5.
6

6.
4

（
2.

0）

43
.0

32
.8

14
.7

16
.4

15
18

.6

（
8.

0）

58
.8

56
.0

51
.5

53
.2

50
.4

51
.5

（
26

.0
）

0204060

H1
2

H1
4

H2
0

H2
4

H2
9

R4
R9

不
読
率
（
※
）
の
推
移

■
小

■
中

■
高

※
１
か
月
に
一
冊
も
本
を
読
ま
な
い
子
供
の
割
合

(
)は
第

5次
子
ども
読
書
計
画
で
定
め
た
目
標
値

学
校
図
書
館
調
査
（
全
国
学
校
図
書
館
協
議
会
）

・第
6次

「学
校
図
書
館
図
書
整
備
等

5か
年
計
画
」（

R
4～

Ｒ
8）

Ｒ
4年

度
か
らの
第

6次
計
画
を
踏
ま
え
た
国
の
支
援
策
が
必
要
。学

校
図

書
館
図
書
標
準
の
達
成
、計

画
的
な
図
書
の
更
新
等
が
課
題
。

○
取
り巻

く情
勢
の
変
化
ー
デ
ジ
タ
ル
社
会
へ
の
対
応
ー

・G
IG

Aに
よ
る
一
人
一
台
端
末
の
整
備
を
踏
ま
え
た
学
校
図
書
館
の
利
活
用
が
課
題
。

・子
供
達
の
情
報
活
用
能
力
の
育
成
とと
も
に
、多

様
な
子
供
達
の
読
書
機
会
の
確
保
等
の
た
め
に
、

電
子
書
籍
の
利
用
、学

校
図
書
館
や
図
書
館
の

D
Xを
進
め
る
必
要
が
あ
る
。

○
読
書
活
動
の
総
合
的
推
進

・多
様
な
子
供
の
読
書
活
動
を
推
進
す
る
た
め
に
は
様
々
な
機
関
や
人
々
の
連
携
・協
力
が
不
可
欠

で
あ
る
。 図

書
館
、学

校
、民

間
団
体
な
ど関

係
機
関
が
連
携
して
行
う子

供
の
読
書
活
動
を
推

進
す
る
様
々
な
取
組
を
促
す
必
要
が
あ
る
。

図
書
館
・学
校
図
書
館
等
を
活
用
した
読
書
活
動
の
推
進

17
百
万
円
（

7百
万
円
）

司
書
教
諭
講
習
の
実
施

 
22
百
万
円
（

21
百
万
円
）

学
校
図
書
館
法
に
基
づ
き、
学
校
図
書
館
の
専
門
的
職
務
を掌

る
「学
校
図
書
館

司
書
教
諭
」の
養
成
の
た
め
、全

国
の
教
育
機
関
が
講
習
を実

施
す
るた
め
の
経
費
を

措
置
す
る
。＜

委
託
事
業
：

47
箇
所
（
大
学
及
び
教
育
委
員
会
）

×
0.

5百
万
円
＞

「子
ども
読
書
の
日
」（

4月
23
日
）
の
理
解
推
進

5百
万
円
（

5百
万
円
）

国
民
の
間
に
広
く子
供
の
読
書
活
動
に
つ
い
て
関
心
と理

解
を深

め
る
た
め
に
、

「子
ども
読
書
の
日
」（

4月
23
日
）
を広

く周
知
す
る
とと
も
に
、特

色
あ
る
優
れ
た

取
組
を行

って
い
る
図
書
館
・学
校
・団
体
等
を表

彰
す
る
。＜

直
轄
事
業
＞

読
書
活
動
の
推
進
等
に
関
す
る
調
査
研
究

 1
1百

万
円
（

12
百
万
円
）

①
子
ども
読
書
基
本
計
画
を踏

まえ
、子

供
の
読
書
活
動
や
図
書
館
の
実
態
把
握
な
ど諸

制
度
の
見
直
しや
施
策
立
案
に
必
要
な
基
礎
資
料
を得

るた
め
の
調
査
分
析
等
を行

う。
②
図
書
館
等
に
お
け
る
デ
ジ
タル
化
や
Ｄ
Ｘ
を推

進
す
る
た
め
、学

校
図
書
館
や
図
書
館
の

デ
ジ
タル
化
に
向
け
た
課
題
や
そ
の
対
応
方
策
を策

定
す
る
た
め
の
実
証
的
な
調
査
研
究
を

行
う。

（
課
題
解
決
型
調
査
研
究
）
＜
委
託
事
業
：
各

1団
体

×
①

4百
万
円
、②

7百
万
円
）
＞

令
和

6年
度
要
求
・要
望
額

56
百
万
円

（
前
年
度
予
算
額

45
百
万
円
）

・不
読
率
の
低
減

（
担
当
：
総
合
教
育
政
策
局
地
域
学
習
推
進
課
）
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（４）社会教育デジタル活⽤等推進事業 
 

           （前 年 度 予 算 額  ４８，６０４千円） 

令和６年度要求額  ７８，３２６千円 

 

 

１．要旨 

社会の急速なデジタル化の進展の中で、社会教育分野におけるデジタル環境の整備や活

用の遅れが顕在化しており、公民館等の社会教育施設のデジタル機能を強化し、地域づくり

の拠点として「リアル」と「デジタル」を組み合わせた効果的な教育活動により、地域の教

育力の向上を図る必要がある。 

 また、公共施設のより効率的・効果的な整備・運営等に向けて、老朽化等が進む公民館等

の社会教育施設においても、民間の資金と創意工夫を活用するＰＰＰ／ＰＦＩ等の活用を

進めていく必要がある。 

このため、デジタルの活用や PPP/PFI 等の活用を進める地方公共団体が抱える技術面・人

材面・財政面等の課題に対する伴走支援を行い、誰一人取り残されないデジタル社会の実現

に向けて、地域コミュニティの基盤となる社会教育施設を活性化し、デジタル田園都市国家

構想を推進する。 

 

２．内容 

公民館・図書館等の社会教育施設における PPP/PFI 等の活用、デジタル機能の強化に向

けた地方公共団体等への伴走支援を実施する。 

 

【主な支援内容】 

・相談窓口の開設 

・専門家派遣の実施 

・説明会・研修会等の実施 

・個別案件形成支援（導入可能性調査等の具体的検討への支援、モデル形成等） 

・支援方策や事例等の収集・分析 

・Web サイト、手引書等の活用による情報発信  
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社
会
教
育
デ
ジ
タ
ル
活
用
等
推
進
事
業

背
景
・課
題 ア
ウ
ト
プ
ット
（
活
動
目
標
）

ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

イ
ン
パ
ク
ト
（
国
民
・社
会
へ
の
影
響
）
、目
指
す
べ
き
姿

事
業
内
容

〇
 社
会
教
育
施
設
の

PP
P/

PF
I等
の
活
用
・デ
ジ
タ
ル
機
能
強
化
へ
の
支
援

文
部
科
学
省

アド
バ
イザ
ー
事
務
局

委
託

相
談
・報
告

・
相
談
窓
口
の
開
設

・
専
門
家
派
遣
の
実
施

・
説
明
会
・研
修
会
等
の
実
施

・
個
別
案
件
形
成
支
援

・
支
援
方
策
や
事
例
等
の
収
集
・分
析

・
W

eb
サ
イト
、手

引
書
等
の
活
用
に
よ
る
情
報
発
信

専
門
家
派
遣

相
談
窓
口

研
修
会

・
地
方
公
共
団
体
の
伴
走
支
援
を
行
う事

務
局
の
設
置

・
PP

P/
PF

I等
の
活
用
に
向
け
た
伴
走
支
援
の
実
施

・
デ
ジ
タル
機
能
強
化
に
向
け
た
伴
走
支
援
の
実
施

W
eb
サ
イト

令
和

6年
度
要
求
・要
望
額

78
百
万
円

（
前
年
度
予
算
額

49
百
万
円
）

地
方
公
共
団
体

（
公
民
館
・図
書
館
等
）

３
．
生
産
性
を
高
め
経
済
社
会
を
支
え
る
社
会
資
本
整
備

公
共
サ
ー
ビス
を
効
率
的
か
つ
効
果
的
に
提
供
す
る
Ｐ
Ｐ
Ｐ
／
Ｐ
Ｆ
Ｉ
に
つ
い
て
、改

定
ア
クシ
ョン
プ
ラン
に
基

づ
き
、各

重
点
分
野
に
お
け
る
事
業
件
数
目
標
の
達
成
と上

積
み
を
視
野
に
、取

組
を
推
進
す
る
。空

港
、ス
タジ
ア

ム
・ア
リー
ナ
、文

化
施
設
等
の
重
点
分
野
へ
の
公
共
施
設
等
運
営
事
業
等
の
事
業
化
支
援
を
継
続
しつ
つ
、Ｇ

Ｘ
に
貢
献
す
る
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
分
野
を
始
め
とす
る
新
領
域
の
開
拓
と案

件
形
成
を
図
る
。

経
済
財
政
運
営
と改

革
の
基
本
方
針

20
23
（
令
和

5年
6月

16
日
閣
議
決
定
）

社
会
教
育
施
設
の
整
備
や
運
営
に
お
け
る

PP
P/

PF
I等
の
活
用
、デ
ジ
タル
環
境
の
整
備
や
その
効
果
的
な
活
用
を促

進
す
る
た
め
、全

国
をカ
バ
ー
す
る
支
援
体
制
を構

築
し、
地
方
公
共
団
体
等
か
らの
相
談

対
応
や
専
門
家
派
遣
、導

入
可
能
性
調
査
等
の
検
討
支
援
、情

報
発
信
な
どの
伴
走
支
援
を実

施

➤
社
会
の
急
速
な
デ
ジ
タル
化
の
中
で
、社

会
教
育
分
野
に
お
け
る
デ
ジ
タル
化
の
遅
れ
が
顕
在
化
し、

公
民
館
等
の
社
会
教
育
施
設
の
デ
ジ
タ
ル
機
能
を
強
化
し
、 
「リ
ア
ル
」と
「デ
ジ
タル
」を
組
み
合
わ
せ

た
効
果
的
な
教
育
活
動
に
より
、地
域
の
教
育
力
の
向
上
を
図
る
必
要
が
あ
る

➤
公
共
施
設
の
より
効
率
的
・効
果
的
な
整
備
・運
営
等
に
向
け
て
、老

朽
化
等
が
進
む
公
民
館
等
の

社
会
教
育
施
設
に
お
い
て
も
、民
間
の
資
金
と創

意
工
夫
を
活
用
す
る

PP
P/

PF
I等
の
活
用
を

進
め
て
い
く必
要
が
あ
る

・
PP

P/
PF

Iア
クシ
ョン
プ
ラン
に
お
け
る
具
体
化
目
標
を
達
成
す
る
た
め
、自

治
体
へ
の
伴
走
支
援
を
強
化

・
「新
しい
資
本
主
義
の
グ
ラン
ドデ
ザ
イン
及
び
実
行
計
画
」（

R5
.6

.1
6閣

議
決
定
）
を
踏
ま
え
、公
民
館
等
の

身
近
な
施
設
に
つ
い
て
の
モ
デ
ル
形
成
を
支
援

➤
地
域
コ
ミュ
ニ
テ
ィの
基
盤
とな
る
社
会
教
育
施
設
を
活
性
化
し、
デ
ジ
タル
田
園
都
市
国
家
構
想
を

推
進

・
社
会
教
育
施
設
の
よ
り効

果
的
・効
率
的
な
整
備
・運
営
を
検
討

（
施
設
の
複
合
化
、官

民
連
携
に
よ
る
施
設
・設
備
整
備
、運

営
等
）

・
デ
ジ
タル
を
活
用
した
よ
り効

果
的
な
取
組
等
の
実
施
を
検
討

（
IC

T等
を
活
用
した
地
域
課
題
解
決
の
取
組
の
実
施
等
）

 等

社
会
教
育
施
設
を
拠
点
とし
た
、地

域
住
民
が
主
体
的
に
学
べ
る
教
育
環
境
の
実
現

（
地
域
課
題
解
決
に
向
け
た
取
組
の
充
実
、効

果
的
・効
率
的
な
施
設
運
営
、社

会
教
育
施
設
が
地
域
コミ
ュニ
テ
ィの
基
盤
とし
て
機
能
）

支
援
方
策
・事
例
の
紹
介

専
門
家
派
遣
に
よ
る
助
言

説
明
会
・研
修
会
の
実
施

個
別
案
件
に
対
応
した
支
援

調
査
・効
果
分
析

等

メー
ル
・電
話
等
で
相
談

➤
PP

P/
PF

I等
の
活
用
に
よ
る
取
組
の
質
・利
便
性
等
の
向
上
、行

政
コス
トの
削
減

➤
デ
ジ
タル
の
活
用
に
よ
る
取
組
の
質
・利
便
性
の
向
上
、地

域
課
題
の
解
決

等

・
社
会
教
育
施
設
に
お
け
る
デ
ジ
タル
の
効
果
的
な
活
用
や

PP
P/

PF
Iの

導
入
を
検
討
す
る
自
治
体
数
の
増
加

・
PP

P/
PF

Iの
活
用
や
デ
ジ
タル
環
境
の
整
備
等
を
行
う施

設
の
増
加

デ
ー
タ

蓄
積

３
．

PP
P/

PF
Iア
クシ
ョン
プ
ラン
推
進
の
目
標

（
２
）
重
点
分
野
と目

標
ⅱ
）
各
重
点
分
野
に
お
け
る
取
組

⑥
文
化
・社
会
教
育
施
設

令
和
４
年
度
か
ら公

共
施
設
等
運
営
事
業
等
の
活
用
に
向
け
た
取
組
を
抜
本
的
に
強
化
し、
令
和
８
年
度

ま
で
に
１
０
件
の
具
体
化
を
目
標
とす
る
。さ
らに
、令

和
１
３
年
度
ま
で
に
３
０
件
の
具
体
化
を
狙
う。

PP
P/

PF
I推
進
ア
ク
シ
ョン
プ
ラ
ン
（
令
和
５
年
改
定
版
）

（
令
和
５
年
６
月
２
日
民
間
資
金
等
活
用
事
業
推
進
会
議
決
定
）

（
民
間
団
体
向
け
委
託

×
１
か
所
）

→
令
和

6年
度
は
自
治
体
へ
の
個
別
支
援
を
拡
充

（
令
和

5年
度
より
実
施
）

（
担
当
：
総
合
教
育
政
策
局
地
域
学
習
推
進
課
）
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（５）学校安全推進事業 
 

（前 年 度 予 算 額  ３４２，９８３千円） 

令和６年度要求額  ３７２，９８３千円  

 

１．要旨 

我が国においては、東日本大震災及び台風・集中豪雨等による自然災害、登下校中の子供

が巻き込まれる交通事故や、さらには、学校内外において不審者による子供の安全を脅かす

事件などが多く発生しており、子供の安全の確保が喫緊の課題となっている。 

特に、一昨年 6 月に発生した千葉県八街市における下校中の児童が死傷する交通事故、本

年３月に発生した埼玉県戸田市における不審者侵入刺傷事件の発生など、登下校時を含む

学校での児童生徒等の安全確保に向けた対策が必要である。 

このため、教職員や児童生徒の防犯、交通安全、防災に関する意識の向上を図り、児童生

徒自身に安全に身を守るための能力を身につけさせる安全教育の充実や、児童生徒の生活

の場である学校の安全管理体制の充実など、地域全体での学校安全の取組を推進する。 

また、実効性ある学校安全施策を進めるために必要な調査研究を実施する。 

 

２．内容 

（１）学校安全教室の推進               35,170 千円（35,170 千円） 

① 指導者養成事業  

学校における学校安全教室（防犯教室、防災教室及び交通安全教室）の講師となる

教職員等に対する講習会や、教職員等向けの事件事故発生時の初期対応能力等向上の

ための講習会（現代的課題へ対応するための教職員等の研修・訓練、事故対応に関す

る講習会、AED の取扱いを含む心肺蘇生法実技講習会）の実施を支援する。［47地域］ 

② リーフレット作成 

小学校新１年生向け学校安全教室用リーフレットを作成・配布する。 

（２）学校安全総合支援事業             251,466 千円（241,466 千円） 

「第３次学校安全の推進に関する計画」の策定を受け、幼稚園や保育所等との連携の充 

実や、地域と連携した安全教育の展開など、学校種・地域の特性に応じた地域全体での学 

校安全推進体制の構築を図るため、セーフティプロモーションスクール（SPS）等の先進事 

例を参考とするなどして、学校安全の組織的取組と外部専門家の活用を進めるとともに、 

各自治体内での国立・私立を含む学校間の連携を促進する取組を支援する。［47地域］ 

また、学校安全に係る専門性向上支援を図るため、教育委員会や学校関係者を対象と 

した周知啓発のためのセミナーの開催や、学校安全推進体制が十分でない自治体や学校 

へ指導助言を行うアドバイザーの派遣等を行うとともに、通学時等を含めた学校安全に 

ついて、地域ごとの環境等の違いを踏まえた効果的な対策等を検討する。 
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さらに、今年度の学校安全の推進に関する有識者会議の検討を経て新たに策定予定の 

「安全点検要領」や改正予定の「事故対応指針」を活用した実効ある取組が各地で進む 

よう、安全点検・事故対応コンサルタントの派遣・紹介等を実施する。 

（３） 安全教育の推進に関する調査研究        86,347 千円（66,347 千円） 

① 学校管理下における事故防止に関する調査研究 

外部人材の活用や組織活動の観点を踏まえた安全点検の高度化及び事故データの分

析に関する調査研究を行う。 

② 安全教育の質向上に向けた調査研究  

実践的な防災教育や避難訓練を実施する際に活用できる「防災教育の手引き（特別 

支援学校版）」等を開発する。 

③ 学校安全の推進に関する計画に係る調査研究 

効率的・効果的な施策の立案に資するため、学校安全計画に係る取組状況調査（ス 

クールバスに関する調査研究を含む）を実施し、その結果を分析（学校安全情報、 

SPS に係る取組等の見える化）する。 
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学
習
・安
全
課

 

令
和

6年
度
要
求
・要
望
額
（
案
）

 2
.5
億
円

（
前
年
度
予
算
額

2.
4億

円
）
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（６）地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業 

 

（前 年 度 予 算 額  ３３７，５０４千円） 

令和６年度要求額  ３３７，５０４千円  
 

１．要旨 

学校、通学路の安全確保に向け、昨今の児童生徒の尊い命を奪う交通事故・事件の発生

も踏まえ、スクールガード・リーダー等の増員による見守りの充実や、スクールガード等

のボランティアの養成・資質向上を促進することにより、警察や保護者、PTA 等との連携

の下で見守り体制の一層の強化を図る。 

 

２．内容 

「スクールガード・リーダー（防犯の知識を有する者）」や「スクールガード（学校安

全ボランティア）」の活用等により、地域ぐるみで子供の安全を見守る体制を整備し、

地域社会と連携した学校安全に関する取組を通じて、地域力の強化を図る。 

（１）スクールガード・リーダーの育成支援 
スクールガード・リーダーの資質を備えた人材（警察官 OB・教職員 OB・防犯協会役

員等）に対する育成講習会を実施する。 

（２）スクールガード・リーダーに対する活動支援 

スクールガード・リーダーによる指導、見守り活動に対する謝金、各学校を定期的に

巡回するための旅費等を補助する。 

学校等の巡回活動等を円滑にするためにスクールガード・リーダーの連絡会等の開

催を支援、装備品の充実を図る。 

（３）スクールガード（ボランティア）の養成・資質向上 

通学路で子供たちを見守るスクールガードの防犯に対する知識、非常時の対応策等

を身に付けさせるための養成講習会を実施する。 

活動の参考となる資料を配布することによる見守りの質の向上を図る。 
（４）スクールガード増員による見守りの強化及び活動に対する支援 

スクールガード等を募集するための広報紙等の作成費用を補助する。 

「登下校防犯プラン」等に基づく、登下校時のパトロールや地域の連携の場構築など

防犯活動への支援を行う。 

子供の見守り活動に係る帽子や腕章などの消耗品費、ボランティア保険料を補助す

る。 
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地
域
ぐる
み
の
学
校
安
全
体
制
整
備
推
進
事
業

令
和

6年
度
要
求
・要
望
額

 
 3

38
百
万
円

（
前
年
度
予
算
額

 3
38
百
万
円
）

学
校

や
通

学
路

の
安

全
確

保
に
向

け
、

昨
今

の
児

童
生

徒
の

尊
い
命

を
奪

う
事

故
・

事
件

の
発

生
も
踏

ま
え
、

ス
ク
ー

ル
ガ

ー
ド
・

リ
ー

ダ
ー

等
の

増
員

に
よ
る
見

守
り
活

動
の

充
実

、
ス
ク
ー

ル
ガ

ー
ド
等

の
ボ

ラ
ン
テ
ィ
ア
の

養
成

・
資

質
向

上
の

促
進

、
警

察
や

保
護
者
、

P
T

A
等
と
の

連
携

の
下

で
見

守
り
体
制
の

一
層

の
強
化

が
必
要
と
さ
れ

て
い
る
。

○
ス
クー
ル
ガ
ー
ド・
リー
ダー
に
よ
る
助
言
、見

守
り活

動
に
対
す
る
謝
金
、各

学
校
を
定
期
的
に

巡
回
す
る
た
め
の
旅
費
等
の
補
助

○
学
校
等
の
巡
回
活
動
等
を
円
滑
に
す
る
た
め
に
ス

クー
ル
ガ
ー
ド・
リー
ダー
の
連
絡
会
等
の
開
催

を
支
援
、装

備
品
の
充
実

○
通
学
路
で
子
供
た
ち
を
見
守
る
ス
クー
ル
ガ
ー
ド

の
防
犯
等
に
関
す
る
知
識
や
非
常
時
の
対
応
策
等

を
身
に
付
け
させ
る
た
め
の
養
成
講
習
会
の
実
施

○
ス
クー
ル
ガ
ー
ド等

を
募
集
す
る
た
め
の
広
報
紙

や
ポ
ス
ター
、看

板
等
の
作
成
費
用
の
補
助

「
地
域
の
連
携
の
場
」
の

構
築
な
ど
地
域
全
体
で
見

守
る
体
制
を
強
化

国
公
私
立
学
校

警
察

地
域
住
民

保
護
者

PT
A

ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
・
リ
ー
ダ
ー
の

育
成
支
援

ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
・
リ
ー
ダ
ー
に

対
す
る
活
動
支
援

ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
（
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
）

の
養
成
・
資
質
向
上

ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
増
員
に
よ
る

見
守
り
の
強
化
及
び
活
動
に
対
す
る
支
援

○
ス
クー
ル
ガ
ー
ド・
リー
ダー
の
資
質
を
備
え
た

人
材
（
警
察
官

O
B・
教
職
員

O
B・
防
犯
協
会
役
員

等
）
に
対
す
る
育
成
講
習
会
の
実
施

○
各
種
講
習
会
等
へ
の
参
加
支
援
（
他
の
自
治
体
で

開
催
す
る
育
成
講
習
会
へ
の
参
加
支
援
も
含
む
）

地
域
ぐ
る
み
で
子
供
の
安

全
を
守
る
体
制
構
築

ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
・
リ
ー
ダ
ー
育
成

講
習
会
や
ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
養
成
講
習
会

の
開
催
に
係
る
経
費
を
補
助
し
、

見
守
り
の
人
材
確
保
と
質
の
向
上

ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
・
リ
ー
ダ
ー
が

ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
に
対
し
て
、

見
守
り
活
動
・
警
備
上
の
ポ
イ
ン
ト
や

不
審
者
対
応
等
に
つ
い
て
指
導
・
助
言

ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド

(学
校
安
全
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア

)

地
域
の
つ
な
ぎ
役

ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
・

リ
ー
ダ
ー

防
犯

【
補
助
事
業
（補

助
率
：国

庫
補
助
率

1/
3、

都
道
府
県
・市

町
村
各

1/
3

※
市
町
村
直
接
実
施
の
場
合

2/
3負

担
）、

実
施
主
体
：都

道
府
県
及
び
市
町
村
、
平
成

17
年
度
事
業
開
始

】

○
「登
下
校
防
犯
プ
ラン
」等
に
基
づ
く、
登
下
校

時
の
パ
トロ
ー
ル
や
地
域
の
連
携
の
場
構
築
な
ど

防
犯
活
動
へ
の
支
援

○
子
供
の
見
守
り活

動
に
係
る
帽
子
や
腕
章
な
ど

の
消
耗
品
費
、ボ
ラン
テ
ィア
保
険
料
の
補
助

見
守
り
活
動
等
を
補
う
取
組
へ
の
支
援

○
学
校
へ
の
不
審
者
侵
入
防
止
の
ソ
フト
対
策
に
係
る
費

用
の
補
助
（
注
意
喚
起
看
板
等
の
設
置
な
ど）

（
担
当
：
総
合
教
育
政
策
局
男
女
共
同
参
画
共
生
社
会
学
習
・安
全
課
）

○
通
学
路
等
の
危
険
箇
所
に
つ
い
て
注
意
を
喚
起
す

る
看
板
や
交
通
安
全
啓
発
看
板
等
の
作
成
費
用
の
補
助

○
活
動
の
参
考
とな
る
資
料
の
作
成
や
配
布
す
る
こと
に
よ

る
見
守
りの
質
の
向
上

背
景
・課
題

事
業
内
容
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８． 
リ・スキリングを含めたリカレント教育等 

社会⼈の学び直しの機会の拡充 
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（１）新時代の産学協働リカレント教育モデル開発⽀援事業

（ 新  規 ） 

令和６年度要求額 ７１６，３８６千円 

１．要旨 

本事業は、産業界と協働し、理論と実践が融合した専門的・分野横断的学びなど「大学に

しかできない」かつ「企業成長に直結する」リカレント教育モデルを開発する大学を支援す

るものである。 

「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画 2023 改訂版」や「成長戦略等のフォ

ローアップ」、「教育振興基本計画」などにおいて、産業界と連携した高度人材育成やリ・

スキリング・プログラムの提供の重要性については示されている。また、令和４年度第２次

補正予算「成長分野における即戦力人材輩出に向けたリカレント教育推進事業」において、

大学等からの申請件数が当初の採択予定件数の 1.5 倍以上となった他、経団連からも大学

による高度な人材育成プログラムに対する継続的支援を提言されるなど、大学側・企業側と

もに支援の必要性を訴えている。 

上記のような必要性も踏まえ、リカレント教育プログラムの開発にあたっては、受講生の

継続的確保や企業等のニーズ把握に課題を感じる大学等も多かったところ、企業等の従業

員派遣や学内の体制構築を参画要件とする事業モデルを通じて、真に持続的なリカレント

教育モデルの開発を図る。 

２．内容 

（１）高度人材育成のための産学協働リカレント教育モデルの開発 615,021 千円 

特定の大学や高等専門学校と企業とが連携して、成長分野をはじめとしたプログラム 

開発を行うとともに、企業実務を通じた効果検証のフィードバックを踏まえ継続的に内 

容の改善を図る体制も備えた新たなリカレント教育のモデルを構築する。企業の経営・人 

事戦略に基づいて従業員を派遣したり、その受講成果を昇給・昇格といった処遇に反映し 

たりするなど、より進んだ産業界の取組も促進する。 

（２）産学協働リカレント教育モデルの開発にあたる伴走支援  49,647 千円 

リカレント教育体制構築に際して、産業界のニーズと大学等の教育資源のマッチング

から教育コンテンツの開発、企業派遣を含む受講者確保、終了後のプログラム改善や継続 

派遣に向けたフォローに至るまで､進捗を把握し、調査・助言等を通じて持続的教育体制 

の構築を全面的に支援する。 

（３）産学協働リカレント教育モデルの開発にあたる審査・評価 50,380 千円 

大学等の拠点採択に際する事業計画審査や採択後の評価、改善に向けたアドバイス等 

を行う。 
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新
時
代
の
産
学
協
働
リカ
レ
ン
ト
教
育
モ
デ
ル
開
発
支
援
事
業

実
施
内
容

令
和

６
年

度
要

求
・要

望
額

71
6百

万
円

背
景


「企
業
成
長
に
直
結
す
る
」 
「高
等
教
育
機
関
し
か

で
き
な
い
」 
リカ
レ
ン
ト
教
育
モ
デ
ル

を確
立

＜
KP

I：
参

画
企

業
等

の
うち

、大
学

等
で

学
ぶ

従
業

員
へ

の
支

援
制

度
を整

備
す

る者
の

割
合

＞


社

会
人

向
け

の
リカ
レ
ン
ト
教
育
の
提
供
を
強
み
と

し
て
成
長
す
る
大
学

の
創

出
＜

KP
I：

開
発

され
た

教
育

モデ
ル

の
うち

、受
講

料
収

入
等

に
よる

自
立

的
運

営
を達

成
した

もの
の

割
合

＞

事
業
イ
メ
ー
ジ

生
成

AI
を
ビ
ジ
ネ
ス
で
利

用
 

す
る
際

の
危

険
性

は
？

ｶ
ｰ
ﾎ
ﾞﾝ
ﾆ
ｭ
ｰ
ﾄﾗ

ﾙ
の
世
界
的

動
向
を
踏
ま
え
て
企
業

戦
略
を
考
え
た
い

最
先

端
の

研
究

動
向

は
？

高
度

で
体
系
的
な
知
識
を

必
要

と
す
る
人
材
を
派
遣 俯

瞰
的
な
構
想
力

異
分
野
か
ら
の
発
想

人
的
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
形
成

リ
カ
レ
ン
ト
教
育
（
リ
・
ス
キ
リ
ン
グ
）
の

企
業

・
大
学
等
の
新
た
な
協
働

目
的

１
.高

度
人
材
育
成
の
た
め
の
産
学
協
働
リカ
レ
ン
ト
教
育
モ
デ
ル
の
開
発

①
産
業
界
と大

学
等
の
協
働
体
制
の
構
築

➡
組
織
対
組
織
で
の
持
続
可
能
で
発
展
的
な
リカ
レ
ン
ト
教
育
体
制

≪大
学

等
≫コ

ー
デ

ィネ
ー

ター
配

置
、学

内
の

リカ
レン

ト教
育

体
制

構
築

や
企

業
等

連
携

の
調

整
・推

進
等

≪企
業

等
≫従

業
員

の
送

り出
し、

派
遣

受
講

生
の

成
果

に
関

す
る

デ
ー

タ提
供

、処
遇

・人
事

制
度

へ
の

反
映

検
討

等
②
成
長
分
野
を
は
じ
め
とし
た
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
開
発

➡
高
等
教
育
機
関
に
し
か
で
き
な
い
教
育
で
、産
業
界
に
人
材
投
資
メ
リッ
ト
が
実
感
で
き
る
プ
ロ
グ
ラ
ム
開
発

２
.産

学
協
働
リカ
レ
ン
ト
教
育
体
制
構
築
の
た
め
の
伴
走
支
援

【１
億
円
】（

民
間

企
業

等
へ

の
委

託
等

 2
か

所
）


リカ

レ
ン

ト教
育

体
制

構
築

に
際

して
、産

業
界

の
ニ

ー
ズ

と大
学

等
の

教
育

資
源

の
マ

ッチ
ン

グ
か

ら教
育

コン
テ

ン
ツ

の
開

発
、企

業
派

遣
を

含
む

受
講

者
確

保
、終

了
後

の
プ

ログ
ラム

改
善

や
継

続
派

遣
に

向
け

た
フォ

ロー
に

至
る

ま
で

､進
捗

を把
握

し、
調

査
・助

言
等

を通
じて

持
続

的
教

育
体

制
の

構
築

を全
面

的
に

支
援

す
る

。


大
学

等
の

拠
点

採
択

に
際

す
る

事
業

計
画

審
査

や
採

択
後

の
評

価
、改

善
に

向
け

た
アド

バ
イス

等
を

行
う。


労

働
人

口
の

減
少

は
不

可
避

で
あ

る
中

、労
働
生
産
性
の
向
上
は
国
家
的
課
題


アメ

リカ
企

業
と比

べ
て
日
本
企
業
の

O
JT
以
外
で
の
人
材
投
資
は
わ
ず
か

1/
20
程
度


VU

CA
の

時
代

に
あ

って
真

に
必

要
とさ

れ
る

ス
キ

ル
は

、資
格
や
検
定
で
は
な
く「
分
野
横
断
的
知
識
・能
力
」「
理
論
と実

践
の
融
合
」「
分
析
的
思
考
」等

※
で

あ
り、
リカ
レ
ン
ト
教
育
を
大
学
等
の
責
務
とし
て
行
う必

要


しか

し、
現

実
に

は
企
業
は
大
学
等
を
リ・
ス
キ
リン
グ
や
リカ
レ
ン
ト
教
育
の
場
とみ
な
し
て
い
な
い

（
過

去
５

年
で

従
業

員
を大

学
等

に
送

り出
した

企
業

等
は

10
％

未
満

）


国
際

的
に

も
社

会
人

割
合

が
低

い
日

本
の

大
学

は
、産
業
界
の
ニ
ー
ズ
に
柔
軟
に
対
応
で
き
る
教
育
体
制
が
不
十
分 大

学
等

企
業
等

計
9.

2億
円

×
2/

3＝
要
求
額

6.
1億

円

＜
生

成
AI

の
導

入
に

よる
企

業
成

長
とリ

ス
クマ

ネ
ジ

メン
トプ

ログ
ラム

＞
＜

GX
や

SD
Gs

な
どの

企
業

戦
略

を担
う人

材
の

た
め

の
プロ

グ
ラム

＞
＜

半
導

体
開

発
の

最
先

端
の

研
究

動
向

を踏
まえ

た
プロ

グ
ラム

＞
＜

企
業

経
営

理
論

をベ
ー

ス
とし

た
マネ

ジ
メン

ト人
材

育
成

プロ
グ

ラム
＞

例

※
地

域
・業

種
等

に
よ

り様
々

な
企

業
等

の
協

力
を

得
て

実
践

的
か

つ
持

続
的

な
実

施
体

制
を

構
築

す
る

た
め

、成
果

を
踏

ま
え

た
企

業
等

の
行

動
変

容
を

促
す

期
間

も
考

慮
し、

事
業

期
間

は
３

年
間

。

※
企

業
に

も
主

体
的

な
参

画
を

求
め

る
た

め
、補

助
率

2/
3と

す
る

メ
ニ
ュ
ー
Ⅰ
・
Ⅱ
実
施
要
件

［
メ
ニ
ュー
Ⅰ
】分
野
横
断
型

 ４
件

×
0.

8億
円

［
メ
ニ
ュー
Ⅱ
】分
野
特
化
型

15
件

×
0.

4億
円


特

定
の

大
学

や
高

等
専

門
学

校
と企

業
とが

連
携

して
、新

た
な

リカ
レン

ト教
育

の
モ

デ
ル

を構
築

。企
業

の
経

営
・

人
事

戦
略

に
基

づ
い

て
、従

業
員

を派
遣

した
り、

その
受

講
成

果
を給

与
に

反
映

す
るな

ど、
より

進
ん

だ
取

組
を推

進
。大

学
等

も
それ

に
値

す
る

プロ
グ

ラム
を

企
業

実
務

を通
じた

効
果

検
証

の
フィ

ー
ドバ

ック
を踏

まえ
つ

つ
開

発
。

（
総

合
教

育
政

策
局

生
涯

学
習

推
進

課
）

※
経

団
連

産
学

協
議

会
20

22
年

報
告

／
世

界
経

済
フォ

ー
ラム

「仕
事

の
未

来
20

20
」

※
これ

らの
能

力
は

職
業

上
も

活
用

可
能

性
が

高
く、

大
学

で
の

育
成

が
期

待
され

る
高

度
な

リ・
ス

キ
リン

グ
で

あ
り、

リカ
レ

ント
教

育
の

一
部

と捉
え

る
。

社
会

の
多

様
な

ニー
ズ

に
対

応
す

る
大

学
等

に
しか

出
来

な
い

教
育

プロ
グ

ラム
を開

発
・実

施
し、

その
成

果
を学

位
プロ

グ
ラム

に
反

映
す

る
こと

も
推

奨

→
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
の
実
施
を
大
学
の
ミ
ッ
シ
ョ
ン
と
し
て
明
確
に
位
置
付
け
、

全
学
的
な
体
制
整
備
を
行
う
な
ど
、
大
学
・
大
学
院
の
改
革
に
つ
な
げ
る
。
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（２）専⾨職業⼈材の最新技能アップデートのための専修 
学校リカレント教育（リ・スキリング）推進事業 

 

  （前 年 度 予 算 額 ４０１，６２９千円） 

令和６年度要求額  ４０１，６２９千円  
 

１．要旨 

社会の変化は早く、「Society 5.0」や「DX（デジタル・トランスフォーメーション）」

の実現に向けた取組があらゆる分野で進められており、専門学校を卒業し、専門的職業人材

として社会で活躍する人材においても、かつて学んだ知識・技能だけでは複雑化・高度化す

る課題に対応することは困難となっている。そのため、最新の知識・技能を体系的に学び直

し、より高度なスキルを身に着けていく必要がある。専門的職業人材を輩出する機関として

専修学校がこれまで果たしてきた役割は大きいものの、今後さらにそうした人材のスキル・

知識をアップデートするための学び直しについて積極的な取組が必要である。 

他方、社会人の学び直しの実現に当たっては企業・専門学校側それぞれに課題がある。企

業等の人事担当者の多くは、従業員に身に着けさせたい知識・スキルを体系的な研修プログ

ラムに落とし込んで提供することが困難と考えている。一方、専修学校側は、リカレント講

座の実施に当たり、各業界等のニーズの把握や生徒数の確保について不安を抱えている。 

こうしたことから、専修学校と企業・業界団体等が連携体制を構築し、各職業分野におい

て受講者の知識・スキルを最新のものにアップデートできるリカレント教育のコンテンツ

を作成するとともに、企業・団体のニーズに応じたカスタマイズや受講しやすい環境構築等

により、多くの企業が必要とするリカレント教育を提供することに加え、企業や業界団体を

通じて情報提供を行い、各企業や団体からの紹介により専修学校のリカレント教育講座等

が安定的・持続的に受講者を確保できる体制を構築し、その成果の普及を図る。 

 

２．内容 

（１）専門職業人材の最新知識・技能アップデートプログラムの開発 

 368,544 千円（368,544 千円） 

各職業分野において、専修学校と企業・業界団体等との連携により、最新の知識・技 

能を習得することができるリカレント教育プログラムを作成する。作成したプログラム 

について業界団体等を通じて情報提供を行い、各企業や団体から専修学校でのリカレン 

ト教育講座等が安定的・持続的に活用されるよう体制を構築する。 

これらの取組をモデルとし、その効果の検証・成果について普及・展開を図る。 

（16 箇所） 

（２）分野横断連絡調整会議の実施            28,430 千円（28,430 千円） 

上記プログラム開発の進捗管理及び連絡調整を実施するとともに、各プログラムにお

いて開発・実証・研究された成果に横串を刺し、それらを体系的にまとめることによ 

り、専修学校によるリカレント教育の推進方策を検討する。（１箇所）  
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専
門
職
業
人
材
の
最
新
技
能
ア
ップ
デ
ー
ト
の
た
め
の
専
修
学
校
リカ
レ
ン
ト
教
育

（
リ・
ス
キ
リン
グ
）
推
進
事
業

 令
和

6年
度
要
求
・要
望
額

40
2百

万
円

背
景
・

課
題

・各
職
業
分
野
に
お
い
て
、進

歩
著
しい
知
識
・技
術
の
ア
ップ
デ
ー
トに
よ
る
個
人
の
資
質
の
向
上
。

（
例
）
自
動
車
整
備

 ×
電
気
自
動
車
等
の
クリ
ー
ン技

術
、建

築
 ×
ゼ
ロ・
エ
ネ
ル
ギ
ー
住
宅
な
ど

・企
業
や
団
体
等
か
らの
推
薦
に
よ
り、
安
心
して
学
び
直
しに
取
り組

む
こと
が
可
能
に
。

事
業

概
要

専
修
学
校
と企

業
・業
界
団
体
等
が
連
携
体
制
を
構
築
し、
各
職
業
分
野
に
お
い
て
受
講
者
の
知
識
・

ス
キ
ル
を
最
新
の
も
の
に
ア
ップ
デ
ー
ト
で
き
る
リカ
レ
ン
ト
教
育
の
コン
テ
ン
ツ
を
作
成
す
る
とと
も
に
、企

業
・業
界
団
体
の
ニー
ズ
に
応
じた
カス
タマ
イズ
や
受
講
しや
す
い
環
境
構
築
等
に
よ
り、
多
くの
企
業
が
必

要
とす
る
リカ
レ
ント
教
育
を
提
供
す
る
こと
に
加
え
、 業
界
団
体
を
通
じ
て
教
育
コン
テ
ン
ツ
の
情
報
提
供
を

行
う体

制
を
作
る
モ
デ
ル
を
構
築
し、
その
成
果
の
普
及
を
図
る
。

（
前
年
度
予
算
額

 
40

2百
万
円
）

専
門
職
業
人
材
の
最
新
知
識
・技
能
ア
ップ
デ
ー
ト
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
開
発


各
職
業
分
野
（
専
修
学
校
の
教
育
内
容

8分
野
）
に
お
い
て
、専

修
学
校

と企
業
・業
界
団
体
等
との

連
携
に
よ
り、
最
新
の
知
識
・技
能
を
習
得
す

る
こと
が
で
き
る
リカ
レ
ン
ト
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
作
成
。


作
成
した
プ
ログ
ラム
に
つ
い
て
業
界
団
体
等
を
通
じて
情
報
提
供
を
行
い
、

各
企
業
や
団
体
か
ら専

修
学
校
で
の
リカ
レ
ン
ト教

育
講
座
等
が
安
定
的
・

持
続
的
に
活
用
され
る
よ
う体
制
を
構
築
。


上
記
取
組
を
モ
デ
ル
とし
、そ
の
効
果
の
検
証
・成
果
に
つ
い
て
普
及
・展
開
。


件
数
・単
価
：

16
分
野

×
23
百
万
円
（
予
定
）


事
業
期
間
：
令
和

5年
度
～
令
和

7年
度

事
業
メ
ニ
ュー

分
野
横
断
連
絡
調
整
会
議
の
実
施


各
取
組
の
進
捗
管
理
お
よ
び
連
絡
調
整
を
実
施
。


各
取
組
の
事
業
成
果
を
体
系
的
に
ま
とめ
、普

及
・定
着
方
策
を
検
討
。


リカ
レ
ン
ト教

育
関
連
の
動
向
や
各
職
業
分
野
に
関
す
る
最
新
知
識
・技
能

等
に
関
す
る
情
報
収
集
、プ
ログ
ラム
開
発
受
託
団
体
へ
の
提
案
等
。


件
数
・単
価
：
１
か
所

×
28
百
万
円
（
予
定
）


事
業
期
間
：
令
和

5年
度
～
令
和

7年
度

（
数
値
に
つ
い
て
は
文
部
科
学
省
「専
修
学
校
リカ
レ
ン
ト教

育
総
合
推
進
プ
ロジ
ェク
ト」
調
査
結
果
よ
り）

協
働
に
よ
りリ
カレ
ント
教
育
プ
ログ
ラム
を
開
発
・提
供

それ
ぞ
れ
の
強
み
を
生
か
し、
課
題
を
解
決

＜
専
修
学
校
の
リカ
レ
ン
ト
教
育
に
関
す
る
課
題
＞

リカ
レ
ン
ト講

座
を
開
講
し
て
も
受
講
者
が
集
ま
らな

い
等
、事

業
とし
て
成
立
す
る
か
見
通
す
こと
が
困
難

【参
考
】リ
カレ
ント
講
座
の
実
施
に
際
して
の
課
題

・・
・社
会
人
等
の
生
徒
数
の
確
保
：

 2
8.

5％

企
業
・団
体

＜
専
修
学
校
との
連
携
に
よ
って
解
決
さ
れ
る
こと
＞

•
専
修
学
校
が
持
つ
、 受

講
者
の
レ
ベ
ル
や
ス
キ
ル
に

応
じ
た
教
育
や
学
習
成
果
等
の
評
価
等
に
関
す
る

ノウ
ハ
ウ
の
提
供

専
修
学
校

＜
企
業
・業
界
団
体
の
リカ
レ
ン
ト
教
育
に
関
す
る
課
題
＞

業
界
ニ
ー
ズ
を
具
体
的
な
知
識
や
技
能
に
落
とし
込
み
、

それ
に
見
合
った
学
習
内
容
を
提
供
す
る
の
が
困
難

【参
考
】O

ff-
JT
を
実
施
す
る
うえ
で
の
課
題

・・
・身
に
着
け
させ
る
べ
き
知
識
・ス
キ
ル
の
特
定
：

32
.5

%

受
講
者
（
専
門
職
業
人
材
）

背
景 ・

課
題

○
社
会
の
変
化
が
激
しく
、か
つ
て
専
門
学
校
で
学
ん
だ
知
識
・技
能
だ
け
で

は
その
変
化
に
対
応
す
る
こと
は
困
難
。

○
企
業
で
は
社
員
に
対
し必

ず
しも
十
分
な
学
び
直
しの
時
間
を
確
保
す
る

こと
は
で
き
て
い
な
い
。

○
教
育
未
来
創
造
会
議
の
提
言
、骨

太
の
方
針
等
に
お
い
て
も
リカ
レ
ン
ト

教
育
の
推
進
が
求
め
られ
て
い
る
とこ
ろ
。

事
業
イ
メ
ー
ジ

•
企
業
の
研
修
・学
び
直
し等

に
お
い
て
専
修
学
校
が
提
供

す
る
講
座
を
積
極
的
に
活
用
す
る
こと
に
よ
り、
受
講
者
を

安
定
的
に
確
保

＜
企
業
・業
界
団
体
との
連
携
に
よ
って
解
決
さ
れ
る
こと
＞

ア
ウ
ト
プ
ット
（
活
動
目
標

)
ア
ウ
ト
カ
ム

(成
果
目
標

)
イ
ン
パ
ク
ト

(国
民
・社
会
へ
の
影
響
）
、目
指
す
べ
き
姿

誰
も
が
一
人
一
人
の
キ
ャリ
ア
選
択
に
応
じて
必
要
とな

る
学
び
を
受
け
られ
る
機
会
の
充
実
を
図
る
。

開
発
し
た
モ
デ
ル
を
全
国
の
専
修
学
校
が
活
用
し
、各

学
校
に
お
い
て
リカ
レ
ント
教
育
講
座
を
開
講

•
各
職
業
分
野
ご
とに
職
業
専
門
人
材
が
学
び
直
し
に
よ
り最

新
知
識
・技
能
を
身
に
着
け
る
こと
が
可
能
とな
る
プ
ログ
ラム
に
つ
い

て
モ
デ
ル
開
発

⇒
８
分
野

×
2か
所
＝

16
か
所

担
当
：
総
合
教
育
政
策
局
生
涯
学
習
推
進
課
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（３）⼤学等における価値創造⼈材育成拠点の形成

 （前年度予算額 ８０，０７７千円） 

 令和６年度要求額  ８０，０２１千円 

１．要旨 

Society5.0 の到来や新型コロナウイルス感染症の世界的拡大など、変化が激しく不確実

性の高まる時代においては、企業も個人も変化に柔軟に対応し、強靭性を高めることが必要

である。特に、個人においては、自由に個性を発揮しながら付加価値の高い仕事を行うこと

が必要とされており、このような付加価値を生み出すには、機械やＡＩでは代替できない、

創造性・感性・デザイン性・企画力など、社会人が新たな価値を創造する力を育成すること

が必要とされている。 

また、「経済財政運営と改革の基本方針 2020、2022」や「新しい資本主義のグランドデザ

イン及び実行計画・フォローアップ」等において、成長分野のニーズに対応した人材育成や

創造的な発想をビジネスにつなぐ教育プログラムを開発し、実践する大学等の拠点の構築

が求められている。 

 これらを踏まえ、社会人の創造性を育成するため、令和５年度までに開発・改良したプロ

グラムの運用実施を進めるとともに、拠点数を拡大し、大学等において創造的な発想をビジ

ネス等につなぐ教育プログラムの開発や拠点の形成を加速させ、我が国の国際競争力の向

上や生産性の向上に資する「組織」と「人」の変革を進める。 

２．内容 

・価値創造人材育成のためのプログラム開発、拠点構築等

令和５年度までに２拠点で開発・実施したプログラムについて、創造的発想をビジネス

につなぐ価値創造人材育成プログラムとして、企業や他大学等と連携しながら展開・改良 

するとともに、最終的な拠点構築に向けて修了生を含めたネットワークの強化と活動活 

性化を図る。 

また、実施したプログラム内容の評価方法を検討し、持続的なプログラム点検・改善の 

プロセスの確立を図るとともに、プログラムの自走に向け評価に基づく適切な受講料設 

定を模索する。 

さらに、プログラムの全国普及に向けたシンポジウム開催やオンライン配信、企業向け 

研修プログラム等への応用などを通じた横展開に向けても検討を進める。 
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大
学
等
に
お
け
る
価
値
創
造
人
材
育
成
拠
点
の
形
成

令
和
６
年
度
要
求
・要
望
額

80
百
万
円

（
前
年
度
予
算
額

 8
0百

万
円
）


VU

CA
の
時
代
に
お
い
て
、変
化
に
対
応
し
、不
断
に
能
力
を
向
上
さ
せ
て
い
くこ
とが
重
要
。


教
育
未
来
創
造
会
議
等
の
政
府
会
議
や
経
団
連
を
は
じめ
とし
た
産
業
界
か
ら、
新
規
事
業
の
創
出
が
で

き
る
、ス
タ
ー
ト
ア
ップ
に
も
貢
献
で
き
る
人
材
が
強
く求
め
ら
れ
て
い
る
。


その
中
で
、創

造
性
を
発
揮
して
付
加
価
値
を
生
み
出
す
価
値
創
造
人
材
の
育
成
が
重
要
で
、A

Iで
は
代

替
で
き
な
い
、創
造
性
・感
性
・デ
ザ
イ
ン
性
・企
画
力
な
どを
身
に
つ
け
さ
せ
る
こと
が
重
要
。


つ
い
て
は
、大

学
に
対
す
る
支
援
を
通
じて
、企

業
・社
会
に
対
し
て
価
値
創
造
が
で
き
る
人
材
の
継
続
的

な
供
給
を
行
うと
とも
に
、そ
の
ノウ
ハ
ウ
を
他
の
教
育
機
関
等
に
展
開
す
る
拠
点
を
構
築
す
る
。

価
値
創
造
人
材
育
成
事
業
の
体
系
図

次
期
リー
ダ
ー
層

専
門
ス
タ
ッフ

マネ
ー
ジ
ャー
職

ス
タッ
フ職

な
ど全

員

30
代

20
代

•
既
存
の
価
値
観
や
枠
組
み
に
捕
らわ
れ
な
い
創
造
力
の
あ
る
人
材
育

成
の
強
化

•
付
加
価
値
を
高
め
た
商
品
開
発
や
新
しい
社
会
の
在
り方

の
創
出

•
生
産
性
の
向
上
、国

際
競
争
力
の
確
保

•
連
携
企
業
の
事
業
満
足
度

10
0％

•
価
値
創
造
プ
ログ
ラム
を
実
施
す
る
大
学
数
の
増
加

•
創
造
力
を
重
視
す
る
企
業
の
増
加

•
修
了
生
の
新
規
事
業
立
ち
上
げ
の
貢
献
な
ど

•
事
業
に
お
け
る
連
携
企
業
数

•
プ
ログ
ラム
の
社
会
人
受
講
者
・修
了
者
数

•
プ
ログ
ラム
と連

携
した
企
業
数

:計
50
以
上

ア
ウ
ト
プ
ット
（
活
動
目
標
）

ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

イ
ン
パ
ク
ト
（
国
民
・社
会
へ
の
影
響
）

令
和
６
年
度
に
実
施
す
る
内
容

5年
間
（
令
和

3年
度
か
ら令

和
7年

度
まで
）

4,
00

0万
円
（
人
件
費
、旅

費
等
）

×
2拠

点
＝

8,
00

0万
円

支
援
大
学

東
京
工
業
大
学
・京
都
大
学

本
事
業
が
養
成
す
る
人
材

(例
：
個
人
の
内
面
や
価
値
観
に

基
づ
く創
造
的
な
問
題
解
決
や

ビジ
ネ
ス
を構

築
す
る
力
を
育
成

)

事
業
実
施
計
画

「新
し
い
資
本
主
義
の
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
及
び
実
行
計
画

「フ
ォロ
ー
ア
ップ
」」
（
令
和

4年
6月

閣
議
決
定
）

•
デ
ジ
タル
・グ
リー
ン等

成
長
分
野
や
ス
ター
トア
ップ
、新

規
事
業
創

出
等
新
た
な
価
値
を
創
造
す
る
人
材
の
育
成
に
関
す
る
プ
ログ
ラム
の

開
発
を
支
援
す
る
。

•
個
人
の
内
面
や
顧
客
ニー
ズ
に
基
づ
く創
造
的
な
発
想
を
ビジ
ネ
ス
に

つ
な
ぐた
め
、2

02
1年

度
に
開
発
した
教
育
プ
ログ
ラム
を
、2

02
2

年
度
か
ら実

際
に
運
用
し、
プ
ログ
ラム
の
改
良
及
び
これ
を
実
践
す

る
大
学
等
の
拠
点
構
築
を
早
急
に
進
め
る
。

「教
育
未
来
創
造
会
議
提
言
」（

令
和

4年
5月

政
府
会
議
決
定
）

•
デ
ジ
タル
・グ
リー
ン等

成
長
分
野
や
ス
ター
トア
ップ
、新

規
事
業
創

出
等
新
た
な
価
値
を
創
造
す
る
人
材
の
育
成
に
関
す
る
プ
ログ
ラム
の

開
発
を
支
援
す
る
。

政
府
文
書
等
に
お
け
る
提
言


令
和
５
年
度
ま
で
に
２
拠
点
で
開
発
・実
施
した
プ
ログ
ラム
に
つ
い
て
、創

造
的
発
想
を
ビジ
ネ
ス
に
つ
な

ぐ価
値
創
造
人
材
育
成
プ
ログ
ラム
とし
て
、企

業
や
他
大
学
等
と連

携
しな
が
ら展

開
・改
良
す
る
とと
も

に
、最

終
的
な
拠
点
構
築
に
向
け
て
修
了
生
を
含
め
た
ネ
ット
ワ
ー
クの
強
化
と活

動
活
性
化
を
図
る。


実
施
した
プ
ログ
ラム
内
容
の
評
価
方
法
を
検
討
し、
持
続
的
な
プ
ログ
ラム
点
検
・改
善
の
プ
ロセ
ス
の
確

立
を
図
る
とと
も
に
、プ
ログ
ラム
の
自
走
に
向
け
評
価
に
基
づ
く適
切
な
受
講
料
設
定
を
模
索
す
る
。


プ
ログ
ラム
の
全
国
普
及
に
向
け
た
シ
ンポ
ジ
ウム
開
催
や
オ
ンラ
イン
配
信
・企
業
向
け
研
修
プ
ログ
ラム
等

へ
の
応
用
な
どを
通
じた
横
展
開
を
図
る
。

事
業
を
実
施
す
る
背
景
・概
要

【令
和

3年
度
】
プ
ログ
ラム
の
開
発
（
東
京
工
業
大
学
、京

都
大
学
）

【令
和

4年
度
】
プ
ログ
ラム
の
実
施
、企

業
に
お
け
る
活
用
開
始

【令
和

5年
度
】
プ
ログ
ラム
の
実
施
・改
良
、企

業
と連

携
した
活
用
促
進
、自

走
化
の
準
備

【令
和

6年
度
】
企
業
や
他
大
学
等
との
連
携
を
通
じた
プ
ログ
ラム
展
開
、拠

点
構
築
準
備

【令
和

7年
度
】
拠
点
の
持
続
的
運
営
体
制
の
構
築
完
成
、令
和

7年
度
に
事
業
終
了

事
業
期
間

支
援
件
数

（
総
合
教
育
政
策
局
生
涯
学
習
推
進
課
）
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（４）⼥性の多様なチャレンジに寄り添う学びと社会参画⽀援事業

（前 年 度 予 算 額  ２０，９７４千円） 

令和６年度要求額 ２８，９７０千円 

１．要旨 

男女共同参画は、日本政府の重要かつ確固たる方針であり、国際社会で共有されている規

範である。我が国では、少子高齢化、Society5.0 の実現を見据える中、女性活躍の推進は

社会・経済の持続可能な発展のために重要である。 

令和２年 12 月に閣議決定された「第５次男女共同参画基本計画」では、社会の多様性と

活力を高め我が国経済が力強く発展していく観点や、男女間の実質的な機会の平等を担保

する観点から、指導的地位への女性の参画の拡大が極めて重要とされ、「2030 年代には、

誰もが性別を意識することなく活躍でき、指導的地位にある人々の性別に偏りがないよう

な社会となることを目指す」ことや、「そのための通過点として、2020 年代の可能な限り

早期に指導的地位に占める女性の割合が 30％程度となるよう目指して取組を進める」こと

が新しい目標として掲げられたところ。 

また、女性管理職の割合が依然として低い状況にある学校教育分野においても、女性のさ

らなる参画を推進するため、初等中等教育機関の教頭以上に占める女性の割合や大学の教

員に占める女性の割合等について、2025 年までの成果目標が示されている。 

「女性活躍・男女共同参画の重点方針 2023（女性版骨太の方針 2023）」においては、こ

れらの目標を達成するため、政府全体として強力に取組を進めることとしており、教育分野

においては「校長等への女性登用が進まない地域に対し、地域が抱える課題を地域の教育関

係者と共有するとともに、他地域の好事例やロールモデルの提供等を行い、女性の管理職へ

の登用を促進する。」ことや、「児童生徒の固定的な性別役割分担意識や無意識の思い込み

（アンコンシャス・バイアス）を解消するための取組や、幼児期からも同様に、固定的な性

別役割分担意識等を植え付けることなく、女子の理工系分野での活躍など将来のあらゆる

選択肢について自由な希望を抱くことができるようにするための教育環境の整備に資する

取組を行う。」こととされている。 

これらを踏まえ、女性教育関係団体、大学及び研究者、企業等が連携し、女性が指導的立

場に就くに際して必要となる体系的な学習の提供等、女性の多様なチャレンジを総合的に

支援するモデルの開発を行う。また、学校教育分野における女性の採用・登用が進まない地

域に対し、他地域の好事例やロールモデルの提供等を行い、女性の採用・登用を支援すると

ともに、社会的機運を高めるため、全国フォーラムを開催し、収集した好事例等について横

展開を図る。さらに、幼児期の教育現場等における固定的な性別役割分担意識や無意識の思

い込み（アンコンシャス・バイアス）の解消に資する方策について調査研究を行う。 
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２．内容 

（１）検討委員会の設置                  7,368 千円（7,368 千円） 

学識経験者、地方公共団体、男女共同参画センター、ＮＰＯ、関係団体、産業界等の 

有識者からなる会議において、女性の学びを通じた社会参画支援のあり方等に関する 

検討を行う。 

（２）実証事業の実施                   6,666 千円（6,666 千円） 

男女共同参画、女性の活躍等に知見を持つ女性教育関係団体と多様な分野に高度な 

知見を持つ大学及び研究者、企業等が連携し、総合的な知識、的確な判断力と実行力を 

高め、組織の指導的立場として、より高度な社会参画を目指す女性の支援に資する社会 

教育プログラム（ウィミンズカレッジ）を構築。同プログラムでは、男女共同参画に資 

する知識の他、Society5.0 時代の最先端のリベラルアーツや、ビジネスや公的な意思 

決定の場で求められる的確な判断力等、多種多様な社会生活においてアップグレード 

を目指す女性を対象に、それぞれの知識の体幹強化に必要となるオーダーメイド型の 

学習機会を提供するモデルを構築する。 

（３）学校教育分野における女性の意思決定過程への参加   6,940 千円（6,940 千円） 

学校教育分野において女性の採用・登用が進まない地域が抱える課題について把握

し、その課題解決に役立つ好事例や教員を目指す女性が管理職等へのキャリアを志向

することができるようなロールモデルを収集し、全国フォーラム等の開催により横展

開を図る。 

（４）固定的な性別役割分担意識や無意識の思い込みの解消に資する調査研究 

   7,996 千円（新規） 

未就学児がジェンダーバイアスにより自分の可能性を狭めてしまわないよう、幼児

期の教育現場等における固定的な性別役割分担意識や無意識の思い込み（アンコンシ

ャス・バイアス）の解消に資する方策について調査研究を行う。  
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 令
和

2年
度
より
、女

性
の
多
様
な
チ
ャレ
ンジ
に
必
要
とな
る
学
び
を総

合
的
に
支
援
す
る
仕
組
み
づ
くり
に
関
す
る
モデ
ル
を構

築
。

 令
和

6年
度
は
、女

性
教
育
関
係
団
体
、大

学
及
び
研
究
者
、企

業
等
が
連
携
し、
女
性
が
指
導
的
立
場
に
就
くに
際
して
必
要
とな
る体

系
的
な
学
習
の
提
供
等
、女

性
の
多
様
な
チ
ャレ
ン
ジ

を総
合
的
に
支
援
す
る
モデ
ル
を構

築
。さ
らに
、我

が
国
の
将
来
を担

う子
供
た
ち
の
最
も身

近
な
存
在
で
あ
る
学
校
運
営
に
お
け
る女

性
の
参
画
を推

進
し、
子
供
た
ち
の
男
女
共
同
参
画
を推

進
す

る
意
識
を醸

成
す
る
こと
に
加
え
、幼

児
期
の
教
育
現
場
等
に
お
け
る
固
定
的
な
性
別
役
割
分
担
意
識
や
無
意
識
の
思
い
込
み
（
アン
コン
シ
ャス
・バ
イア
ス
）
の
解
消
に
資
す
る
方
策
に
つ
い
て
調
査

研
究
を行

う。

女
性
の
多
様
な
チ
ャレ
ン
ジ
に
寄
り添

う学
び
と社

会
参
画
支
援
事
業


少
子
高
齢
化
、S

oc
ie

ty
5.

0の
実
現
を見

据
え
る
中
、あ
ら
ゆ
る
分
野
で
の
女
性
の
参
画
拡
大
は
社
会
・経
済
の
持
続
可
能
な
発
展
の
た
め
に
重
要
。


第

5次
男
女
共
同
参
画
基
本
計
画
（
令
和
２
年

12
月
）
で
は
、社
会
の
多
様
性
と活

力
を
高
め
我
が
国
経
済
が
力
強
く発
展
し
て
い
く観
点
や
、男
女
間
の
実
質
的
な
機
会
の
平
等

を
担
保
す
る
観
点
か
ら
、指
導
的
地
位
へ
の
女
性
の
参
画
の
拡
大
が
極
め
て
重
要
とさ
れ
た
。

•
「2

03
0年

代
に
は
、誰

も
が
性
別
を意

識
す
る
こと
な
く活
躍
で
き、
指
導
的
地
位
に
あ
る
人
々
の
性
別
に
偏
りが
な
い
よう
な
社
会
とな
る
こと
を目

指
す
。」
こと
が
目
標
とし
て
掲
げ
られ
、

•
学
校
教
育
分
野
に
お
い
て
は
、初
等
中
等
教
育
機
関
の
教
頭
以
上
に
占
め
る
女
性
の
割
合
を
令
和
７
年
ま
で
に
、校
長

20
％
、副
校
長
・教
頭

25
％
とす
る
成
果
目
標
が
設
定
。


女
性
活
躍
・男
女
共
同
参
画
の
重
点
方
針

20
23
（
女
性
版
骨
太

20
23
）
（
令
和
５
年
６
月
）
で
は
、「
児
童
生
徒
の
固
定
的
な
性
別
役
割
分
担
意
識
や
無
意
識
の
思
い
込
み

（
アン
コン
シ
ャス
・バ
イア
ス
）
を解

消
す
る
た
め
の
取
組
や
、幼
児
期
か
ら
も
同
様
に
、固
定
的
な
性
別
役
割
分
担
意
識
等
を
植
え
付
け
る
こと
な
く、
女
子
の
理
工
系
分
野
で
の
活
躍
な

ど将
来
の
あ
ら
ゆ
る
選
択
肢
に
つ
い
て
自
由
な
希
望
を
抱
くこ
とが
で
き
る
よ
うに
す
る
た
め
の
教
育
環
境
の
整
備
に
資
す
る
取
組
を
行
う。
」と
され
て
い
る
。


男
女
共
同
参
画
、女

性
の
活
躍
等
に
知
見
を
持
つ
女
性
教
育
関
係
団
体
と多

様
な
分
野
に
高
度
な
知
見
を
持
つ
大
学

及
び
研
究
者
、企

業
等
が
連
携
し、
総
合
的
な
知
識
、的

確
な
判
断
力
と実

行
力
を高

め
、組
織
の
指
導
的
立
場
とし
て
、

よ
り高

度
な
社
会
参
画
を
目
指
す
女
性
の
支
援
に
資
す
る
社
会
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
ウ
ィミ
ン
ズ
カ
レ
ッジ
）
を構

築
。


同
プ
ログ
ラム
で
は
、男

女
共
同
参
画
に
関
す
る
知
識
の
他
、S

oc
ie

ty
5.

0時
代
の
最
先
端
の
リベ
ラル
ア
ー
ツや

、ビ
ジ
ネ

ス
や
高
度
な
意
思
決
定
の
場
で
求
め
られ

る
的
確
な
判
断
力
等
、多

種
多
様
な
社
会
生
活
に
お
い
て
ア
ップ
グ
レ
ー
ドを
目

指
す
女
性
を
対
象
に
、そ
れ
ぞ
れ
の
知
識
の
体
幹
強
化
に
必
要
とな
る
オ
ー
ダー
メイ
ド型

の
学
習
機
会
を提

供
す
る
モ
デ
ル

を構
築
す
る
。

令
和

6年
度
要
求
・要
望
額
（
案
）

29
百
万
円

(前
年
度
予
算
額

21
百
万
円

)

【事
業
開
始
年
度
：
令
和
２
年
度
】

社
会
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
ウ
ィミ
ン
ズ
カ
レ
ッジ
）

企
業

女
性
教
育
団
体

大
学

企
業

プ
ロ
グ
ラ
ム
企
画
委
員
会

企 画

大
学


最
先
端
リベ
ラ
ル
ア
ー
ツ
プ
ロ
グ
ラ
ム


産
育
休
復
帰
支
援


受
講
生
間
交
流


学
び
に
関
す
る
相
談
等

背 景 等 取
組
❶

多
様
な
チ
ャレ
ン
ジ
に
寄
り添

う学
び
・社
会
参
画
支
援
モ
デ
ル
の
構
築

取
組
❷

学
校
教
育
分
野
に
お
け
る
女
性
の
意
思
決
定
過
程
へ
の
参
加


学
校
教
育
分
野
に
お
い
て
女
性
の
採
用
・登
用
が
進
まな

い
地
域
が
抱
え
る
課
題
に
つ
い
て
把
握
し、
そ
の
課
題
解
決
に
役
立
つ
好
事
例
や
教
員
を
目
指
す
女
性
が
管
理
職
等
へ
の
キ
ャリ
ア
を志

向
す
る
こと
が
で
きる
よう
な
ロー
ル
モデ
ル
を収

集
し、
全
国
フォ
ー
ラム
等
の
開
催
に
より
横
展
開
を図

る
。

取
組
➌

固
定
的
な
性
別
役
割
分
担
意
識
や
無
意
識
の
思
い
込
み
の
解
消
に
資
す
る
調
査
研
究


未
就
学
児
が
ジ
ェン
ダー
バ
イア
ス
に
より
自
分
の
可
能
性
を狭

め
て
しま
わ
な
い
よう
、幼

児
期
の
教
育
現
場
等
に
お
け
る
固
定
的
な
性
別
役
割
分
担
意
識
や
無
意
識
の
思
い
込
み
（
ア
ン
コン
シ
ャス
・

バ
イア
ス
）
の
解
消
に
資
す
る
方
策
に
つ
い
て
調
査
研
究
を行

う。
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（５）放送⼤学学園補助⾦

（前 年 度 予 算 額  ７，３９２，０１４千円） 

令和６年度要求額 ７，６０９，３００千円 

※ その他、施設整備費補助金 454,000 千円

１．要旨 

放送大学は、放送大学学園法（平成 14 年法律第 156 号）に基づき、大学教育の機会に

対する広範な国民の要請にこたえるとともに、大学教育のための放送の普及発達を図るこ

とを目的としている。 

昭和 58 年４月に放送大学が設置され、昭和 60 年４月に学生受入れを開始して以降、こ

れまでに 170 万人以上の学生が放送大学で学んでいる。 

平成 10 年１月からは、ＣＳ放送を活用した全国放送が開始され、同年４月には学習者

の身近な場所において面接授業等を行う学習センターが全国の各都道府県に設置された。 

また、平成 14 年４月からは、高度専門職業人の養成等を目指した大学院修士課程の学

生の受入れを開始し、平成 26 年 10 月からは、知識基盤社会を多様に支えることのできる

高度教養知識人を養成する、大学院博士後期課程の学生の受入れを開始している。 

現在、放送大学では、職業、年齢、地域を問わず、学部、大学院合わせて約９万人の学

生が学んでおり、学位取得や資格取得など学生の多様な学習ニーズに対応している。平成

27 年４月からはオンライン授業を開始するとともに、平成 30 年 10 月からのＢＳ放送にお

けるマルチチャンネル化により、｢人生 100 年時代」を見据え、社会人等を対象としたリ

カレント教育の拠点として学び直しの機会を全国に提供している。

加えて、新型コロナウイルス感染症の影響下においても、放送大学の学生だけでなく広

く国民を対象とした学びの保障に貢献する、新たな取組を展開している。 

本事業は、このような放送大学学園が行う放送大学の設置・運営、放送、その他附帯す

る業務に要する経費に対して補助を行い、もって生涯学習の推進に資するものである。 
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令
和
６
年
度
要
求
・要
望
額

 8
,0

63
,3

00
千
円

【放
送
大
学
学
園
補
助
金
】

支
出

  
 1
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34

2,
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3千
円

 (
13

,0
16

,5
96
千
円
）

収
入

自
己
収
入
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99
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円
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  5
,6
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,5
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千
円
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国
庫
補
助
金

7,
60

9,
30

0千
円

 ( 
7,

39
2,

01
4千

円
）

【放
送
大
学
学
園
施
設
整
備
費
補
助
金
】

45
4,

00
0千

円
 (

 
ー
千
円
）

（
前
年
度
予
算
額

7,
39

2百
万
円
）

令
和
６
年
度
要
求
・要
望
額

8,
06

3百
万
円

放
送
大
学
の
充
実
・整
備
（
放
送
大
学
学
園
補
助
）

「大
学
教
育
」「
リカ
レ
ン
ト
教
育
」拠
点
とし
て
、一
層
高
度
・効
率
的
な
学
び
の
機
会
を
全
国
へ
提
供
で
き
る
環
境
を
構
築

○
様
々
な
地
域
に
住
む
、
幅
広
い
年
代
・
職
業
の
方
が
、
自
分
に
合
っ
た
ス
タ
イ
ル
で
学
ぶ
こ
と
が
で
き
る
高
等
教
育
機
関
。

BS
放
送
（
テ
レ
ビ
・
ラ
ジ
オ
）
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
で

40
0科

目
以
上
の
授
業
科
目
を
開
設
。

○
遠
隔
教
育
の
先
駆
者
と
し
て
、
コ
ロ
ナ
禍
に
お
い
て
も
学
び
の
継
続
の
た
め
に
、
他
大
学
に
も
学
習
コ
ン
テ
ン
ツ
を
提
供
。

○
対
面
で
の
よ
り
深
い
学
び
、
学
生
同
士
の
交
流
の
場
と
し
て
、
全
て
の
都
道
府
県
（
全
国

57
箇
所
）
に
学
習
拠
点
を
設
置
。

各
地
域
で
特
徴
の
あ
る
面
接
授
業
（
ス
ク
ー
リ
ン
グ
）
を
開
講
。

○
社
会
人
を
中
心
に
約
９
万
人
の
学
生
が
在
籍
し
、
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
の
推
進
に
寄
与
。

〔
放

送
大
学
シ
ン
ボ
ル

マ
ー
ク
〕

１
．
メ
デ
ィア
教
育
研
究
開
発
セ
ン
タ
ー
（
仮
）

〔1
20
百
万
円
〕

○
放
送
大
学
の
教
授
形
態
の
多
様
性
と諸

特
性
を踏

まえ
た
メデ
ィア

教
育
の
研
究
・開
発
を行

うと
同
時
に
、先

駆
的
な
実
験
授
業
の
企

画
・制
作
を
一
貫
して
担
当
し、
内
外
の
研
究
機
関
と技

術
的
、人

的
交
流
の
ネ
ット
ワー
クを
形
成
し、
新
しい
遠
隔
高
等
教
育
の
あ
り

方
を
研
究
開
発
す
る
セ
ンタ
ー
の
創
設
。

主
な
要
求
事
項

0

２
．
知
的
障
害
者
を
は
じ
め
とし
た
障
害
者
の
学
習
環
境
モ
デ
ル
事
例

創
出
事
業

〔5
0百

万
円
〕

○
知
的
障
害
者
や
その
支
援
者
へ
の
生
涯
学
習
支
援
に
つ
な
が
る
学

習
コン
テ
ンツ
の
作
成
に
向
け
た
検
討
。

５
．
施
設
改
修

〔4
54
百
万
円
〕

○
施
設
の
老
朽
化
に
伴
う不

具
合
に
よ
る
、教

育
研
究
活
動
の
中
断
を防

ぐた
め
に
必
要
な
施
設
改
修
。

〔1
80
百
万
円
〕

４
．
同
時
双
方
向

W
eb
授
業
を
ハ
ブ
とし
た
リカ
レ
ン
ト
教
育
及
び
リ・
ス
キ
リン
グ
の
推
進

〔2
5百

万
円
〕

○
企
業
等
の
リカ
レン
ト教

育
に
対
す
る
具
体
的
な
ニー
ズ
も
探
りつ
つ
、各

地
域
の
大
学
等
が
強
み
を持

つ
研
究
分
野
に
つ
い
て
、各

学
習
セ
ンタ
ー
とタ
イア
ップ
した
同
時
双
方
向

W
eb
授
業
開
設
に
向
け
た
取
組
。

◆
経
済
財
政
運
営
と改

革
の
基
本
方
針

20
23

（
令
和

5年
6月

16
日
：
閣
議
決
定
）
【抜
粋
】

第
2章

新
しい
資
本
主
義
の
加
速

 
１
．
三
位
一
体
の
労
働
市
場
改
革
に
よ
る
構
造
的
賃
上
げ
の
実
現
と「
人
へ
の
投
資
」の
強
化
、分

厚
い
中
間
層
の
形
成

（
三
位
一
体
の
労
働
市
場
改
革
）

 
一
人
一
人
が
自
らの
キ
ャリ
ア
を
選
択
す
る
時
代
とな
って
き
た
中
、職

務
ご
とに
要
求
され
る
ス
キ
ル
を
明
らか
に
す
る
こと
で
、 労

働
者
が
自
らの
意
思
で
リ・
ス
キ
リ

ング
を
行
い
、職

務
を
選
択
で
き
る
制
度
に
移
行
して
い
くこ
とが
重
要
で
あ
り、
内
部
労
働
市
場
と外

部
労
働
市
場
を
シ
ー
ム
レ
ス
に
つ
な
げ
、労

働
者
が
自
らの
選

択
に
よ
って
労
働
移
動
で
き
る
よ
うに
す
る
こと
が
急
務
で
あ
る
。内

部
労
働
市
場
が
活
性
化
され
て
こそ
、労

働
市
場
全
体
も
活
性
化
す
る
の
で
あ
り、
人
的
資
本
こ

そ
企
業
価
値
向
上
の
鍵
で
あ
る
。こ
うし
た
考
え
方
の
下
、「
リ・
ス
キ
リン
グ
に
よ
る
能
力
向
上
支
援
」、
「個
々
の
企
業
の
実
態
に
応
じた
職
務
給
の
導
入
」、
「成

長
分
野
へ
の
労
働
移
動
の
円
滑
化
」と
い
う「
三
位
一
体
の
労
働
市
場
改
革
」を
行
い
、客

観
性
、透

明
性
、公

平
性
が
確
保
され
る
雇
用
シ
ス
テ
ム
へ
の
転
換
を

図
る
こと
に
よ
り、
構
造
的
に
賃
金
が
上
昇
す
る
仕
組
み
を
作
って
い
く。

◆
統
合
イ
ノベ
ー
シ
ョン
戦
略

 2
02

3 
（
令
和

5年
6月

9日
決
定
）
【抜
粋
】

仕
事
関
連
の
成
人
学
習
へ
の
参
加
率
が
高
い
国
ほ
ど、
時
間
当
た
りの
労
働
生
産
性
が
高
くな
る
傾
向
に
あ
り、
リカ
レ
ン
ト教

育
は
産
業
構
造
変
革
の
原
動
力

に
も
な
り得

る
可
能
性
を
秘
め
て
い
る
。学

び
直
し、
学
び
続
け
る
こと
が
報
わ
れ
る
仕
組
み
を
社
会
全
体
で
構
築
す
る
こと
で
、社

会
経
済
構
造
の
変
化
に
対
応
す

る
とと
も
に
、希

望
す
る
者
が
多
様
で
質
の
高
い
リカ
レ
ン
ト教

育
を
受
け
られ
る
環
境
を
実
現
す
る
た
め
、個

人
の
学
び
直
しが
適
切
に
評
価
され

る
よ
う、
学
修
歴

や
必
要
とさ
れ
る
能
力
・学
び
の
可
視
化
、企

業
に
お
け
る
学
び
直
しの
評
価
等
を
進
め
る
。
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（６）地域ニーズに応える産学官連携を通じたリカレント教育プ
ラットフォーム構築⽀援事業 

 

                               （ 新   規 ） 

令和６年度要求額  ２８９，９３９千円 

 

１．要旨 

本事業は、大学コンソーシアムや自治体等への支援を通じ、産学官金の対話の場を設け、

大学等が提供できる教育コンテンツと地域や産業界の人材ニーズの効率的なマッチングを

図るとともに、経営者層を巻き込んだ企業等の人材育成に関する取組を促進することで、持

続的なリカレント教育実施の基盤と地域ニーズに応える人材を継続的に輩出するための仕

組みを構築する事業である。 

「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画 2023 改訂版」や「成長戦略等のフォ

ローアップ」、「教育振興基本計画」等においても、地域ニーズを踏まえ産業界と連携した

リ・スキリング・プログラムの提供の重要性については示されている。また、令和４年度第

２次補正予算「地域ニーズに応える産学官連携を通じたリカレント教育プラットフォーム

構築支援事業」において、大学等からの申請が採択予定件数の約２倍となった他、経団連か

らも企業側のニーズと大学側のシーズをマッチングする仕組みの構築が必要と提言される

など、大学・企業双方ともに支援の必要性を訴えている。 

 また、リカレント教育プログラムと人材ニーズのマッチング以外にも、経営者層をはじめ

とする企業側の意識改革や従業員の学び直しに関する環境整備促進も見据えた、地域単位

でのリカレント教育を継続的に支援していくことで、大学でしか育成できない能力・スキル

について認識を深め、企業等の人材育成戦略に大学等での学びを位置付けていく取組を推

進していく。 

 

２．内容 

（１）大学コンソーシアム・自治体等によるプラットフォーム構築（新規拠点）149,330 千円 

産官学金の関係機関で構成される「リカレント教育プラットフォーム」を構築した上で、 

地域の産業構造を踏まえた人材育成に関する課題を整理し、その解決に向け、域内の大学 

等が行うリカレント教育とのマッチングを図る。 

（２）大学コンソーシアム・自治体等によるプラットフォーム構築（既存拠点）138,540 千円 

令和５年度に実施している令和４年度第２次補正予算「地域ニーズに応える産学官連 

携を通じたリカレント教育プラットフォーム構築支援事業」において形成されたリカレ 

ント教育プラットフォームに参画する企業等を中心に、大学等を活用したリカレント教 

育に対する企業側の評価方法の方針策定や従業員の学習環境整備等を含む、総合的リカ 

レント教育推進体制の整備を促進する。 
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リカ
レン
ト教

育
の
実
施
に
あ
た
り、
地
域
の
企
業
・自
治
体
等
の
ニー
ズ
の
把
握
や
、そ
れ
に
対
応
した
教
育
プロ
グ
ラム
の
開
発
・

提
供
、受

講
生
確
保
に
向
け
た
広
報
・周
知
等
が
必
要
に
な
る
が
、こ
れ
らを
全
て
の
教
育
機
関
が
個
別
に
行
うの
は
非
効
率
。


リカ
レ
ン
ト教

育
の
持
続
的
な
推
進
を
図
る
上
で
、個

人
の
や
る
気
の
み
に
頼
る
こと
に
は
限
界
が
あ
る
。他

方
、企

業
側
に
とっ
て
、

生
産
性
の
向
上
や
従
業
員
の
エン
ゲ
ー
ジ
メン
トの
向
上
に
資
す
る
等
の
メリ
ット
が
あ
る
た
め
、組

織
的
な
取
組
を進

め
る意

義
は

大
きい
。但

し、
個
別
企
業
の
努
力
に
委
ね
ず
、地

域
単
位
で
取
組
の
推
進
を図

らな
い
と実

効
性
の
確
保
は
困
難
。


企
業
側
に
お
い
て
も
、従
業
員
の
学
習
イ
ン
セ
ン
テ
ィブ
の
向
上
、学
び
や
す
い
環
境
の
整
備
、学
習
成
果
の
適
切
な
評
価
等

の
取
組
に
関
し
、地
域
の
産
業
界
で
指
針
等
を
策
定
・共
有
し
、大
学
とも
連
携
し
つ
つ
そ
の
推
進
を
図
る
こと
が
重
要
。


地
域
の
複
数
の
大
学
と産

業
界
や
自
治
体
等
が
連
携
して
、以

下
の
通
り、
リカ
レン
ト教

育
に
関
す
る
ニー
ズ
把

握
や
マ
ッチ
ン
グ
等
を
効
果
的
・効
率
的
に
行
うと
とも
に
、企

業
側
に
お
け
る
取
組
の
促
進
も
図
る
プ
ラッ
トフ
ォー

ム
を構

築
し、
その
取
組
を促

進
。

【フ
ェー
ズ
①
】
プ
ラ
ット
フォ
ー
ム
の
形
成
、地
域
の
人
材
育
成
ニ
ー
ズ
と教

育
資
源
の
マ
ッチ
ン
グ

 産
学
官
金
に
よる
「リ
カレ
ント
教
育
プラ
ット
フォ
ー
ム
」を
構
築
した
上
で
、地

域
の
産
業
構
造
を踏

まえ
た
人
材
育
成
に

関
す
る
課
題
を整

理
し、
その
解
決
に
向
け
、域

内
の
大
学
等
が
行
うリ
カレ
ント
教
育
との
マッ
チ
ング
を図

る
。

併
せ
て
、地

域
の
リカ
レン
ト教

育
の
必
要
性
や
メリ
ット
を理

解
・共
有
す
る
た
め
の
シ
ンポ
ジ
ウム
等
を開

催
。

【フ
ェー
ズ
②
】
企
業
側
の
評
価
や
環
境
整
備
等
を
含
む
、総
合
的
リカ
レ
ン
ト
教
育
推
進
体
制
の
整
備

1)
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
適
切
な
評
価
方
法
・体
制
の
整
備

リカ
レ
ン
ト教

育
を
利
用
す
る
企
業
側
が
そ
の
有
用
性
等
を
適
切
に
評
価
しう
る
評
価
方
法
を
定
め
、そ
の
結
果
に

基
づ
き、
従
業
員
の
継
続
的
な
受
講
に
値
す
る
よう
に
教
育
機
関
側
が
改
善
を図

る
とい
った
好
循
環
を構

築
す
る
。

2)
企
業
側
に
お
け
る
環
境
整
備
の
促
進

フェ
ー
ズ
①
段
階
の
実
施
状
況
を踏

まえ
た
上
で
、リ
カレ
ント
教
育
に
関
す
る
企
業
側
に
お
け
る
取
組
（
従
業
員
の

学
習
イン
セ
ン
テ
ィブ
の
向
上
、学

び
や
す
い
環
境
の
整
備
、学

習
成
果
の
適
切
な
評
価
等
）
に
つ
い
て
、大

学
側
の

取
組
（
修
了
者
の
コミ
ュニ
テ
ィ形
成
や
、学

び
や
す
い
授
業
形
態
の
工
夫
、学

習
成
果
の
可
視
化
等
）
との
連
携

を図
りな
が
ら、
リカ
レン
ト教

育
プラ
ット
フォ
ー
ム
が
主
導
して
地
域
単
位
で
の
推
進
を図

る
。

３
）
経
営
者
層
を
タ
ー
ゲ
ット
に
し
た
リカ
レ
ン
ト
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
開
発

地
域
の
経
営
者
層
等
をタ
ー
ゲ
ット
に
した
、上

記
1)
の
企
業
側
に
お
け
る
環
境
整
備
や
、大

学
等
との
連
携
の
促

進
に
資
す
る
リカ
レン
ト教

育
プロ
グ
ラム
を、
経
営
者
層
側
の
主
体
的
な
参
画
を得

て
開
発
・実
施
す
る
。

※
フェ
ー
ズ
②
で
は
、企

業
側
の
観
点
か
らの
評
価
方
法
を
定
め
、実

際
の
評
価
を
プ
ログ
ラム
の
改
善
に
反
映
し、
それ

を
踏
ま
え
て

更
に
評
価
方
法
を
見
直
す
とい
う一

連
の
取
組
が
必
要
で
あ
る
こと
、ま
た
、地

域
や
分
野
ご
とに
異
な
る
実
情
に
対
応
しな
が
ら、

取
組
の
促
進
・改
善
を
図
る
必
要
が
あ
る
こと
か
ら、
複
数
年
に
わ
た
って
体
制
整
備
を
図
る
こと
が
不
可
欠
。

地
域
ニ
ー
ズ
に
応
え
る
産
学
官
連
携
を
通
じ
た

リカ
レ
ン
ト
教
育
プ
ラ
ット
フォ
ー
ム
構
築
支
援
事
業

令
和
６
年
度
要
求
・要
望
額

29
0百

万
円

背
景

政
府
文
書
等
に
お
け
る
提
言


リカ
レン
ト教

育
に
関
す
る
人
材
ニー
ズ
の
調
査


コー
デ
ィネ
ー
ター
配
置


大
学
等
の
教
育
コン
テ
ンツ
と地

域
ニー
ズ
の
マッ
チ
ング


プロ
グ
ラム
や
事
例
の
広
報
・周
知
（
コン
テ
ンツ
集
約
）


大
学
等
の
協
力
を得

た
経
営
者
向
け
プロ
グ
ラム
開
発


地
元
企
業
の
経
営
者
を集

め
た
プロ
グ
ラム
提
供


企
業
側
の
リカ
レン
ト教

育
に
関
す
る
取
組
状
況
を共

有

地
域
に
お
け
る
リカ
レン
ト教

育
の
受
講
促
進
に
向
け
た
企
業
側
の
環
境

整
備
に
関
す
る
指
針
等
を明

示

大
学
側
に
お
け
る
当
該
指
針
等
に
対
応
した
取
組
推
進

※
委
託
金
額

・新
規
：

30
百
万

×
５
か
所

・既
存
事
業
（

R４
第
２
次
補
正
）
の

受
託
機
関
：

12
百
万
円

×
12
か
所

※
事
業
期
間
は
３
年

（
既
存
事
業
の
受
託
機
関
は
２
年
）

※
委
託
先
は
大
学
コン
ソー
シ
アム
や

自
治
体
等

「成
長
戦
略
等
フォ
ロ
ー
ア
ップ
」（
令
和
５
年

6月
16
日
閣
議
決
定
）

Ⅰ
人
へ
の
投
資
・構
造
的
賃
上
げ
と「
三
位
一
体
の
労
働
市
場
改
革
の
指
針
」

（
地
域
の
産
業
界
の
ニー
ズ
に
合
わ
せ
た
教
育
プロ
グ
ラム
の
提
供
）

•
地
域
の
産
業
界
の
ニー
ズ
に
合
わ
せ
た
高
度
人
材
を育

成
す
る
た
め
、 地

域
の
大
学
、地

方
自
治
体
等
に
コー
デ
ィネ
ー
ター
を配

置
し、
当
該
ニー
ズ
を

踏
まえ
た
リ・
ス
キ
リン
グ
・プ
ログ
ラム
の
提
供
等
を支

援
す
る
。

主
な
実
施
事
項

事
業
の
実
施
内
容

フェ
ー
ズ
①
～


企
業
等
の
観
点
か
ら､
受
講
の
有
用
性
等
に
関
す
る評

価
方
法
を策

定

評
価
結
果
に
基
づ
きプ
ログ
ラム
を改

善
。評

価
方
法
も
適
宜
見
直
し。

フェ
ー
ズ
②
～

（
総
合
教
育
政
策
局
生
涯
学
習
推
進
課
）
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（７）⾃律的なキャリア形成⽀援とリカレント教育普及促進に 
向けた実証研究事業 

 

                                 

（ 新   規 ） 

令和６年度要求額  ７７，４３１千円  

 

１．要旨 

本事業は、大学における学びとその後の職業・キャリアとの関係性に関する調査研究を行

い、その結果を活かして、大学の卒業生ネットワークを活用したリカレント教育プログラム

の周知・受講促進とそのフィードバックを受けた教育内容の改善、企業の人事・研修制度へ

の大学活用促進などを一体的に行い、取組の横展開を図っていく実証研究を行うものである。 

「経済財政運営と改革の基本方針 2023」や「新しい資本主義のグランドデザイン及び実

行計画 2023 改訂版」においても、自律的キャリア形成の意識向上に向けて、職務ごとのス

キル明確化やそれに応じたリ・スキリングの重要性が示されているところである。 

そこで、大学のリカレント教育プログラムを効果的に周知し、企業の評価も得て継続的な

プログラム実施や個人のキャリアアップへの活用を促す仕組みを構築することで、大学を

活用した従業員の学びを人材育成戦略として推進する企業等の増加や、キャリアの中に学

びを循環的に組み込み、スキルアップ・キャリアアップを図るといった個人の自律的キャリ

ア形成を促進する。 

 

２．内容 

・大学卒業生や企業を対象にした実証研究 

まず、15 大学程度を実証研究の参画大学として確保し、その大学の卒業生を対象に現 

在の職務と大学での学びがどのように結びついているか、その関係性に関する調査分析 

を行い、具体的能力・スキルとそれに必要な学びの整理を行う。 

その上で、卒業生や現役学生に対して、上記調査分析結果を活用したセミナーの実施や 

大学のリカレント教育プログラムの周知広報等を通じて、大学での継続的学びの有用性 

に関する普及啓発活動を行い、個人の学習インセンティブ向上に繋げる。実際にリカレン 

ト教育プログラムを受けた卒業生は大学での学びを通じた同窓生ネットワークを持続的 

に築くことができ、プログラムへのフィードバックを行ってもらうことでニーズに対応 

した内容の改善も期待できる。 

また、大学での学びとキャリアの関係性や同窓生ネットワーク構築等のメリットを企 

業にも周知啓発し、大学を活用したリカレント教育を企業の人事研修に取り入れる、個人 

が大学で学んできた成果を評価・処遇に反映するといった制度の導入に向けた提案を行 

い、実際に検討する企業における効果検証も行う。  

 

76




新
資
本
主
義
実
行
本
部
が
掲
げ
る
「三
位
一
体
の
労
働
市
場
改
革
」で
は
、「
リ・
ス
キ
リン
グ
に
よる
能
力
向
上
支
援
」が
柱
の
一
つ
とさ
れ
、

それ
を支

え
る
「自
律
的
な
キ
ャリ
ア形

成
」も
重
視
。


自
律
的
な
キ
ャリ
ア形

成
を推

進
して
い
くに
は
、学

び
とキ
ャリ
アの
関
係
を整

理
して
明
確
に
す
る
とと
も
に
、学

び
に
向
け
た
イン
セ
ンテ
ィブ
を

喚
起
・持
続
す
る
た
め
の
仕
組
み
を工

夫
す
る
な
ど、
キ
ャリ
アの
中
に
学
び
を循

環
的
に
組
み
込
む
た
め
の
後
押
しが
必
要
。


この
た
め
、職

業
・キ
ャリ
アに
関
して
多
くの
デ
ー
タや
知
見
を
有
す
る
人
材
サ
ー
ビス
業
者
の
協
力
を
得
て
、大

学
に
お
け
る
学
び
とそ
の
後
の

職
業
・キ
ャリ
ア
との
関
係
性
に
関
す
る
調
査
研
究
を
行
い
、そ
の
結
果
を
活
か
して
、①

学
生
・社
会
人
の
キ
ャリ
ア観

の
育
成
や
継
続
的
な

学
び
の
イン
セ
ン
テ
ィブ
の
喚
起
・持
続
をは

じめ
とし
て
、②

大
学
に
お
け
る
教
育
プ
ログ
ラム
の
質
的
改
善
、③

企
業
の
人
事
・研
修
制
度
に

お
け
る
大
学
で
の
リカ
レン
ト教

育
の
活
用
、な
どに
も
資
す
る
取
組
に
つ
い
て
、総

合
的
な
実
証
研
究
等
を行

う。

自
律
的
な
キ
ャリ
ア
形
成
支
援
とリ
カ
レ
ン
ト
教
育
普
及
促
進
に
向
け
た
実
証
研
究
事
業

 
令
和
６
年
度
要
求
・要
望
額

77
百
万
円

「経
済
財
政
運
営
と改

革
の
基
本
方
針

（
骨
太
の
方
針
）

20
23
」

（
令
和
５
年

6月
16
日
閣
議
決
定
）

第
2章

新
しい
資
本
主
義
の
加
速

（
三
位
一
体
の
労
働
市
場
改
革
）

一
人
一
人
が
自
らの
キ
ャリ
アを
選
択
す
る
時

代
とな
って
きた
中
、 職

務
ご
とに
要
求
され
る
ス

キ
ル
を明

らか
に
す
る
こと
で
、労

働
者
が
自
らの

意
思
で
リ・
ス
キ
リン
グ
を行

い
、職

務
を
選
択
で

きる
制
度
に
移
行
して
い
くこ
とが
重
要
で
あ
り、

内
部
労
働
市
場
と外

部
労
働
市
場
をシ
ー
ム
レ

ス
に
つ
な
げ
、労

働
者
が
自
らの
選
択
に
よっ
て

労
働
移
動
で
きる
よう
に
す
る
こと
が
急
務
で
あ
る
。

背
景
・事
業
概
要

実
施
内
容

以
下
の
よう
な
追
跡
調
査
等
を
行
うこ
とで
、左

記
の
取
組
の
効
果
を検

証
し、
より
効
果
的
な

取
組
とな
る
よう
改
善
を図

る
とと
も
に
、持

続
可
能
な
実
施
体
制
の
確
立
を
支
援
。

•
リカ
レン
ト教

育
を受

け
た
卒
業
生
の
その

後
の
キ
ャリ
ア・
意
識
変
化
の
追
跡
調
査

•
プロ
グ
ラム
の
誘
引
力
や
満
足
度
の
高
まり
、

また
、企

業
等
の
人
事
・研
修
制
度
に
お
け

る
大
学
の
活
用
等
に
関
して
、こ
れ
らの
取

組
が
学
び
の
継
続
性
に
及
ぼ
す
影
響
の
追

跡
調
査

学
生
・社
会
人
の
自
律
的
な
キ
ャリ
ア形

成
に
資
す
るも
の
とし
て
、例

え
ば
、

以
下
の
よう
な
実
証
的
取
組
み
を行

う。
•
学
生
や
卒
業
生
に
対
し、
母
校
に
お
け
る
学
び
と卒

業
生
の
キ
ャリ
アと
の
関

係
性
を示

した
り、
母
校
の
リカ
レン
ト教

育
の
情
報
を卒

業
生
の
利
用
状

況
と併

せ
て
提
供
した
りす
る
こと
に
より
、学

び
の
イン
セ
ンテ
ィブ
を
効
果
的

に
向
上
させ
、持

続
的
な
学
び
の
コミ
ュニ
テ
ィを
形
成
す
る

•
卒
業
生
が
就
業
後
に
実
感
す
る
必
要
性
に
基
づ
い
て
リカ
レン
ト教

育
プロ

グ
ラム
の
開
発
・改
善
を行

い
、そ
の
誘
引
力
や
満
足
度
を高

め
る

•
左
記
調
査
結
果
等
を活

用
し、
大
学
で
の
リカ
レン
ト教

育
を企

業
の
人

事
・研
修
制
度
の
一
環
に
位
置
づ
け
る
よう
な
取
組
の
導
入
に
向
け
た

提
案
や
その
効
果
検
証
を行

う

大
学
に
お
け
る
学
び
とキ
ャリ
ア
の
関
係
性
に
関
し、

以
下
の
よ
うな
調
査
を
実
施
。（

働
い
て
い
る
業

種
や
学
ん
だ
大
学
等
の
属
性
も
踏
ま
え
て
分

析
）

•
大
学
で
の
学
び
を
通
じて
得
た
ス
キ
ル
・能
力
が
、

どう
い
った
職
業
・業
務
で
活
か
され
て
い
る
の
か

•
社
会
人
に
な
って
か
ら、
大
学
で
どの
よう
な
学
び

を
した
者
が
、そ
の
後
どの
よ
うな
キ
ャリ
ア
パ
ス
を

歩
ん
で
い
る
の
か

•
卒
業
生
が
現
在
の
キ
ャリ
ア
で
直
面
す
る
課
題

に
対
応
す
る
た
め
に
必
要
な
学
び
は
何
か

調
査
研
究
・分
析

実
証
的
取
組
み

効
果
検
証
・持
続
的
シ
ス
テ
ム
化

（
受
託
先

: 民
間
企
業
１
（
連
携
大
学

15
程
度
）
，
事
業
期
間

:３
年
）

・キ
ャリ
ア
観
の
育
成

（
キ
ャリ
ア
カ
ウ
ン
セ
リン
グ
の
充
実
等
）

・学
び
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィブ
の
向
上

・大
学
教
育
の
成
果
検
証
（

PD
CA
）

・卒
業
生
の
リカ
レ
ン
ト
教
育
ニ
ー
ズ
へ
の
対
応

・学
び
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィブ
を
持
続
さ
せ
る
仕
組
み
の
構
築

（
卒
業
生
ネ
ット
ワ
ー
ク
の
活
用
等
）

・企
業
の
人
事
・研
修
制
度
に
お
け
る
リカ
レ
ン
ト
教
育
の
適
切
な
位
置
づ
け

人
材
サ
ー
ビス
事
業
者
に
よる

デ
ー
タ分

析
・支
援

イ
メ
ー
ジ

（
総
合
教
育
政
策
局
生
涯
学
習
推
進
課
）
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（８）リカレント教育の推進に向けた環境整備事業 
 

（前 年 度 予 算 額  ３０，１７６千円） 

令和６年度要求額 ２２０，２４０千円  

 

１．要旨 

本事業は、社会人の学び直しにおける「情報不足」といった課題に対応するため、ポータ

ルサイト「マナパス」の運用を通じて、大学等が提供するリカレント教育プログラムの内容

や学び直しにあたって活用できる支援制度、実際に学び直した社会人のロールモデル等、社

会人の学びに役立つ情報発信を行い、さらに優良プログラムの内容や受講成果、リカレント

教育の重要性や有用性を普及啓発しているものである。 

 「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画 2023 改訂版」などでも、大学での学

び直しの活用やそこで習得したスキル・学習歴の可視化の重要性については示されている。

また、経団連からも、良質なリカレント教育プログラムに対する継続的支援や「マナパス」

において企業側のニーズと大学側のシーズをマッチングするコーディネート機能の強化を

提言されるなど、大学等のリカレント教育に関する情報発信において産業界の「マナパス」

への期待は大きい。 

 大学等のリカレント教育プログラムに関する情報発信の他にも、キャリアカウンセリン

グ機能や、各業種に求められる学習のレコメンド機能を追加したり、教育プログラムの一部

や学びの成果等に関する動画コンテンツを増やしたりすることで、「マナパス」を通じた情

報発信の質を向上させるとともに、大学等で提供される優良なリカレント教育プログラム

について「マナパス」を活用した情報発信等を行うことで、プログラムの発展的継続実施を

支援する。 

 

２．内容 

（１）社会人の大学等での学びを応援するのサイト「マナパス」の運用 

114,691 千円（29,340 千円） 

「自分が何を学べば良いか分からない」、「学んだ結果がどのように評価されるか分

からない」、「学ぶ意欲が持てない」といった社会人個人が主体的にキャリアの中に学び

を組み込んでいけるような自律的キャリア観の醸成を図るため、キャリアカウンセリ

ング機能や学修レコメンド機能を新たに開発。 

（２）大学等のリカレント教育プログラムの発展的継続支援     104,700 千円（新規） 

近年開発された大学等のリカレント教育プログラムについて、優良なものの継続的 

改良・実施を支援。BP 認定、教育訓練給付の指定を受けることを目指し、マナパス上 

でも積極的に周知・広報を行うことを要件とする。 

78




大
学
・民
間
企
業
等
が
提
供
す
る
プ
ロ
グ
ラ
ム
や
学
修
を
通
じ
て
得
ら
れ
る
成
果
に
関
す
る
情
報
が
不
足

して
い
る
こと
が
、個

人
の
学
び
直
しや
企
業
で
の
人
材
育
成
が
進
展
しな
い
要
因
の
一
つ
と考

え
られ
る
。

＊
自
己
啓
発
に
お
け
る
課
題
や
企
業
が
大
学
等
を
リカ
レ
ン
ト教

育
に
活
用
しな
い
理
由
とし
て
、情

報
不

足
が
挙
げ
られ
て
い
る
。


社
会
人
の
学
び
に
お
け
る
課
題
とし
て
、「
自
分
が
何
を
学
べ
ば
良
い
か
分
か
らな
い
」、
「学
ん
だ
結
果
が
ど

の
よう
に
評
価
され
る
か
分
か
らな
い
」、
「学
ぶ
意
欲
が
持
て
な
い
」等
が
挙
げ
られ
て
お
り、
学
ぶ
個
人
に
対

して
も
伴
走
支
援
が
必
要
。


上
記
の
背
景
を踏

まえ
、産

学
官
リソ
ー
ス
の
活
用
や
、関

係
省
庁
との
連
携
を
通
じて
、リ
カレ
ント
教
育

に
関
す
る
情
報
に
より
アク
セ
ス
しや
す
い
環
境
整
備
を実

現
す
る
。

リカ
レ
ン
ト
教
育
の
推
進
に
向
け
た
環
境
整
備
事
業

令
和
６
年
度
要
求
・要
望
額

 2
20
百
万
円

(前
年
度
予
算
額

30
百
万
円

)


マ
ッチ
ン
グ
機
能
の
充
実
化
：
人
材
サ
ー
ビス
企
業
の
ノウ
ハ
ウを
活
用
し、
以
下
の
機
能
を
開
発
す
る
。

①
キ
ャリ
ア
カウ
ンセ
リン
グ
機
能

②
各
業
種
に
求
め
られ
る
ス
キ
ル
や
学
び
の
レ
コメ
ンド
機
能

※
令
和
５
年
度
に
開
発
予
定
の
オ
ンラ
イン
コミ
ュニ
テ
ィと
も
連
携
す
る
形
で
の
実
装
を
検
討


動
画
コ
ン
テ
ン
ツ
に
よ
る
付
加
価
値
向
上
：
社
会
人
向
け
講
座
の
一
部
や
学
び
の
ロー
ル
モ
デ
ル
、学

び
の
成

果
等
に
関
す
る
動
画
を
マ
ナ
パ
ス
上
で
公
開
す
る
こと
で
、受

講
の
イン
セ
ンテ
ィブ
を
高
め
る
材
料
とす
る
。


その
他
、学

習
記
録
を
就
職
等
に
活
用
す
る
た
め
マ
イジ
ョブ
・カ
ー
ドと
の
シ
ス
テ
ム
連
携
、民

間
講
座
の
充
実
、

特
集
ペ
ー
ジ
や
修
了
生
イン
タビ
ュー
の
充
実
、w

eb
プ
ロモ
ー
シ
ョン
、サ
イバ
ー
セ
キ
ュリ
テ
ィ強
化
等

事
業
を
実
施
す
る
背
景

令
和
６
年
度
の
取
組

過
去
の
取
組

【令
和

2年
度
】
サ
イト
の
公
開
、コ
ンテ
ンツ
（
検
索
機
能
、特

集
、修

了
生
イン
タビ
ュー
等
）
の
充
実
、

イベ
ント
開
催
、テ
レ
ビ・
ラジ
オ
・S

N
S等

を
活
用
した
広
報

 【
令
和

3年
度
】
既
存
コン
テ
ンツ
の
充
実
、新

規
コン
テ
ンツ
（
い
い
ね
、コ
メン
ト、
マ
イペ
ー
ジ
機
能
等
）

の
追
加
、厚

労
省

Jo
b-

ta
gと
の
連
携
、イ
ベ
ント
開
催

 【
令
和

4年
度
】
企
業
向
け
ペ
ー
ジ
開
発
、マ
イペ
ー
ジ
機
能
充
実
、民

間
企
業
等
提
供
講
座
の
掲
載
、

 民
間
・自
治
体
等
他
サ
イト
連
携

【令
和
５
年
度
】
オ
ンラ
イン
コミ
ュニ
テ
ィ機
能
の
開
発
、企

業
向
け
ペ
ー
ジ
充
実
、マ
イペ
ー
ジ
に
お
け
る
オ
ー
プ
ン

バ
ッジ
貼
付
機
能
の
本
格
実
装
、マ
イジ
ョブ
・カ
ー
ドと
の
シ
ス
テ
ム
連
携
準
備

【実
施
主
体
：
民
間
企
業
等

 1
箇
所

×
1.

2億
円
】

事
業
を
通
じ
て
得
ら
れ
る
成
果
（
イ
ン
パ
ク
ト
）


学
び
に
関
す
る
情
報
取
得
を円

滑
化
す
る
こと
で
、個

人
の
学
び
直
し及

び
企

業
の
人
材
育
成
を促

進
し、
時
代
の
変
化
に
対
応
で
きる
人
材
の
輩
出
や
労

働
生
産
性
の
向
上
に
寄
与
。


学
習
に
よっ
て
得
られ
る
成
果
や
学
習
歴
を可

視
化
す
ると
とも
に
、キ
ャリ
アカ
ウ

ンセ
リン
グ
に
よる
就
職
・転
職
等
キ
ャリ
アア
ップ
を支

援
す
る
こと
で
、自

律
的

キ
ャリ
ア形

成
の
意
識
向
上
や
、労

働
移
動
の
円
滑
化
に
も
寄
与
。

社
会
人
の
大
学
等
で
の
学
び
を
応
援
す
る
の
サ
イ
ト
「マ
ナ
パ
ス
」の
運
用

リカ
レ
ン
ト
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
発
展
的
継
続
支
援

事
業
を
実
施
す
る
背
景


大
学
等
が
開
発
・提
供
す
る
プ
ログ
ラム
数
は
増
加
して
い
る
が
、社

会
人
の
学
び
に
お
い
て
費
用
面
の
課
題
は
大
きい
。


文
部
科
学
省
の
職
業
実
践
力
育
成
プ
ロ
グ
ラム
（

BP
）
認
定
や
、

厚
生
労
働
省
の
教
育
訓
練
給
付
対
象
講
座
の
指
定
を受

け
る
こと
で
、

受
講
費
用
の
負
担
軽
減
が
図
られ

る
が
、当

該
認
定
・指
定
を
受
け

る
に
は
３
年
程
度
の
就
職
実
績
な
ど一

定
期
間
の
プロ
グ
ラム
継
続
に

よる
実
績
が
必
要
。


上
記
の
背
景
を
踏
ま
え
、 近

年
開
発
され

た
大
学
等
の
リカ
レ
ン
ト教

育
プ
ログ
ラム
に
つ
い
て
、優

良
な
も
の
の
継
続
的
改
良
・実
施
を支

援
。


BP
認
定
、教

育
訓
練
給
付
の
指
定
を
受
け
る
こと
を
目
指
し、
マ
ナ
パ

ス
上
で
も
積
極
的
に
周
知
・広
報
を行

うこ
とを
要
件
とす
る
。

実
施
内
容

【実
施
主
体
：
大
学
等

 1
5箇

所
×

0.
1億

円
×
２

/３
】

n=
９
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（
％
）

（
総
合
教
育
政
策
局
生
涯
学
習
推
進
課
）

※
令
和
２
年
度
か
ら継

続
的
に
運
用

（
出
所
）
株
式
会
社
ベ
ネ
ッセ
コー
ポ
レ
ー
シ
ョン

「社
会
人
の
学
び
に
関
す
る
意
識
調
査

20
22
」
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